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この論文の目的は市場経済に移行した旧社会主義の国々の都市計画制度と体系がど

のように変容し、新しい経済政策の元でどう変化して来たかを検討し、3 つの国を比

較することでそれぞれの特徴と試行錯誤の結果から知見を得ることである。東欧とア

ジアの社会主義国はそうでない国々に比べて市場経済下での都市開発の経験が浅く、

旧来の中央集権的な計画体系が短期間で急成長した経済変化に十分に対応できていな

いのが現状である。 

特に大都市への人口集中が著しかったアジア諸国において高度成長のため、アフォ

ーダブルな住宅供給量が少なく、住民が自ら建設するセルフビルド住宅でインフォー

マルに開発された市街地の占める割合が大きい。さらに、ソビエト連邦の技術支援に

よって都市マスタープランを作成していたため、当時は人材育成が少なく、専門的な

知識を持つ人材が不足する問題が常態化していた。 

まずは社会主義国の都市開発制度とその特徴を整理し、変容する以前の体系を分析

する。既往研究レビューで東欧とアジアの諸国の現都市計画制度を比較し、文献レビ

ューから作った評価方法で 3 つの対象国を選定した。この国々の制度変化と法整備を
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国家政策と土地政策と都市政策の 3 つの分野でその変遷を追い、都市化率と首都の人

口増加と国の総生産額と合わせて観察し、分岐点と思われる時点を検討している。対

象国それぞれの課題とその解決の試み、その効果、弱点と強みを理解することが、ま

だ法整備で遅れを取っている同じ背景を持つ国に先を読んだ体系づくりのためになる

と筆者は期待する。さらに、市場経済による都市開発の経験が豊富な国からの技術・

制度・ノウハウの移転の際の助けになることもありうるであろう。 

 

この論文は 8 章から構成される 4 部構成である。第 1 部では本研究の構成と文献レ

ビューで得られた都市計画制度の分類を見る。西欧国の制度をその法体系と背景に基

づいて地域別に分類したものがあった。開発規制の根拠になる材料と計画手法の集権

性でアジア諸国も含めて分類したものもあった。計画体系はマスタープラン型とチェ

ックリスト型と裁量型の 3 つのタイプに分類されている。EU 連合委員会が整理した

ものと、計画作成時のアプローチとモデルで分類したものも見られた。アプローチに

置いては社会変化に伴って策定手法も変化し、作成過程に関わるステークホルダーと

関係者の相互依存性、プランニングの場所がトップダウンかボトムアップかなどで振

り分ける様々な分類仕法があった。 

近年、社会学分野において取り上げられている経路依存理論についてもここで整理

している。社会や機関、あるいは制度は初期の形成段階での選択が長年に渡って強い

影響を及ぼし、仕組みの変化を困難にする傾向がある。都市計画の分野でもこの手法

を使った既往研究が複数あり、本研究を進める上で参考にした。 

移行経済期の国々の都市に関する既往研究は、政策が変更されてから分析したもの

が多く、ソビエト連邦から輸入された都市開発システムについて整理したものが限ら

れている。初期段階における計画体系を理解し、変更後の体系と比較し、評価するこ

とで詳細研究を行う対象国を選定している。同時に主要国の計画体系も整理した。 

 

第２部は二つの章からなり、前章は中国・ベトナム・モンゴル国の計画体系の変容

を年代ごとに整理し、大きな変化があった分岐点と思われる時期を特定している。な

お、モンゴル国においては法整備の変遷を主要なものを取り上げ、その内容をまとめ

ている。他の国には関しては既往研究で法律を詳しく分析したものがあったので、最

近のものについてのみ主な変更点に注目した。後章ではこれらの国の首都マスタープ
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ランについても同様にその変遷を追っている。また、現体系がどのようになっている

か、法制度整理とヒアリングで得られた情報を基にダイアグラムを作成し、説明し

た。特に都市計画が他の計画とどのような上下関係にあり、どう影響を受けるかを検

討した。これは、都市開発をコントロールするべき計画体系が他の機関、計画、主

体、あるいは思想によって妨げられている可能性があり、それを把握するためであ

る。ポスト社会主義国の都市計画制度は、初期の制度に比べて多様化しているが、開

発を規制・誘導するための仕組みが必ずしも機能しているとは限らないため、その外

的要因を検討する必要があった。 

 

第 3 部はモンゴル国の首都ウランバートル市を詳細に見ている。モンゴルは、中国

とベトナムに比べて都市計画分野に関する研究が少なく、特に民主化の以前と以後で

比較した研究は見当たらない。近年の開発事例に関する調査は筆者も修士論文で取り

上げたゲル地区再開発事業に関するものが多く、他の事例を把握する必要があった。

そのため、市役所主導で行って来たトップダウン型の事例と住民・非営利組織が主導

で実施しているボトムアップ型の 2 つのタイプの事業について情報を収集した。トッ

プダウン型の開発事業は旧体制の都市遺産である広大なブラウンフィールドの再開発

事業と人口流入によって形成されたゲル地区のインフラ拠点整備事業の 2 つである。

ボトムアップ型の例もゲル地区を対象にした活動がほとんどであったため、その中か

らより長期かつ安定的に活動している事例を 2 つ選んだ。 

 

最後の第４部では本研究で得られた知見を基に 3 か国の計画体系を比較し、その類

似点と相違点と計画体系の発展の特徴を整理する。社会経済変化によってポスト社会

主義都市の計画体系がなぜ変化したのか、どのように多様化したか論じ、旧いシステ

ムから何が残り、新しいシステムとして何が導入されたかを述べる。最後に新しい計

画体系の課題点と求められる役割から提言できるものを提示して本論文をまとめる。 

 

キーワード：ポスト社会主義都市、計画体系、中国、ベトナム、モンゴル 



v 

 

目次 

 

謝辞 

＜論文の内容の要旨＞ 

 

第１部 都市計画制度の分類と社会主義国の都市 

 

第1章 本研究について       2 

1.1. 背景 

1.2. 研究課題と目的 

1.3. 研究手法 

1.4. 研究枠組み 

第2章 ポスト社会主義国の都市計画に関する既往研究の整理  11 

2.1. ポスト社会主義国の都市計画の類型 

2.2. 社会主義都市の特質 

2.3. ポスト社会主義都市の特徴 

2.4. ポスト社会主義国の都市計画体系の整理 

2.5. 経路依存理論 

2.6. 既往研究の限界と本研究の意義 

第3章 ポスト社会主義国の計画体系の分析    30 

3.1. ポスト社会主義国の計画体系 

3.2. 対象国の選定 

 

第 2部 選定国の政策と計画体系の調査・分析 

 

第4章 計画体系変容の分析      40 

4.1. 中国        40 

4.1.1. 国家政策 

4.1.2. 土地政策 



vi 

 

4.1.3. 都市政策 

4.1.4. 小括 

4.2. ベトナム       53 

4.2.1. 国家政策 

4.2.2. 土地政策 

4.2.3. 都市政策 

4.2.4. 小括 

4.3. モンゴル       68 

4.3.1. 国家政策 

4.3.2. 土地政策 

4.3.3. 都市政策 

4.3.4. 小括 

4.4. 考察        91 

 

第5章 事例調査対象国都市における都市計画の展開と特徴  99 

5.1. 北京市        99 

5.1.1. 各総体計画 

5.1.2. 計画体系 

5.1.2.1. 総体計画 

5.1.2.2. 分区計画 

5.1.2.3. 規制型詳細計画 

5.1.3. 開発規制 

5.1.4. 小括 

5.2. ハノイ市       119 

5.2.1. 各総体計画 

5.2.2. 計画体系 

5.2.2.1. 総体計画 

5.2.2.2. ゾーニング計画 

5.2.2.3. 詳細計画 

5.2.3. 開発規制 



vii 

 

5.2.4. 小括 

5.3. ウランバートル市      137 

5.3.1. 各マスタープラン 

5.3.2. 計画体系 

5.3.2.1. マスタープラン 

5.3.2.2. 地区単位計画 

5.3.2.3 詳細計画 

5.3.3. 開発規制 

5.3.4. 小括 

5.4. 考察        160 

 

第 3部 モンゴル国ウランバートル市の都市開発 

 

第6章 ウランバートル市の開発変遷     170 

6.1. ウランバートル市の人口増加 

6.2. 市街地拡大と開発傾向 

6.3. 第 6 次マスタープランの実施評価 

6.4. 作成中の 2040 年マスタープラン 

第7章 開発事例       201 

7.1. 市役所主導の事例 

7.2. ボトムアップ事例 

7.3. モンゴルの都市計画制度運用の実態 

 

第4部 ポスト社会主義都市の計画体系の多様化とその課題 

 

第8章 考察と結論       214 

8.1. 考察 

8.2. 結論 

8.3. 提言 

8.4. 今後の研究課題 



viii 

 

8.5. あとがき 

 

付録         228 

参考文献        233 

ヒアリング先のリスト       248 

履歴書と研究業績等       250 

 

図目次 

図 1.1-1 複数国の制度再構成の変遷     4 

図 1.1-2 ポスト社会主義国の都市化率     5 

図 1.1-3 研究手法のマップ      8 

図 1.1-4 研究枠組み       10 

図 2.1-1 ポストテクノクラティックモデルの登場年代   12 

図 2.1-2 ソビエト連邦の計画体系     15 

図 2.1-3 市場経済と計画経済の都市の人口密度の違い   18 

図 2.1-4 社会主義都市のポスト社会主義都市への変容   23 

図 3.1-1 計画体系の分析枠組み      30 

図 4.1-1 中国の法体系       41 

図 4.1-2 中国の行政体系      42 

図 4.1-3 中国の計画体系の変容      51 

図 4.2-1 ベトナムの法体系      53 

図 4.2-2 ベトナムの行政体系      54 

図 4.2-3 土地利用計画の例      60 

図 4.2-4 都市計画法による都市計画体系の改変    63 

図 4.2-5 ベトナムの計画体系の変容     66 

図 4.3-1 モンゴル国の法体系と行政体系     68 

図 4.3-2 国家鉄道政策       73 

図 4.3-3 モンゴルの計画体系の変容     90 

図 4.4-1 中国の法整備の変遷      94 

図 4.4-2 ベトナムの法整備の変遷     96 



ix 

 

図 4.4-3 モンゴルの法整備の変遷     98 

図 5.1-1 北京市第１次総体計画      101 

図 5.1-2 北京市第２次総体計画      102 

図 5.1-3 北京市第 3 次総体計画      103 

図 5.1-4 北京市第４次総体計画      104 

図 5.1-5 北京市第 5 次総体計画      106 

図 5.1-6 北京市第 6 次総体計画      107 

図 5.1-7 北京市第 6 次総体計画 機能集積地    108 

図 5.1-8 北京市の空間計画体系      112 

図 5.1-9 海淀区分区計画の空間構造計画図    114 

図 5.1-10 东坝西区規制型詳細計画の容積率図    115 

図 5.1-11 北京市の開発の流れ      116 

図 5.2-1 ハノイ市第１次・第２次・第３次総体計画   121 

図 5.2-2 ハノイ市第 4 次・第 5 次総体計画    122 

図 5.2-3 ハノイ市第 6 次総体計画の都市構造    123 

図 5.2-4 ハノイ市第 6 次総体計画のハノイ市中心部   124 

図 5.2-5 ハノイ市計画体系      127 

図 5.2-6 ハノイ市の各都市      129 

図 5.2-7 ハノイ市のゾーニング計画区域     131 

図 5.2-8 ハノイ市 H2-2 のゾーニング計画の道路網図   132 

図 5.2-9 詳細計画の例       133 

図 5.3-1 ウランバートル市の時代区分図     137 

図 5.3-2 1915, 1976, 2017 年のゲル地区風景    138 

図 5.3-3 ウランバートル市第１次・第２次マスタープラン  139 

図 5.3-4 ウランバートル市第 3 次、第 4 次マスタープラン  140 

図 5.3-5 ウランバートル市第 5 次、第 6 次マスタープラン  141 

図 5.3-6 ウランバートル市各マスタープラン範囲    143 

図 5.3-7 ウランバートル市の計画体系     144 

図 5.3-8 ウランバートル市マスタープランの建築空間計画図  151 

図 5.3-9 ウランバートル市マスタープランの土地利用計画図  152 



x 

 

図 5.3-10 地区単位計画が作成されたエリア    153 

図 5.3-11 ホンホル地区の地区単位計画     156 

図 5.3-12 詳細計画       157 

図 5.4-1 北京市の総体計画と法整備変遷     161 

図 5.4-2 ハノイ市の総体計画と法整備変遷    163 

図 5.4-3 ウランバートル市のマスタープランと法整備変遷  165 

図 6.1-1 モンゴル国の各県と地域     170 

図 6.1-2 各地方の総人口      172 

図 6.1-3 各地方の人口増減率      173 

図 6.1-4 ウランバートル市への移住者数     174 

図 6.1-5 県別移住者数       175 

図 6.1-6 地方別総移住者数      176 

図 6.1-7 県別の流出人口割合      176 

図 6.2-1 2002 年以前のゲル地区     179 

図 6.2-2 2002 年以降のゲル地区     179 

図 6.2-3 譲渡された土地      183 

図 6.2-4 2002 以前の住宅開発      184 

図 6.2-5 2002 年以降の住宅開発     186 

図 6.2-6 開発の規模       188 

図 6.2-7 開発中の事業       189 

図 6.2-8 47 地区単位で見た人口数     191 

図 6.2-9 1750 地区単位で見た人口数     191 

図 6.2-10 47 地区単位で見た人口密度     192 

図 6.2-11 1750 地区単位で見た人口密度    192 

図 6.2-12 再開発と区画整理と開発禁止エリア    193 

図 6.4-1 区域区分図       199 

図 6.4-2 空間コンセプト図      200 

図 7.1-1 Hunnu 2222 事業      201 

図 7.1-2 Bayankhoshuu 副都心の幼稚園    203 

図 7.2-1 ゲル地区住環境改善事例の写真     205 



xi 

 

図 7.2-2 活動事例       207 

図 7.2-3 奨学金プロジェクト      209 

図 8.1-1 モンゴルにおける計画体系と市街地形成プロセスの変化  217 

図 A-1  自由市場各国の計画体系     229 

図 A-2  中国の開発申請許可プロセス     230 

図 A-3  ベトナムの開発申請許可プロセス    231 

図 A-4  モンゴルの開発申請許可プロセス    232 

 

表目次 

表 2.1-1 2 つの体制の比較      19 

表 2.1-2 ポスト社会主義都市の変容の特徴    21 

表 2.1-3 ポスト社会主義 10 カ国の現在の計画体系   26 

表 3.1-1 各国の特徴整理      35 

表 4.1-1 法体系と法律の例      41 

表 4.1-2 主体機能区計画のゾーン分類     44 

表 4.1-3 都市化の 4 つの時代の特徴     49 

表 4.1-4 土地利用計画と都市農村計画の特徴    50 

表 4.2-1 都市分類の変遷      54 

表 4.2-2 現在（2016 年）の都市分類と都市数    55 

表 4.2-3 ベトナムのドイ・モイと中国の改革開放の比較   57 

表 4.3-1 モンゴル国の都市の分類     69 

表 4.3-2 旧法の計画書類の分類      71 

表 4.3-3 新法の計画書類の分類      72 

表 4.3-4 ビジョン 2050 の要約      74 

表 4.3-5 二級自治体が決定する土地使用料係数上下限度   75 

表 4.3-6 内閣係数       75 

表 4.3-7 土地料金免除割合      76 

表 4.3-8 土地関連収入       76 

表 4.3-9 土地権利の特徴      77 

表 4.3-10 土地利用計画の種類      77 



xii 

 

表 4.3-11 所在地によって所有化可能な面積    79 

表 4.3-12 土地保有権の内訳      79 

表 4.3-13 都市開発法の計画体系     80 

表 4.3-14 基準の都市分類      81 

表 4.3-15 基準のマスタープランの分類     81 

表 4.3-16 基準の用途分類      81 

表 4.3-17 新法律の用途分類      82 

表 4.3-18 新法律の計画体系      82 

表 4.3-19 改正案の標準用途分類     83 

表 4.3-20 ゲル地区整備の規模      85 

表 4.3-21 再開発・区画整理事業の日本の制度との比較   86 

表 4.3-22 2016 年法の建造物の種類     87 

表 5.1-1 詳細計画の 6 調整と 6 向上     105 

表 5.1-2 北京市各総体計画のまとめ     109 

表 5.1-3 １書２証制度の詳細      117 

表 5.1-4 北京市都市計画の比較      118 

表 5.2-1 ハノイ市各総体計画のまとめ     126 

表 5.2-2 総体計画の目標指標      129 

表 5.2-3 ハノイ市の開発規制の 4 段階     134 

表 5.2-4 ハノイ市都市計画の比較     136 

表 5.3-1 UB 市各マスタープランのまとめ    142 

表 5.3-2 土地利用計画の詳細      145 

表 5.3-3 建築空間計画図の用途地域     149 

表 5.3-4 土地利用計画図の用途地域     150 

表 5.3-5 建設事業開始に必要な書類     158 

表 5.3-6 都市計画の詳細      159 

表 6.1-1 地域と各県名と記号      171 

表 6.2-1 使用データリスト      178 

表 6.2-2 年ごとのゲル地区区画の情報     180 

表 6.2-3 各年の権利譲渡した土地データ     182 



xiii 

 

表 6.2-4 2002 年まで開発されたアパート情報    185 

表 6.2-5 2018 年までの開発データ     187 

表 6.3-1 第 6 次マスタープランの分野別達成率    195 

表 6.4-1 第 7 次マスタープランコンセプト    198 

表 7.1-1 各事業の規模と実施年      202 

表 7.1-2 各副都心の事業内容      204 

表 8.2-1 計画体系の変容と政策変化の類似点と相違点   220 



 

 

 

第１部 

都市計画制度の分類と社会主義国の都市 

 

第 1 章 本研究について 

1.1 背景 

1.2 研究課題と目的 

1.3 研究手法 

1.4 研究枠組み 

 

第 2 章 ポスト社会主義国の都市計画に関する既往研究の整理 

2.1 ポスト社会主義国の都市計画の類型 

2.2 社会主義都市の特質 

2.3 ポスト社会主義の都市の特徴 

2.4 ポスト社会主義国の都市計画体系の整理 

2.5 経路依存理論 

2.6 既往研究の限界と本研究の意義 

 

第 3 章 ポスト社会主義国の計画体系の評価 

3.1 ポスト社会主義国の計画体系の評価 

3.2 対象国の選定 

 

 

  



第 1 章 本研究について 

2 

 

第 1 章 本研究について 

 

1.1 背景 

ポスト社会主義国とはソビエト連邦の解体によって独立した東欧の国々と傘下には

なかったがモンゴル国、計画経済から市場経済へ移行した中国とベトナム国などを言

う。1970 年代後半に始まった中国の改革開放政策と 1980 年代後半のベトナムのド

イ・モイ政策、東欧とモンゴルの場合は 1990 年代初めに取った Shock Therapy が

ポスト化する起点であると考えられる。 

自由市場を導入した東欧の国々の都市にあらゆる変化が起き、それまでの都市の姿

は短期間で急激に変わっている。東ドイツのライプツィヒ市の場合は工業分野に就労

する人口は工場の相次いだ倒産により 10 分の 1 に減った。移動の自由を得た住民は

西側に職を求めて移住し、都市の総人口は減少した。一方で人口減少にも関わらず、

郊外での住宅とショッピングモールの開発が進み、同時に中心部に空き家の問題が発

生した。これは東西ドイツ統一の時点で公共住宅の 8 割の老朽化が深刻で、改装が必

要であったことに起因する。郊外化は投資を引き付け、雇用創出のための公共政策で

あり、公共機関が主導した事業である。中心部の立地を生かした空き家再生事業は民

間ベースで行われ、ほとんど若い世帯が入居している（Henning Nuissl 2005）。 

同じ規模のポーランドの町ウッチの場合もライプツィヒ市同様で繊維産業の衰退に

より人口が減少し、中心市街地の老朽化問題が発生した。計画経済時代からの都市計

画書類はほとんどなく、都市課題への解決策がなかった。この無計画状態の期間は民

間デベロッパーに有利な立場を与え、市役所の開発許可部門は旧来の計画作成時の市

民参加が根付いていない風習を利用し、デベロッパーに寄り添った判断を下してい

た。この課題を解決するために中心市街地活性化プランを市民の積極的な参加のもと

で発足し、創造産業を興す目的の NGO が立ち上げられ、都市問題の解決に取り組ん

でいる（Jakub Galuszka 2017）。 

エストニアの首都タリンの例では計画経済時代の都市構造はコンパクトであったの

に対し、人口増加に比べてはるかに速いスピードで郊外化が進んでいる。工業組合、

あるいは労働組合が所有する夏の間に一時的に別荘地として利用する Dacha エリアは

私有化され、住宅として利用する持ち主が増えたことが原因である。また、中心部の

市民も近郊に位置する場所で新規に土地を獲得し、セルフビルド住宅を建設してい
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る。これは経済が低迷した市場化直後の一定期間にアフォーダブル住宅としても役割

を果たしたと言う。もちろんこのエリアでは計画もなければ開発を規制する手段もな

かった（Kadri Leetmaa 2012）。 

セルビアの首都ベオグラードは社会主義を脱して 20 年以上経っているが、都市の

土地権利は依然未定のままである。1990 年代初頭に都市の土地は公共所有であると

定義され、使用権を譲渡していた。権利書の競売制度ができたが、マスタープラン策

定エリアの 84％は国が所有したままである。また、政府は土地配分の際に強い権限を

有し、ゾーニングによる土地評価制度を使い、自由土地市場の形成を妨げていると言

う。土地登記と管理システム、不動産の税制度も未整備のままである。800m2 以上の

土地権利の譲渡権限は都市計画建設省の長官に属し、それ以下は各都市の計画部署の

権限である。しかし、中央政府の土地市場に関する制度整備が進まず、土地市場は地

方政府の政治に左右される状態になっている。不動産業は市場化しているのに対し、

土地市場は行政機関あるいはその幹部職員の管轄下にあり、都市開発は市場主義と古

い行政管理の元にあると言うハイブリッドな環境に置かれている。土地管理と開発管

理を統合、あるいは連携させることが必要であり、政治の影響と汚職問題を改善し、

税収増加を狙うことが求められている（Zorica Nedovic-Budic 2012）。 

中央アジアのキルギスタンの場合はソビエト連邦時代の人口登記制度である

Propiska 制度が緩和されたとは言え、まだ使われている。住所変更は容易にできず、

人口の約 2 割は住所無登録のまま都市に移住しているため、基本的な社会サービスを

受けられず、投票権も銀行融資を得る権利もない。Shock Therapy 政策で国営企業を

解体した結果、雇用不足に陥っている。都市部は職を見つける可能性が高いためイン

フラ未整備の都市周辺地は流入人口によって不法に開発されている。特に首都ビシュ

ケクは新自由主義思想とそれに矛盾する旧い社会要素が混合し、ポスト社会主義国特

有の都市を形成している例の一つである（Craig Hatcher 2016）。 

上記のように特定の都市において市場化の影響を調査した研究があれば、ポスト社

会主義都市の変化をあらゆる分野から調査し、定説化した研究と複数の都市の変容を

追い、その特徴を整理した研究もある。前者は、制度の再整備は社会の変容に繋が

り、社会の変容はさらに都市の変化に繋がっていると言う。また、ポスト社会主義国

の変容は中央集権的計画機関と全体主義思想からスタートし、市場機関と民主主義思

想へとその国独自のルートを進んでいくと言う。新自由主義思想に基づいた Shock 
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Therapy 政策、政治体制と経済の変化は多くの場合経路依存的であり、旧いシステム

が引き継がれていく。 

 

 

図 1.1-1 複数国の制度再構成の変遷（Ludek Sykora 2012） 

 

市場以降によって民間企業が増え、それを管理し、支援と誘導策を実施する公的機

関とそのための法制度整備が必要になる。社会主義都市の開発投資を決めていたプラ

ンナーは利益を求める投資家によって置き換わり、長期的な方針を示す計画よりも短

期的な経済成長を追求した恣意的な開発判断が政治家と投資家の提携で行われること

が多い。図 1.1-1 で示すようにポスト社会主義都市が直面する課題の説明は制度・社

会・都市の再構成過程を総合的に見ることで可能になる（Ludek Sykora 2012）。 

 社会主義都市は住宅、製品、サービスなどの経済的効率性と公平性を重視した結果

徒歩で生活できる団地開発が進められた。行政機関とその従業員が居住する中心部は

高級かつ低密度に、劇場などの大型文化施設と一体で Socialist Showcase と呼ばれる

形で開発された。当初の都市開発スタイルは National in Form, Socialist in Content

であったが、戦後から Socialist in Form, Socialist in Content に置き換わり、ほとん

どの都市は似たものになり、一様であると西欧諸国から批判されていた。市場移行か
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らグローバリゼーション、新自由主義思想、多国間協力、その国の伝統と文化の復興

によって都市の姿は多様化した。都市ガバナンスは国有から私有化、工業に基づいた

経済からサービス業に基づいた経済に、都市化から郊外化するプロセスに変化した。

旧体制の都市は計画・建築・その象徴に置いて中央政府の強い影響を受けていた。こ

れに対して、市場主義の都市は利益を追求する個人・企業・団体と社会運動によって

制定された法令によって都市を運営する。さらに、社会主義化する以前の記憶は変容

過程でよみがえり、多くの都市で再出現している（特に東欧とモンゴル）。そのため、

ポスト社会主義都市は新自由主義思想による社会再構築のみでは説明しきれず、もっ

と長い期間を考察する必要があると言う（Alexander C. Diener 2013）。 

このようにポスト社会主義国の都市政策と市場対応が国によってその時期と仕方が

多様であり、その課題について体系的に把握することが重要である。 

 

 

図 1.1-2 ポスト社会主義国の都市化率（世界銀行 2019 年 OSD 利用して筆者作成） 

 

上の図で東欧とアジアの 10 か国の都市化率を示す。ソ連解体の 1991 年時点での

欧州ポスト社会主義国の都市化率は高い。また、移住規制廃止で国外または中小都市

への移住が多かったことから主要都市の人口は維持、または減少していることが上述

の既往研究でわかった。さらに、EU 地域開発基金の融資を受けるために計画体系をそ

の指針に沿って変えている（54.Uwe Altrock 2006）ため類似している。例えば老朽

化した団地の改善と工場跡地の再開発が主な政策になっている。一方で、アジアの場
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合は市場移行によって都市化率が上昇し、かつ地方からの人口流入のよって都市人口

が増加しているのが特徴的である。 

 

●本研究で扱うキーワードの定義 

ポスト社会主義国とは社会主義的中央集権経済体制から市場経済体制への改革を推

進している国々を意味する（唐 2004, 24.Kiril Stanilov 2007, Sonia Hirt 2017）。 

方針プランは都市の長期的な発展方針を示し、開発行為を直接的にコントロールし

ない計画であり、中国とベトナムの総体計画、モンゴルの場合はマスタープランであ

る。規制プランは開発行為を直接的にコントロールする具体的な規制指標を含み、方

針プランと同等あるいはそれより短い期間で策定される。中国の規制型詳細計画、ベ

トナムのゾーニング計画、モンゴルの地区単位計画である。開発プランは開発を行う

際に作成される基本設計であり、平面図、立面図、パースなどの設計図から構成され

る。中国の建設型詳細計画、ベトナムとモンゴルの詳細計画がこれに当たる。 

プロマーケット型の計画体系とは経済発展を重視し、上位の長期計画よりも短期の

開発プランに重点を置いた体系である（Fulong Wu 2015, 55.Uwe Altrock 2006）。

この反対は長期プラン型の計画体系である。 

事業型アプローチとは開発プランを含む事業計画によって都市開発を行うものであ

り、インフラ供給型アプローチとはインフラ整備事業によって都市発展を誘導・促進

するものである。統合計画型アプローチとは個別計画が乱立する体系を統合し、その

連携が強化され、整合性が図られた体系を言う（Lei Wang 2014）。 

 

1.2 研究課題と目的 

上記の都市の変容と都市化率の上昇を背景に下記の 3 つの課題を提起する。 

◼ 政策変化によって計画体系はどう変わったか？ 

◼ 計画体系は自由市場にどう対応したか？ 

◼ プロマーケット型経済における都市計画の役割は何か？ 

国が違っても社会主義国の都市はその開発方針と重視する要素が同じであり、各地

で開発された都市の姿は広い範囲で類似性が見られた。このことから計画体系も似て

いたことが予想される。これが政策変化によってどのように変容したかを把握する必

要がある。また、ほとんどの国は新自由主義思想に基づいた自由市場の形成を積極的
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に進めている。市場に新しく加わった民間企業と営利的活動する個人または団体、従

来の国営企業も含め、都市開発者の種類は増えている。彼らの開発圧力に計画体系は

どう対応したかを検討する必要もある。最後に、効率性と公平性を重視した計画経済

の都市計画体系は、プロマーケット型経済に対応する時の役割を検討することが本研

究の課題である。 

上記の課題に応えるべく 3 つの研究目的を設定する。 

◼ アジア・東欧を含めたポスト社会主義国の都市計画制度の体系化。 

◼ 中国・ベトナム・モンゴルの計画制度と計画内容の変遷を検討し、新しい体系の

仕組みを比較する。 

◼ モンゴルを対象としてプロマーケット型経済における都市計画の課題と役割を検

討する。 

まずは、既往研究と文献レビューによりアジアと東欧を含めたポスト社会主義国の

現在の都市計画制度を体系化する。これによって計画体系は市場化以前と以後でどん

な変化があったかを検討することができる。東欧諸国は、EU 連合加入を目的に計画体

系をその指針に沿って変化させていることが背景で挙げた文献で分かっている。ま

た、既往研究が比較的限られているアジアの 3 か国を対象に制度と体系の経年変化を

追う。これはポスト社会主義国の変容は経路依存的であり、その直面する課題を説明

するために長期変化を見ることが必要だからである。最後に、選定国の 1 つであるモ

ンゴルの首都ウランバートル市の開発事例を調査し、都市計画の課題と役割を検討す

る。 

 

1.3 研究手法 

本研究は定性的・定量的データを収集し、プロセスの調査と比較調査によって実施

する。東欧とアジアの都市計画制度の体系化は定性的・二次データを使う。研究目的

の 2 で挙げた 3 つの国おいては制度レベルと都市レベルで調査する。制度レベルでは

国家政策・土地政策・都市政策の 3 つの領域に着目し、政策の変化と法整備とその改

正内容の詳細を見る。次に中国、ベトナム、モンゴルの首都それぞれの都市計画マス

タープランの策定変遷とその内容を整理する。この二つの段階で対象国それぞれの計

画体系の変化を時系列的に整理し、都市レベルにおいては国家・土地・都市領域で関

連する計画がどんな相互関係にあるかを検討する。最後に、ウランバートル市に関す
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る既往研究の制約からプロジェクトレベルで調査する必要があるため、都市開発の典

型的な事例を選び、事業情報を集め、関係者へのヒアリングを行う。 

 

 

図 1.1-3 研究手法のマップ（筆者作成） 

 

新型コロナの世界的な流行で予定していた現地調査ができなかった。そのためすべ

てのヒアリングをオンラインで実施した。対象者に長時間に渡ってヒアリングするこ

とがかなわず、不明な部分に関しては公開されている専門家のインタビューや新聞記

事などを提供して頂いたので適所補足資料として使う。定量的二次データはウランバ

ートル市の場合を除いて国連と世界銀行が公開するオープンデータソースを使った。

ウランバートル市の GIS データに関しては、2018 年以前のものは A+Int 社のデー

タ、それ以降のデータはウランバートル市役所都市開発発展部から入手したもの、土

地に関するデータは市役所土地部と７つの測量会社のデータを使用し、開発変遷の傾

向を検討した。 

 

1.4 研究枠組み 

本研究では、都市計画体系変容分析の視点として、①法制度体系の変遷（特に、都

市計画法の変遷、並びに土地関連法の変遷）、②都市計画プラン構成の変遷（特に、方

針プラン、規制プラン）、③開発コントロール体制（特に、開発主体の変化、開発規制

手段の変容に着目）、④プランニング・ガバナンスの変遷（特に、国・地方政府間関
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係、市民参加の枠組み）、の４つのポイントに着目し、それぞれの制度的枠組みと運用

実態について分析する。 

本研究は 8 章から構成される 4 部構成である。第１部は本研究に関する詳細と文献

レビューである。後者では社会主義都市に関する書籍と研究について調べ、大きな枠

組みを把握する。さらに本研究と類似した計画体系の発展に関する既往研究を取り上

げ、内容をまとめる。次に社会学分野の経路依存理論について調べ、都市計画分野で

使われた調査事例を紹介し、研究手法を整理する。これらを基に既往研究の限界点を

指摘し、本研究の新規性を説き、その意義をまとめる。さらに都市形成の特徴を把握

するために社会主義都市とポスト社会主義都市に関する書籍を整理し、主な特異点を

図説する。最後に文献レビューで整理した各国の計画体系の特徴を分析視点からまと

め、発展変遷の詳細を追う対象国を選定する。 

第２部の目的は選定した 3 つの対象国について掘り下げ、その詳細を体系別に検討

することである。制度整備と法制定の変遷とその内容をそれぞれの国の経済発展と都

市化率とどのような関係にあるかを調べ、小括の部分でまとめる。次に各国の首都の

マスタープランの策定年代と内容を整理し、時代背景に合わせてどのように変化した

かを把握する。さらに現計画体系について専門家を対象に実施したヒアリングを基に

図説し、計画同士の関係性を検討する。また、開発規制のプロセスを調べる。 

第３部はモンゴル国の首都ウランバートル市の都市開発に関するものである。市場

政策とその他の政策の変化によって都市環境がどう変化したかを捉え、政府と市役所

の政策の内容を記述する。関係機関から入手した GIS データを使い、時代ごとの開発

位置を地図に落とし、開発傾向とその方針を検討する。開発事例として市役所主導の

トップダウン型と住民あるいは NGO などが進めるボトムアップ型の事例を取り上

げ、その活動内容をヒアリングした結果をまとめる。 

最後に中国、ベトナム、モンゴルの 3 か国の都市計画制度変遷を比較し、経路依存

理論での説明を試み、新しい計画体系の比較を行う。本研究で取り上げた国の中で最

も特異な事例であるモンゴル国において、プロマーケット型経済における都市計画の

課題と役割を検討する。この考察と結論から提言できることを最後に述べ、あとがき

を添えて終わりにする。 
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図 1.1-4 研究枠組み（筆者作成） 
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第 2 章 ポスト社会主義国の都市計画に関する既往研究の整理 

 

2.1. ポスト社会主義国の都市計画の類型 

ここで本研究と同じポスト社会主義国の都市計画に関する既往研究を整理し、本研

究で取り組むべき領域を特定する。なお、ポスト社会主義都市全般に関する研究は東

欧全体を対象にし、多数の国の都市・土地利用・計画体系を網羅した包括的な研究で

あるため社会主義都市とは別にした。また、国際機関と公的機関のレポートで一つの

国の社会・制度全般を扱っているものが多かったため控えた。 

Peter Newman（1996）らはヨーロッパの計画体系をイギリス系、フランス系、ド

イツ系、北欧系と東欧の 5 種類に分類している。これは中央政府と地方政府の関係、

財政収入の分配仕法、計画のアプローチは集権的か分権的であるかなどの指標を使っ

ている。また、都市のガバナンスと計画について複数の都市を事例に分析し、イギリ

ス・フランス・スウェーデンの 3 か国においてより詳細を調査している。東欧の国々

の場合はその背景を把握した上でポーランドの計画体系の変化とチェコの首都プラハ

市を事例として取り上げている。 

1989 年からソビエト連邦で起こった社会運動は勢い増し、短期間で多くの国が社

会主義制度を放棄した。だが、それに置き換わる制度整備には長い時間がかかってい

る。自由主義と自由市場を重視する新しい政治体制が生まれ、都市においてはプロマ

ーケット型の開発が進められている。これは土地市場と不動産市場の創出から始まっ

ている。新規開発事業は旧来の都市計画制度を使用しつつ、恣意的な決定で進行して

いる。各国は投資を多く受けた国と密接な関係を築き、その計画体系を導入する動き

が表れ、一概に同じ系統に分類することが不可能である。だが、マーケット型計画体

系構築の試みが取られている点では共通し、今後の過程を分析する必要がある。 

ポーランドの事例で政権交代による度重なる政策方針の変更が包括的な新体系の形

成を遅らせていることが判明している。プラハの事例では計画経済時代の長く、複雑

な公的機関による開発許可プロセスがまだ残っていることが問題視されている。新法

律は互いに矛盾したり、廃止されていない旧い手順と食い違ったり、制度面での課題

が山積していると言う。これは地方政府と政治による判断で回避されることが多く、

自治体の方針で都市開発をコントロールしているように見える。だが、戦略的な長期

方針がないために開発による外部不経済が生じた時の対応・緩和・解決策がまだ形成
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されず、都市計画は都市全体で機能しているとは言えない。 

このように東欧の国々における計画体系はまだ整備されていなく、計画経済の総体

計画と詳細計画の２層体系を引き継いでいる。だが、計画作成は分権化し、地方政府

が作成・策定する権限を有するようになったのが大きな変化である。旧体制で開発事

業の終始を一任されていた各地方政府の主任建築家は開発規制を単独で決定できるよ

うになり、地方政府レベルで集権化している共通性が見られる。 

欧州委員会（1997）のレポートでは Spatial Planning を定義し、15 カ国の憲法、

行政構造、法制度を考慮した上で都市開発のアプローチを分類している。実際の開発

規制と条例、開発と規制を担う機関とメカニズムを整理し、Comprehensive 

Integral と Regional Economic と Land Use Management と Urbanism の 4 つの

アプローチに分類している。広範囲を対象にした調査レポートであるが、インフォー

マルに形成された市街地についてはほとんど触れていない。 

次の文献（Sonia Hirt 2005）はブルガリアの首都ソフィア市の 3 つの時代に策定

されたマスタープランを 4 つ事例に取り、過去のトップダウンかつ Technocratic 

Planning 作成手法がオープンかつ参加が促進されたものに変化しているかを調査して

いる。その際に Post Technocratic Planning として登場したプランニング手法を整理

している（図 2.1-1）。 

 

 

図 2.1-1 プランニング手法の登場年代（Sonia Hirt 2005 より筆者作成） 

 

社会主義時代のブルガリアの都市計画は他の国々同様で国家経済政策を実施するた

め、集権的に専門性を重視して作成されていた。しかし、近年は民主化によって市民

参加の重要性が増している。これを背景に Hirt は市民参加についてその度合・目標・

手法を既往研究から整理し、ソフィア市のマスタープラン作成において市民参加がど

の程度達成されているかを比較している。結論は、プラン作成時の市民参加は形式的
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なものに過ぎず、協働作成と言うより専門家がすでに完成させたプランを見せると言

う社会主義時代の公開の場のままであると言う。これは市民の行政への要請が弱いこ

とが主な原因であると言う。だが、市中心部の緑地開発に反対する市民運動が活発化

し、計画の取り消しに成功していることから今後のプラン作成が変わる可能性がある

ことが期待されている。 

Sonia Hirt（2013）の別の研究ではコンパクトで人口密度が高く、豊富な緑地を有

した社会主義都市の変化について東欧諸国の事例を使って説明している。ポスト社会

主義都市は市場主義都市に比べて格差の違いがより鮮明に表れ、インフォーマルな市

街地と富裕層のエリアの断絶が激しいと言う。その中間に位置する既存市街地の大規

模団地は老朽化し、社会問題になっている。 

Ludek Sykora（2009）は、社会主義国のポスト化は旧体制と中央集権的な計画手

法の拒絶から始まると指摘している。すべての社会主義国の都市開発は同じものであ

った訳ではなく、その国の特徴または地域の特性が表れていたが、党の強い影響と工

業化のための都市化と言う点では共通していた。旧政権が解体されると民主選挙と地

方分権化が実施され、外国資本の投資によって大都市の姿は大きく変わった。ほとん

どの国は新自由主義政策を導入したが、社会混乱を防ぐために旧い規制はすぐには廃

止されなかった。都市計画体系は引き継がれたが、市場活性化を目指す地方政府の政

治家は計画作成に否定的な立場を取っている。経済が安定するにつれて東欧諸国は EU

委員会の指針に従い、Strategic Planning の手法を導入している。新たなステークホ

ルダーである投資家の都市に与える影響を論述し、４つの都市の開発事例に触れてい

る。Sykora のポスト化の過程のダイアグラムは図 1.1-1 で示した。 

都市計画体系に関する Sasha Tsenkova（2014）の 4 つの国の比較研究がある。体

制変化と法制度整備によって都市計画の役割と手法は多様化したが、どの国において

も計画機関は旧制度に依存的であり、その影響が未だに残っていると言う。研究手法

としては法律、計画作成、計画実施、対立是正に重点を置き、社会経済背景と行政変

化とインフラサービスの特徴を整理している。研究の結果、計画体系は Strategic と

Incremental と Rational Comprehensive の 3 種類に多様化していると言う。過少イ

ンフラ投資と民間企業の要請によって詳細計画は頻繁に変更され、実現できないこと

が常態化している。計画手法は持続可能な発展を目指した Strategic Planning 

Approach に収束する傾向にあるが、計画実施に関しては制度整備と計画策定と計画
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機関の効率性が国よって異なり、今後はより一層多様化することが予想されている。 

このようにヨーロッパのポスト社会主義国の都市計画に関する研究は多くある。ア

ジア諸国に関しては中国とベトナムに関する研究がいくつかあった。松村（2009）で

はベトナムのホーチミン市を事例に都市計画マスタープランの実効性向上の試みにつ

いて調査し、計画経済から市場経済体制への移行期にある国にみられる計画技術上の

問題があることを指摘している。また、同国の都市計画法の展開と課題について報告

している。公布された新法で従来の計画体系に追加されたゾーニング計画と建築ガイ

ドライン制度について調べ、以前から指摘されていた都市計画制度の問題点をどのよ

うに解決しているかを検討している。改善された点はあったが、計画の柔軟性の欠

如、計画策定根拠の不明確さ、用途区分の妥当性、規制数値の実効性の欠如と言った

課題はまだ解決されていないと言う（松村ら 2012）。さらに、中国の都市計画制度と

比較した研究も発表している。中国の場合は経済移行に合わせて導入した規制型詳細

計画はベトナムの新しい手法のゾーニング計画と同様な計画であり、建設型詳細計画

はベトナムの詳細計画に準ずる点を報告している。結論としてベトナムの都市計画分

野はその都市の特徴にあった計画手法とアプローチを開発するために、専門家を育

成・支援する環境を作ることが必要であるとしている（Shigehisa Matsumura 

2013）。 

Mee Kam Ng（2004）らは中国の深圳を事例に移行経済下で都市計画制度がどの

ように変化したかを整理している。1980 年から 2001 年間の深圳市の開発を 4 つの

期間に分け、資源制約型から需要制約型に段階的に移行していることを観察してい

る。人口急増加と開発圧力の高まりへの対応が遅れていることを指摘し、インフォー

マル市街地の形成をコントロールできていない点も含め、計画体系の改善が求められ

ることを報告している。 
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2.2. 社会主義都市の特質 

ポスト社会主義都市に関する本研究を始める前に社会主義都市について整理する必

要がある。私有財産と移動の自由が制限され、中央集権的かつ計画経済の社会主義国

において都市開発はどのように行われていたか、計画体系はどのようになっていたか

を把握する必要がある。調べた文献から重要な要素を抽出したものが下記である。 

まずは、社会主義思想はソビエト連邦で本格的に進められ、他の国々に伝達されて

いるため、当時の都市計画に関する書籍をレビューした（Maurice Frank Parkins 

1953）。土地の権利をすべて国家あるいは、組合が所有し、工業エリア・グリーンベ

ルト・労働者団地（当初はほとんどが 4 層、中心部はローマ様式）から構成される線

状都市を 10-20 万人単位で開発するのがソ連の都市開発の特徴である。大都市ではイ

ギリスの衛星都市政策を導入している。開発は General Plan と言われる総体計画に沿

い、事業は標準化されたスーパーブロックの詳細計画を基に実施される。これは厳格

な計画基準と建設基準でチェックされる長い手続きを得て施工される。 

 

 

図 2.1-2 ソビエト連邦の計画体系（Maurice Frank Parkins 1953 より筆者作成） 

 

図 2.1-2 でソビエト連邦の都市計画体系を示す。党中央委員会は思想と重要政策を

決定し、全省評議会に直接指導する。同時に国家建築委員会にも思想的指導を行い、
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社会主義の成功を表現する都市開発を求める。全省評議会は各省庁の代表から構成さ

れ、社会経済発展五カ年計画を作成する国家計画委員会と都市と建築開発を担う国家

建築委員会に直接指導する。ソ連の都市開発は全省評議会の判断によって行われてい

たことを容易に想像できる。国家計画委員会は国家建築委員会に直接指導すると共に

経済方針を提示する。国家建築委員会はあらゆる基準を作成し、都市の主任建築家が

作成する計画を審査・承認する役割を持つ。同時に思想指導も行い、社会の公平性と

効率性の向上を図る。 

100 万人以上の都市と重要都市の総体計画は GIPROGOR と言うモスクワに拠点を

置く設計研究院によって 15 年単位で作成される。詳細計画は 2-5 年単位で、その都

市の主任建築家によって作成され、社会経済発展五カ年計画によって実現する。ただ

し、インフラ計画は都市の経済部門の管轄下にある。これは、社会主義国の都市はプ

ランナーよりも建築家によって計画・開発されていたと言うことである。深刻な専門

人材の不足が計画の標準化・基準化を進め、厳格な審査プロセス形成に繋がった。建

設省は開発基金、建設工場（プレファブ）、建設部隊を有するが、他の省庁と市役所も

各々の建設会社を有し、開発行為と住宅政策を実施していた。計画体系は五カ年計画

―地域計画―都市計画―農村計画と実施設計である詳細計画から構成される。 

Jack C. Fisher（1962）は、社会主義都市の計画は五カ年計画と一体であり、君主

体制の都市課題を解消し、公平性を実現するのが主な目標であるとし、標準化・人口

規模・都市中心・団地を計画の 4 つの要素であるとしている。経済方針に基づく地域

計画の下位計画として作成される総体計画で総人口を決め、人口増加率も指定され

る。建設技術はプレファブが主流であり、都市のモビリティは公共交通を重視する。

B. Michael Frolic（1964）は団地開発の標準を詳細に調べ、社会主義都市は工業化と

住宅供給が主目的であるためサービス施設と社会インフラが常に不足する状況であっ

たことを指摘している。 

L. Ya. Berri（1977）は五カ年計画とその他の計画の関連性について記述し、計画

で重視された政策をまとめている。都市開発においては、どの計画も生産的投資が非

生産的投資より重視され、社会・文化・商業・消費活動の施設とそのインフラ整備が

後回しにされている。これは市場主義の都市と比較してサービス産業の発展の遅れに

繋がっている。R. A. French（1979）は、社会主義と資本主義の計画の根本的な違い

は投資の最適化と利益の最大化であるとしている。社会主義都市は土地市場がなく、
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開発は地方政府よりも中央政府の建設省によって行われた。都市には商業用途が少な

く、緑地が豊富で、都市近辺に国営企業の別荘地があるのがどの都市においても共通

している。歴史的市街地の再開発は新規開発より不効率であるため、旧市街地のほと

んどが残されているが、その老朽化の問題が深刻である。また、各種公共とインフラ

使用料金は中央政府の補助金を受けるため低価格に設定され、地方政府はその額を把

握していない。これは市場移行時に都市のインフラ整備・管理・運営の面において大

きな課題になっている。 

Alain Bertaud（1997）は土地市場が無いことは再開発による都市更新を妨げ、効

率的な土地利用を不可能にしている点を指摘している。社会主義国の土地局は工業用

地と鉄道用地を多大に見積もって土地利用権を譲渡する。これは、工業目的で開発さ

れた都市の中心部に広大な未利用地を持つ工場がたくさんある一方で、居住地人口密

度が郊外に行くほど上昇すると言う不思議な都市構造を作っている。その結果、周辺

部の団地から中心部へ通勤する労働者が多く、都市の公共交通に大きな負担を課して

いる。市場移行後の交通サービスの低下が団地の老朽が急速に進んだ主な要因になっ

ている。市場経済のデベロッパーは利益最大化を追求するのに対し、計画経済の公営

住宅公社は費用最小化を追求する。この違いをパリとモスクワの人口密度で比較し、

市場移行に必要な都市政策を提言している。 

最後に、Robert M. Buckley（2005）らの発展途上国の住宅政策に関する研究で両

体制の都市構造の違いを明確に表したグラフを示す。図 2.1-3 の上の右下がりしてい

る二つのグラフはアメリカのアトランタとフランスのパリであり、代表的な市場主義

都市である。下の右上がりの二つは南アフリカのヨハネスブルクとロシアのモスクワ

である。都市の人口密度の違いが歴然である。 
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図 2.1-3 市場経済（上）と計画経済（下）の都市の人口密度の違い（Robert M. Buckley 2005）
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2.3. ポスト社会主義都市の特徴 

上で社会主義都市の特徴とその計画体系について整理した。ここでポスト化する過

程がどのように進展し、都市構造はどう変わったかを把握し、前後の変化を図説す

る。これは東欧と中央アジアの国々を中心に書かれた書籍をベースに作成した。まず

は 2 つの体制の相違を下の表でまとめる。 

 

 社会主義 市場主義 

思想 平等性優先 

資産の国有化 

費用縮小化 

競争を優先 

個人資産保護 

利益拡大化 

都市 都市の工業化 

移住規制 

大規模団地開発 

三次産業の発展 

自由移動 

規制で開発誘導 

価格 すべての物価は統制される 市場価格 

産業 国営、共同あるいは合作社 民間企業が基本 

都市計画 総体計画は政府、下位は主任建築家 地方政府と専門機関 

インフラ 政府と地方政府の経済部門 地方政府・民間 

土地所有 国家・組合（国有化） 基本的には私有 

都市開発 建設省と国営企業 基本的には民間 

制約 資源制約型 需要制約型 

表 2.1-1 2 つの体制の比較（筆者作成、思想は Katherine Vendery 1996 より） 

 

上の表で社会主義と市場主義の違いを分野ごとに表した。前者ではすべての商品と

サービスの価格は統制され、ほとんどの場合市場価格を用いない。産業開発も民間よ

り中央政府の各省庁の果たす役割が大きい。都市計画に関しても政府作成の総体計画

と建築委員会の審査と承認で策定される詳細計画の 2 層体系であり、中央政府の影響

が強い。インフラは都市よりも国営企業の発展を支えるべく経済部門が担当する。土

地の権利はすべて国家と組合に属され、それまでの個人と民間所有の土地は政府によ

って収用されている。このように都市の開発は建設省と国営企業によって事業単位で

実施されている。二体制の根本的な違いは主に資源に制約されるか、受容に制約され
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るかである。市場移行することはこの表の左から右側に移る過程である。 

次に背景で触れた Shock Therapy の内容を簡潔に述べる。これは経済学者の

Jeffrey Sachs が提唱し、国際金融機関によってポスト社会主義国に勧められた政策

である（26. Kiril Stanilov 2007）。政策の一環で価格統制を廃止し、国営企業と公営

住宅を含む資産の私有化と自由貿易が促進された。ソ連の経済相互援助会議

（COMECON）が解散し、社会主義国間の貿易がなくなり、ほとんどの国の工場が倒

産あるいは経営難に直面した。失業率が急上昇し、移動の自由を得た市民は職を求め

て大都市に移住し、一極集中が起こった。東欧の場合は西欧に移住する傾向が強く、

大都市の人口はアジアのポスト社会主義国のように急増加することはなかった。経済

が低迷する一方で民間企業の成長と外国資本の投資によって格差が増大した。また、

土地私有化、東欧の場合は土地権利を元の地主に返還する政策が取られた。 

このような経済状況を背景に計画体系は下記の変化を見せた。Peter Newman ら

は、ポスト社会主義国には新しい計画体系がまだ整備されていなく、旧体系を市場に

適応させながら使用していること報告している（Peter Newman 1996）。市場移行は

旧制度と集権的計画への拒否から始まり、都市構造は脱工業化・第 3 次産業の発展に

よって変化している(Ludek Sykora 2009)。移行過程は国よって多様であり、制度・

社会・都市分野は異なる形で変容している(Ludek Sykora 2012)。ポスト社会主義国

の計画体系の議論は Comprehensive 対 Incremental Planning, Centralized 対

Decentralized Decision Making, Top-down 対 Bottom-up Approach, 

Interventionist 対 Entrepreneurial Market-driven Planning を中心に行われている

(Uwe Altrock 2006, Sonia Hirt 2009)。 

Kiril Stanilov は東欧のポスト社会主義都市の変容の利点と欠点を都市管理と都市構

造と都市のインパクトの 3 分類に分けて整理している（表 2.1-2）。彼は今後 20 年間

のポスト社会主義都市の発展の傾向は四つのタイプに分かれると予想している。東欧

の都市は西欧の都市の後を追い、コントロールされた市街地拡大と中心部の活性化に

重点を置くタイプと北米のモデルを真似て都市のスプロールを助長する土地政策が取

られるタイプが予想される。発展途上国においては経済成長を上回った人口増加によ

って深刻な都市問題に直面し、過度に都市化するタイプと東アジアの国々の場合は、

経済的に急成長し、その国の文化と背景を反映させた高密度かつ混合用途の開発が行

われるとしている（25. Kiril Stanilov 2007）。 
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表 2.1-2 ポスト社会主義都市の変容の特徴（25. Kiril Stanilov 2007） 

 

参考文献の Uwe Altrock, Sonia Hirt, Kiril Stanilov の書籍など、ヨーロッパのポス

ト社会主義都市に関する研究は充実している。Uwe Altrock（2006）では EU に新規

加入した国々の計画体系と都市開発の特徴を全体的に吟味し、11 の国と都市の事例調

査の結果を編集している。Sonia Hirt（2009）ではポスト化後の 20 年間で都市計画

体系がどのように変容したかを記述している。東欧の国々に共通する背景と課題、計

画の歴史、制度的枠組み、計画のプロセス、持続可能な都市発展、インフォーマル開

発と都市の拡大、インフラ政策、計画実施のモニタリングと評価、都市計画専門家の

育成など幅広い視点から調査している。上で一部を挙げた Kiril Stanilov（2007）は

広域計画、住宅と非住宅開発、パブリックスペースの変化、公共政策と都市開発、今

後のポスト社会主義都市に求められる計画手法について論じている。 
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上で見た社会主義都市とポスト社会主義都市の特徴を図 2.1-4 でエリア別にその変

化を図説する。都市の領域を左端の自然地帯から右端の都市中心部で７つに分けた。

ポスト化した時代の新規開発は黄色で、既存の建築物は紺で表現した。Z1 の自然領域

と Z2 の農村地帯は土地私有化政策と大都市への人口流入による不法占拠と住民によ

るインフォーマル開発によって緑地が大幅に減少している。別荘地と居住地用途が混

合し、市街地はインフラ未整備のまま拡大し、コンパクトだった都市の境界が消滅し

ている。高密度に開発された居住人口の多い Z3 の団地エリアでは社会インフラサー

ビスと商業用途を提供する施設が民間企業によって開発されている。これは社会主義

時代に豊富にあったオープンスペースの土地権利が民間に譲渡され、インフィル開発

モデルで行われている。このエリアのもう一つの特徴は大規模団地の老朽化である。 

都心の商業業務エリアから離れている不利な立地条件と、元々最低限の容量で整備

された道路は自家用車の増加によって深刻な交通渋滞が発生し、従来の公共交通シス

テムの劣化が団地老朽化の主な要因である。国によって団地管理サービス公社を民営

化するもそれが破産し、老朽化加速に繋がっているケースもある。Z4 は団地と工業地

帯に挟まれた比較的好立地で緑地が豊富なエリアである。この好条件は民間デベロッ

パーに人気が高く、土地権利を取得した者は高層の商業と住宅開発を実施している。

都心部の近くにありながら広大な未利用地を有する旧国営企業が解体あるいは民営化

されることによってその跡地がデベロッパーによって再開発されているのが Z5 のエ

リアである。ここには高層住宅と複合商業施設の開発が多い。社会主義時代の官僚と

知識層が居住していた中心部の低層住宅地はエリア Z6 である。都心のすぐそばにあ

るこの一帯は国内外の投資家にとっては非常に魅力的な立地であり、開発圧力も高

い。Z3 と同様で豊富にあった緑地は高所得者向けの住宅と商業のインフィル開発によ

って減少している。最後の Z7 は、コンパクトな社会主義都市の唯一の都心であり、

政府庁舎、文化施設、歴史的建造物とその中心に位置する広場から構成される。私有

化政策によって払い下げられた旧庁舎の建物と緑地などは外国の投資家と国内の大企

業の資本投資によって高級ホテル、商業施設、高層ビルに変身し、都心は高密化して

いる。このような再開発事業は住民の反対運動に合うことも多々ある。 
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図 2.1-4 社会主義都市（上）のポスト社会主義都市（下）への変容（3 つの書籍より筆者作成）
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中国の場合は、Fulong Wu（1999）の市場移行による都市構造の変化を広州市の

事例で分析した研究があり、北京市と上海市も含め、コンパクトな都市構造が変化

し、大都市になっている共通点を報告している。また、彼の書籍では改革前と後の都

市計画制度について整理（Fulong Wu 2015）している。改革前はソビエト連邦の計

画体系に似ていたが、多数の専門家の育成によって各地方の背景に合わせた計画体系

が構築されたことを記述している。 

ベトナムの場合は上で紹介した研究以外にドイ・モイ政策がハノイ市の都市構造に

与えた影響を調査した研究がある（Nguyen Quang 2002）。民間企業と外国投資、さ

らに住民によって市街地の開発は南東に集中している傾向を強調している。 

モンゴルの場合はウランバートル市の変化を衛星画像分析によって調査している研

究はあるが（D.Amarsaikhan 2011）、都市計画分野における研究は限られている

（Luvsanjamts Ganzorig 2018）。後者では、民主化以降の開発は中心部の密度を上

昇させ、都市周辺部にはインフォーマル開発によって形成されたゲル地区が拡大した

ことが深刻な大気汚染に繋がっていることを強調している。 

 

2.4. ポスト社会主義国の都市計画体系の整理 

文献レビューで得た情報を基にポスト社会主義各国の計画体系を整理し、表 2.1-3

を作成した。情報とは、根拠法、広域計画、マスタープラン、ローカルプランを言

う。さらにマスタープランの法的位置づけ、その内容と計画期間、ローカルプランの

規制方法と開発規制手法を整理した。最後に計画体系の基本的な特徴を添えた。 

市場移行に対応して全く新しい計画体系を築いた国があれば中国とベトナムのよう

に従来の五カ年計画を都市開発の根拠にしたままの国もある。ウズベキスタンの場合

は法整備が進んでいなく（UNECE 2015）、ソ連時代の計画と建築基準を改定しなが

ら使用している。アルバニア以外の国は上位計画あるいは広域計画を策定している。

アジア諸国は総体計画（General Plan か Master Plan）を都市圏域の方針プランとし

て策定している。ヨーロッパのアルバニアとチェコとラトビアは従来の総体計画を維

持しつつも戦略プラン（Strategic Plan）の策定を新しく導入している。これは縦割

りが強い従来のプラン同士の整合性を図る目的を持つ。旧来の下位計画である詳細計

画を廃止しているのはセルビアとマケドニア以外のヨーロッパ諸国である。ベトナム

はゾーニング計画制度を取り入れ（松村 2012）、中国は詳細計画を 2 種類に増やし、
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市場に対応している（Mingyang Li 2003）。各国は開発規制制度を持っているが担当

者の判断が開発の規模を決めると言う恣意的なものがほとんどである。例えばモンゴ

ルの Tseregmaa Byambadorj の研究（2011）。 

計画体系の特徴としては中央集権と地方分権の 2 種類のタイプが見られる。基本方

針を提示するマスタープランと基本設計の詳細計画によって開発を規制する 2 層体系

と、比較的豊富な用途地域種類を持つゾーニングプランによって開発を規制する二つ

のタイプが見られた。大半は総体計画と詳細計画の 2 層体系からなっている。詳細計

画で開発を規制する体系の場合は、事前に計画許可などによって指標を提示し、事業

ごとに基本設計を審査する長いプロセスを踏む（Branka Tosic 2019）。ゾーニングプ

ランの場合は、あらかじめプランに指標が記載されているため事前確定性が高く、ス

ムーズな開発審査プロセスになっている（Sasha Tsenkova 2014）。 

地方分権化の過程にある国の場合は詳細計画の作成が遅れ、開発規制ができていな

いところが多い。このようにポスト社会主義各国は多種多様な計画体系を持ってい

る。次の章で、ポスト社会主義都市の特徴でみた計画体系の４つの議論の枠組みをベ

ースに分析の視点を構築し、事例調査の対象にする 3 か国を選定する。
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表 2.1-3 ポスト社会主義 10 カ国の現在の計画体系（参考文献より筆者作成） 

アジア諸国 ヨーロッパ諸国 
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2.5. 経路依存理論 

ここでは経路依存理論に関する文献と取り上げ、本研究で役に立つ重視すべき手法

の要素を検討する。既往研究は社会、経済、政治分野から住宅政策、土地利用政策、

都市計画の分野に至る幅広い領域を経路依存理論で説明している。 

David Stark（1994）は東欧の 4 つの国の私有化政策を比較している。西側の資本

主義は計画的に達成されたものではなく、新しい技術と行政機関の再構成の繰り返し

によって得られたものであると強調し、集権的な行政アプローチが 40 年以上続いた

社会主義国において計画的な市場移行が可能と言う経済界の認識に疑問を投げてい

る。移行過程は包括的かつ同時進行で行われることは不可能であり、その国の社会・

経済・行政・財政・政治・技術的な制約に縛られて部分的かつ連続的な政策選択によ

って徐々に進行するとしている。このため旧制度と新制度の要素が混合し、移行過程

が複雑になる。一つの事例を対象にするだけで経路依存性を説明することが難しく、

複数事例の比較調査が必要であるとしている。 

Glen Atkinson（1996）らによると経路依存は、ある事象に影響する自然な外的要

因よりもその事象の当事者が取る選択によって決まると言う。また、経路依存理論に

は自己強化型と自己修正型の二つのタイプがあるとし、前者は抵抗要因がなければ進

化を続けるモデルで、長いプロセスを踏んで自己を根本的に変化させると言う。それ

に対して後者は、構造的な変化はないがその短所を補う新しい要素を追加し、均衡状

態を再確立するモデルであると言う。どちらにせよ政策選択においては、選択とその

効果の間の時間的な遅れがほとんどの場合において長いため、最も合理的な選択が難

しくなる。彼はこの定義に基づいて都市のスプロール現象を説明している。都市拡大

の原因は、本来自己修正を促す負のフィードバックを、累積的な正のフィードバック

が圧倒し、合理性よりも経済的な視点からみた利益の方が大きくなっているからであ

ると言う。 

James Mahoney（2000）は経路依存理論を社会歴史学で説明している。Glen 

Atkinson らと少し異なるのは自己強化型（Self-reinforcing sequences）と受容型

（Reactive sequences）の二つのタイプを定義している点である。前者は初期の選択

が繰り返され、確立するタイプで、後者は、前の選択の結果であり、後の選択の要因

になり、変容して行くタイプであると説明している。また、前者を説明する際に重視

すべきことは分岐点（Critical junctures）であると言う。これは２つ以上の選択肢の
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中から特定の制度的取決を採用することを指す。 

Bo Bengtsson（2010）らは北欧の 4 つの国の住宅政策の比較研究を行い、経路依

存理論で説明している。彼らは、ある時点での選択は代替パスを閉じるか、少なくと

も後に到達することを困難にするとし、分岐点の重要性に触れている。また、対象国

の社会、政治、文化的な背景から社会メカニズムを把握し、政治的な焦点と共に考察

している。これらに影響を及びした要素を歴史的に追跡し、変化が起こった期間を特

定し、それぞれを説明する手法を使っている。 

Andre Sorensen（2014）はプランニング歴史の研究においても、政治団体と行政

機関は一度確立すると経路変更が困難になることを説明している。また、政策変更に

は新旧制度の併存（Layering）、現制度失敗による新制度導入（Drift）、旧制度廃止に

よる新制度導入（Displacement）、旧制度の存続と実施手法変更（Conversion）の 4

つの種類が考えられるとしている。 

Sasha Tsenkova（2014）はポスト社会主義都市計画の比較研究で計画機関におけ

る旧体制の遺産と言う形で経路依存性を指摘している。この研究で社会主義都市は開

始時点であり、市場移行化を分岐点であるとしている。結論として 4 つの都市の都市

計画の共通性と多様化した要素をまとめている点を本研究の手法で参考にした。 

Stefan Bouzarovski（2016）らはチェコのリベレツ市の地域暖房システムについ

て公的資料と政策策定者へのヒアリングを実施し、市場化政策の失敗と市有化と民営

化のプロセスを把握する研究を行っている。ポスト社会主義国のインフラ政策は都市

開発に大きな影響を与える一つの要素である。 

最後の Chang Gyu Choi（2019）らの研究は、政権交代によって導入された都市計

画のグリーンベルト保護方針と中低所得者向け住宅政策について調べ、政治と言う外

的要因は制度確立の分岐点であることを強調し、各政策の進展の終始を追っている。

導入された政策は担当する公的機関の設立によって確立し、政権交代が起こっても廃

止されず、むしろその活動範囲が増大し、自己強化型の特徴を表している。この研究

は、発展途上国の都市の成長をコントロールする手段として長期的な戦略と短期的な

方策の両方が重要であることを記述している。 
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2.6. 既往研究の限界と本研究の意義 

文献レビューでポスト社会主義国の都市計画、社会主義都市とポスト社会主義都市

の特徴、ポスト社会主義 10 カ国の現在の都市計画体系、経路依存理論に関する既往

研究と書籍を整理した。ポスト社会主義都市に関する個別研究は多数あったが、比較

研究は限られている。さらに、都市構造と計画体系と土地制度を個別に扱ったものが

多く、総合的に調査した研究は少ない。特に土地利用に関しては体制変化があった

国々の比較研究は見つからなかった。計画体系に関する研究は複数あり、本研究で適

時参考にし、不明瞭な点を検討する。 

また、ポスト社会主義都市に関する研究は東ヨーロッパを中心に多数書かれてお

り、全体の変容は捉えられている。しかし、都市化の背景と政策のプロセスが異なる

アジアを対象にしたものは少数であった。また、これらの研究は１つの時点の前後の

変化を議論しているものが多く、長期的な変容を捉えているものが少ない。経路依存

理論に基づいた解説が有意義なものになると思われるため本研究で取り組む。 

上記の理由で本研究はアジアのポスト社会主義国の比較を行う。長期的な分析を行

うためにポスト化する過程の計画体系の変化を追い、国家と土地と都市政策の変化の

影響を考察し、経路依存理論に基づいた解説を試みる。また、対象国のうち今までほ

とんど議論されていないモンゴルに着目し、首都ウランバートル市を事例に取り、極

端に変化した都市像の特徴をプロジェクトレベルで調査することが本研究の新規性で

ある。調査の結果を通じてプロマーケット型経済における都市計画の課題と役割を最

後に検討する。
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第 3 章 ポスト社会主義国の計画体系の分析 

 

3.1 ポスト社会主義国の計画体系 

Uwe Altrock（2006）と Sonia Hirt（2009）の書籍で取り上げられた 4 つの議論

から図 3.1-1 の二つの分析枠組みを作成した。左はプランニングガバナンスであり、

横軸はプラン作成権限と財政権限の分権化の度合いを示す。縦軸はプラン作成時の参

加幅を表す。右は開発コントロール体制であり、横軸は都市開発における国営セクタ

ーと民間セクターの割合を示す。縦軸は開発規制が事業ごとに審査される市場を重視

したマーケット型であるか、あるいは策定されたプランによって規制される長期プラ

ン型であるかを示す。両方で右下に移動するほど社会主義計画体系から逸脱し、変容

していることを意味する。 

 

プランニングガバナンス                 開発コントロール体制 

  

図 3.1-1 計画体系の分析枠組み（筆者作成） 

 

分権化軸は計画作成と財政権限が地方政府に移っていれば右に移動し、集権的なま

まであれば左に移動する。参加軸は一般市民を含む多種多様なステークホルダーの参

加が認められる場合は変革しているとみなし、専門家と主要ステークホルダーのみの

参加が認められる場合は中程度に変化したものとみなす。 

開発軸は民間企業の割合が大きい場合は変革しており、国営・公営などの政府機関
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の割合が大きい場合は維持され、両者が共存する場合は中間的な位置になる。開発コ

ントロール軸は、プランを順守した開発規制が行われている場合は上に位置し、市場

を重視した事業ごとに審査するタイプであれば下に位置する。 

 

●ポスト社会主義 10 カ国の計画体系の変化動向 

中国 

中国の計画体系は 1990 年の都市計画法に基づき、大都市の計画作成・承認権限を

地方分権化している。都市は独自の計画条例を発することができ、規制プランは法律

に指定されていない内容を取り入れられる。特に深圳市に関しては、プランの審議・

承認・監督権限を持つ都市計画委員会の半数以上が市民から構成されている

（Mingyang Li 2003）。他の都市でも計画を作成する機関が専門家の参加を促進し、

プランの展示会を行うことでその周知を高める活動をしている（Fulong Wu 2015）。

財政制度に関しては財政請負制度と分税制度を導入し、経済権限の分権化を推進して

いる（Ren Zhe 2012, 唐 2004）。 

開発許可は地方政府の権限であるが、中央政府の農地保全政策の実施によってその

総量がトップダウン的にコントロールされている（Kong Weifeng 2019）。開発事業

は中央所属・地方所属・民営と合弁企業によって実施され、政府と民間の両方が共存

している（Ren Zhe 2012）。 

 

ベトナム 

ベトナムの場合は、三級都市以上の計画は首相権限を代行する建設省によって承認

されるが、作成権限は建設法と都市計画法に基づき、都市・区・村の人民委員会に地

方分権化されている（建設法 2003 と都市計画法 2009）。法律に計画作成時の市民参

加は記されてはいるが、その方法が明記されていないため実施されず、当局と国外コ

ンサルタント以外の参加はほとんどない（松村 2014）。また、地方政府に安定した税

収と利益還元メカニズムがないため、公共投資が滞る課題がある（William J. 

McCluskey 2013）。 

開発規制はゾーニング計画によって実施されるとしているが、その効力は弱く、開

発者が作成する詳細計画に基づいた事業ごとに審査する体系になっている（Thanh 

Bao Nguyen 2017）。Anh のハノイとホーチミン市都市開発プロジェクトに関する調
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査で前者の場合は 94%の事業が国営とその関連する企業によって行われているのに対

し、後者ではその割合が 44%に留まっている（Nguyen Truc Anh 2007）。 

 

モンゴル 

モンゴルは最初の都市開発法で計画作成・承認・監督権限を地方分権化している。

一回目の改正で計画作成への一般市民の参加と資料の公開を義務付けたが、前者の方

法が不明確であり、実施されていない（都市開発法 1998）。地方政府の直接税収は土

地使用料と地下資源税であるが、土地評価を中央政府が指定し、さらに法律で減免し

ているためウランバートル市に関しては収入が不安定になっている。しかし、他の地

方は鉱山開発によって税収を上げている（Иргэдийн төсөв 2020）。 

1996 年に樹立した新政権の市場政策促進で国営企業の改革を進めているため

（УИХ тогтоол 1995）、ほとんどの開発は民間企業によって行われ、それは事業ごと

に市役所の都市計画部門が審査・許可する仕組みである（ウランバートル市役所）。 

 

ウズベキスタン 

ウズベキスタンの人口増加率は低下し、都市よりも農村人口の増加率が高く、全体

の都市化率は下がっているが、独立以降は市街化した面積がほぼ倍増している（WB 

2017）。政府は 3 年ごとに国家発展プログラムを作成し、都市開発は都市計画コード

に基づいて行われる。都市計画体系は人口居住計画、地域発展スキーム、マスタープ

ラン、詳細事業計画、開発事業などから構成される。開発・計画作成・承認・計画連

携プロセスにおける全省評議会の権限が大きく、公社によって開発が行われ、当局以

外の者の計画作成への参加はほとんどない（UNECE 2018）。 

体系は中央集権的で、複雑なヒエラルキー構造のままであり、主要都市のマスター

プランは Goskomarkhitektstroy によって作成される。プランは一般公開されない

が、自治体レベルのプランはローカルコミュニティである Makhalla によってその内

容が説明され、開発行為を規制する。地方政府は国家発展プログラムに沿って開発を

行うが、資金不足のため自治体独自の計画を実施する能力がない。土地所有権は国家

に属するが、土地使用権と住宅所有権の取得が可能である。土地の管理は政府が独占

しているため民間による住宅供給が限られ、農村地域の住宅建設は政府系の企業によ

って行われ、その量が少ないためセルフビルド率は７割に達する（UNECE 2015）。 



第 1 部 都市計画制度の分類と社会主義国の都市 

33 

 

マケドニア 

マケドニアの計画体系は変容の過程にあり、中央と地方レベルでプランが策定さ

れ、それぞれ省と市役所の権限になっている。だが、土地権利を譲渡できるのは中央

政府であり、中央集権的なトップダウン型の体系になっている。国土計画は様々な個

人や機関が直接的および間接的に関与する傾向にある。民間投資が増え、その重要性

は増しているが、都市開発における公共セクターの存在は依然として大きいままであ

る。（Branka Tosic 2019）。 

 

モンテネグロ 

モンテネグロの計画体系は中央集権的なままであり、プランは持続発展と観光省に

よって作成され、地方政府はこれに基づいて事業計画を作成する。財政権限は分権化

しておらず、プラン作成時の一般市民参加は法律で義務付けられているが、実施され

ていない。民間投資が増加し、外国投資誘致に積極的である一方で都市開発における

公共セクターの存在は大きいままである。（Sasha Tosic 2019）。 

 

セルビア 

セルビアの計画体系は地方分権化を進め、国家・地域・都市レベルで国土利用計画

が作成され、都市域では方針プランが策定されている。省と地域政府と市役所がそれ

ぞれプランを作成する権限を持っている。民間投資が増え、その重要性は増してい

る。（Branka Tosic 2019）。 

首都のマスタープランは多種多様な主体を参加させて作成し、詳細計画によって開

発規制を行っている。開発許可は市場を重視し、デベロッパーよりになっている。新

世紀はじめに財政権限の分権化を進め、企業税と不動産税を地方政府の収入にしてい

る。計画体系の制度整備とマスタープラン策定後の下位計画の作成が遅れ、計画に沿

った開発コントロールができていない。国営企業の民有化が遅く、首都におけるイン

フォーマルな開発が多く、民間セクターの市場に占める割合が大きい。（Sasha 

Tsenkova 2014）。 

 

アルバニア 

首都の方針プランは市役所主導の元、国内外の専門家によって作成されているが、
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行政的な原因で承認されていない。地方政府が税金を収集する権限を得ることで財政

制度は改善されたが、自治体がインフラ整備を進められるに至っていない。首都にお

けるインフォーマルな開発とその市場に占める民間セクターの割合が大きい。これに

加え、複雑な不動産権利と土地の所有化と補償政策の重視によって計画体系のリフォ

ームが遅れている。閉鎖的な行政制度が計画経済時代に策定された詳細計画をデベロ

ッパーの意思で修正する環境を作っている。（Sasha Tsenkova 2014）。 

 

ラトビア 

リガ市都市計画局は Strategic Planning 手法を導入し、多種多様な主体を参加させ

て方針プランを作成している。財政権限の分権化が遅れ、老朽化したインフラ施設の

改善を民有化によって実施している。1990 年代に実施した民営化政策と外国の不動

産投資の増加によって民間企業が台頭し、市場の 7 割を超えている。プランの実施向

上を図るために開発規制の透明性を上げている（Sasha Tsenkova 2014）。 

都市レベルの法定プランはないが、上記の計画は用途地域、経済発展、交通、住宅

政策、インフラ整備と環境保護項目を含み、主要なステークホルダーを交えて実施さ

れる制度になっている。（Inara Marana 2006） 

 

チェコ 

プラハ市の方針プランは市役所が作成し、その際に一般参加を促進している。地方

の財政権限が強く、2004 年以降に自治体は交通、水道、環境保護事業に積極的に投

資している。国営企業の改革と民間企業の活動促進で市場の 6 割を民間セクターが担

っている。また、2010 年にマスタープランを策定しているが、市場予測が難しいと

言う理由で大まかな内容になっている。開発規制許可は審査担当者の権限であり、デ

ベロッパー志向で進められているが、その公開性は高い（Sasha Tsenkova 2014）。 

チェコの計画体系は EU の指針から影響を受け、首都は法定プランとは別に

Strategic Plan を策定している。これは 15-20 年を範囲にし、作成の際に主要なステ

ークホルダーの参加を確保している。市は税率を決めることができ、収益の４割をイ

ンフラ整備に投じている（Ludek Sykora 2006）。 
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●分析枠組みによる各国の特徴整理 

国名 プランニングガバナンス 開発コントロール体制 

中国 計画作成承認と財政権限の分

権化、作成時の専門家の参加

促進、都市によって市民参加

拡大、計画資料の公開 

開発の総量を中央政府がコントロ

ール、中央・地方政府と民営と合

弁企業など様々な開発主体 

ベトナム 計画作成権限の分権化、閉鎖

的な作成プロセス 

事業ごとに開発規制、都市によっ

て国営と民営の割合が異なる 

モンゴル 計画作成権限の分権化 事業ごとに審査する体制、国営企

業の改革で民間セクターが台頭 

ウズベキスタン 中央政府と全省評議会の権限

が大きいまま 

国家発展プログラムに基づいた事

業実施、政府系デベロッパーと住

民のセルフビルド率が高い 

マケドニア 地方政府の計画作成は可能だ

が、中央集権的なまま 

民間投資は増えているが、公共セ

クターの存在が大きい 

モンテネグロ 計画は政府が作成し、財政も

中央集権的な体系 

上位計画に基づいた事業計画によ

って開発、公共セクターが主 

セルビア 計画作成と財政権限の分権

化、多様な主体の参加促進 

下位計画の策定が遅れ、開発規制

が機能していない、民間デベロッ

パーよりの体系 

アルバニア 分権化は進んでいるが実施機

能が不十分、参加は限られて

いる 

制度整備が遅れ開発コントロール

が機能していない、民間とインフ

ォーマルセクターが主 

ラトビア 分権化とプラン作成への市民

参加に置いて先進的、地方財

政は弱いが民営化が進む 

開発規制プロセスの公開、デベロ

ッパーよりではあるが計画に沿っ

ている、民間セクターが主流 

チェコ 計画と財政両方において分権

化が進んでいる、主要なステ

ークホルダーの参加促進 

非法定の Strategic Plan によっ

てデベロッパーと交渉して開発コ

ントロール、民間セクターが主 

表 3.1-1 各国の特徴整理（筆者作成） 
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各国の変容の特徴を把握するためにポスト社会主義都市の詳細を記述した Kiril 

Stanilov、東欧諸国の都市計画の変容についてその全体像を捉えた Sonia Hirt、EU 加

盟を果たした国々の国土計画と都市開発について国別に整理した Uwe Altrock の書籍

と東欧に加え中央アジア各国の行政と土地利用制度の評価・分類を行った Babette 

Wehrmann の研究を参照にした。 

表 3.1-1 から最も変化が少なかったのはウズベキスタン、モンテネグロ、アルバニ

アである。ウズベキスタンとモンテネグロは政権交代がなく、旧体制は維持され、都

市計画体系はほとんど変化していない。アルバニアは Strategic Plan 策定を導入し、

民間開発を促進する政策を取っているが依然として中央集権的なままであり、計画策

定が遅れている。 

中程度に変化したのは中国、ベトナム、マケドニアである。改革開放と分税制度で

地方分権化を進めた中国と、市場に対応しているが市民参加が限られ、中央政府の存

在が大きいままのベトナムとマケドニアがここに分類される。どの国においても政府

と民間主導の開発が共存している。 

大きな変化を遂げたのはチェコ、ラトビア、セルビアである。ヨーロッパ連合への

加盟に向けて改革を促進したのはチェコとラトビアである。セルビアの場合はユーゴ

スラビア共和国時代から分権型の行政制度が根付いており、計画作成への市民参加を

促進し、民間開発を助長することで市場に対応している。旧来の詳細計画策定制度は

続いているが、開発コントロールに使われていない。 

最後の特殊例はモンゴルである。短期間で急速な市場移行を進め、地方分権化もあ

る程度行われたが、計画作成時の市民参加は制限されたままである。国営企業の解体

と民間企業の成長、計画に懐疑的な政治家によって開発規制が機能しない状況にあ

る。 

 

研究目的 1：「アジア・東欧を含めたポスト社会主義国の都市計画制度の体系化」に

ついては全体の類似点と相違点について下記のことが考えられる。 

社会主義国の計画は全省評議会から直接指導を受け、社会経済発展五カ年計画で方

針が決まる体系であり、都市の主任建築家が作成する基本設計の詳細計画によって大

規模事業単位で開発が行われていた（図 2.1-2）。ポスト社会主義各国の計画体系は中

央集権型から地方分権型に、関係主体無参加から参加型に変容している。開発規制は
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長期プラン型からマーケット型に、開発は政府主導から民間主導に変容している。東

欧各国の計画体系は欧州連合の指針で同様な変化を遂げている。 

計画作成・策定時の市民参加はほとんどの国において進展していない。多種多様な

参加が認められているのはラトビアとセルビアのみであり、中国とチェコは大学や研

究機関などの専門家の参加が認められている。 

地方分権化は国よってばらつきがあり、旧体制が維持されている国の場合は計画作

成も財政も中央集権的なままである。改革を進めた国の場合は少なくとも計画作成権

限が地方政府に与えられている。チェコと中国とセルビアは両方において地方政府の

権限が強化されている。 

開発コントロールはほとんどの国においてマーケット志向が強く、計画による規制

よりも事業ごとに審査され、恣意的な判断で可能なプロセスになっている。中程度に

変化したウズベキスタンとモンテネグロは開発許可とプラン作成が中央政府によって

行われている。マケドニアは頻繁に更新される詳細計画の内容に規制指標を導入して

いる。唯一長期的なプランによって開発をコントロールしているのは中国である。農

地を保全する国家政策で導入された強いトップダウン型の土地利用計画によって建設

用地の供給をコントロールしている。 

最後の民間開発軸ではすべての国が何らかの変化を遂げている。国営企業を存続さ

せたまま民間企業の参入を許している国が多く、完全な民営化政策を実施した 4 つの

国がある。多かれ少なかれ民間開発を認めている点ですべての国は共通し、マーケッ

ト志向型であると言える。開発規制もほとんどの場合、市場を促進する傾向にあり、

共通性が見られる。一方で、計画作成と分権化の度合いはばらついた。地方分権化の

度合いは国によって違い、全体的な類似性は見られない。計画作成時の市民参加が認

められていない点でほとんどの国は共通している。旧体制が維持されている国々の変

容は小中程度であり、民主選挙によって政権交代している国ほど変化が大きい。 

社会主義都市は土地市場の創出と主力産業の変化と人口移住によって大きく変化し

ている（図 2.1-4）。都心部は商業業務機能に特化し、工場跡地のブラウンフィールド

は再開発され、都心周辺の居住人口密度が上昇している。コンパクトであった都市の

規模は郊外化することで拡大している。 
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3.2 対象国の選定 

文献レビューで指摘したように東欧各国の比較研究は豊富で、書籍も多く出てい

る。アジアの場合は中国とベトナムを比較した研究はあるが、アジアのポスト社会主

義国の都市計画の変容について体系的に比較した研究の累積は限られている。特に、

モンゴルの都市計画体系の変容に関する研究は見られなく、社会体制が大きく変容し

て市場主義型の都市開発が推進されているにもかかわらず、市場主義型開発に対応し

た制度整備が進んでいないことから多くの課題に直面しているという点で、ポスト社

会主義国の都市開発という点で典型的な国である。 

中国は地方政府に計画権限と共に比較的大きな財政権限を与えている点でベトナム

とモンゴルより分権化が進んでいる。さらに、国土資源部が策定する強いトップダウ

ン型の土地利用計画があり、農地と建設用地をコントロールしている点でも異なる。

方針プラン作成はその都市の大学や研究機関などと協力することが多く、都市によっ

ては市民代表の参加も認められている。 

ベトナムとモンゴルは大都市における計画作成権限を建設省から地方政府に移譲

し、計画研究院が作成を担っている。計画作成への参加は限られており、閉鎖的なプ

ロセスになっている。地方財政はすべてではないが、行政サービス価格と土地利用金

の決定権限は地方政府に付与されている。開発規制は担当者に委ねられており、計画

経済時代に主任建築家に強い権限が与えられていたことに起因すると思われる。 

民間と国営企業の開発が共存するのは中国とベトナムであり、前者が主流になって

いるのはモンゴルである。ベトナムの場合ハノイ市とホーチミン市でその割合が大き

く異なるのは歴史的な背景に由来すると思われる。どの国においても外国資本投資を

積極的に受け入れる姿勢を取っている。 

次の部でこの 3 か国における都市計画体系と都市計画の内容を詳しく調べ、考察を

入れ、第 3 部でウランバートル市の開発変遷とその傾向を把握する。最後の第 4 部で

本研究の調査結果を考察し、研究課題の回答を試みる。 



 

 

 

第2部 

選定国の政策と計画体系の調査・分析 
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第4章 計画体系変容の分析 

 

まずは選定対象国の都市に関連する法律にプランニングの目的をどのように定義し

ているかを簡潔に整理する。 

中国 

⚫ 都市計画法 1989：…都市の規模を指定し、発展方針を明示し、社会経済発展五カ

年計画の目標を実現し、社会の近代化を図る。 

⚫ 都市農村計画法 2008：社会経済発展五カ年計画と土地利用総合計画に基づき、

人々の生活環境を改善し、都市と農村の調和のとれた持続可能な開発を促進する

（基本農地の保護）。 

ベトナム 

⚫ 建設法 2003：…国益とコミュニティの利益間の調和のとれた調整を確保し、分野

別計画に追従し、社会経済発展五カ年計画、国防と安全保障、および環境保護の

目的を達成する。 

⚫ 都市計画法 2009：…都市に住む人々に適切な生活環境を創出するための空間、建

築、景観、各種インフラ施設と住宅の編成である。 

モンゴル 

⚫ 都市開発法 1998：…発展方針を明示し、人口居住政策と定住と相互連携が取れた

適切な自立発展の構成を作り、政府、企業、団体、個人間の関係を規制する。（+

計画に沿った開発を目的にする 2008） 

⚫ 都市再開発法 2015：…住民の健康的で安全な住環境を確保する権利を保障するた

めに既成市街地、公共空間、老朽化した建築物、ゲル地区の整備と再開発の際に

生じる関係性を規制する。 

 

4.1. 中国 

前世紀初頭から内部紛争と大戦が続いた中国だが、1949 年にソビエト連邦の支援

を受けた中国共産党が中華人民共和国を建国した。ソ連から集権的行政システムを導

入し、1950 年に農業合作化と人民公社運動を始め、156 か所で工業地帯を開発し

た。経済社会発展五カ年計画手法も取り入れ、1953 年に初の計画を作成している

（Chaolin Gu 2017）。 
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制定法主義の中国は、最も集権的な法体系を持つ国の一つである。1979 年の

Organizing law of all levels of Local People’s Congress and Local Governments

と 1982 年の憲法、2000 年の Legislative Law によれば中国の法体系は 3 層から成

り立ち（図 4.1-1）、中央政権の基本法とそれに基づく各法律、内閣が公布する規制、

また地方政府が出す自治体条例、各分野条例、行政機関の規制などがある。各政令の

例を表 4.1-1 で示す。 

 

 

図 4.1-1 中国の法体系（Haoying Han 2012） 

 

中国の行政体系は対象国の中で一番複雑で、中央政府の下に 4 層の行政階層を持つ

（図 4.1-2）。本論文ではそれぞれの級を日本語で省（直轄市）・地（市）・県（市）・

郷（鎮）と呼ぶことにする。省級は 22 省、5 自治区、4 つの中央直轄市（平均人口

17.9 百万人）があり、地級は 333（平均人口 3.9 百万人）、県級は 2,856（平均人口

455 千人）、郷級は 41,040（平均人口 32 千人）ある。地・県・郷は都市開発に必要

なインフラを整備する責任がある（Haoying Han 2012）。 

分類 名前 

基本法 中国憲法、中国立法法 

法律 土地利用管理法、都市計画法 

内閣規制 土地管理規制、郷鎮建設用地管理規制 

分野条例 都市計画策定方法 

自治体規制 北京市都市計画策定方法実施細則 

自治体条例 北京市郷鎮建設計画管理条例 

表 4.1-1 法体系と法律の例（Haoying Han 2012 より筆者作成） 
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図 4.1-2 中国の行政体系（国土交通省 2016） 

 

建国当初からソ連の中央集権的な行政制度を導入し、地方政府の人事権を中央政府

が握り、省級自治体に派遣された中央政府の職員は税収入を下層自治体にどんな配分

で振り分けるかを決める権限を持っていた。改革開放に伴って直接的に影響していた

状況が和らぎ、省級をはじめとする他の自治体の権限を強化し、民間企業の発展を重

視した社会主義型自由市場形成に力を入れた（Lei Wang 2014）。この節で中国の各

政策を年代ごとに並べ、重要なものの内容を吟味し、その変容を検討する。特に改革

開放以降の政策変化を調べることが本研究の主な目的である。 

 

4.1.1. 国家政策 

ここでは経済社会発展五カ年計画とその他の重要な政策の内容を吟味し、中でも計

画体系に大きな影響を与えたものについては詳細を見る。なお、モンゴル国とは異な

り、既往研究で検討されているものが多いので簡潔に述べ、適時参考文献を示す。 

中国の国家政策は上述の通り五カ年計画に基づいて実施され、党代表が変わると方

針転換も起こっている。土地と都市政策も国家政策によって変化することがある。

1958 年から実施されたのが大躍進政策であり、農業と工業の大増産を目標にした。

この政策によって農村から都市部への人口流入が増加し、これを抑制・管理するため

に居住地に基づいた戸籍管理制度の戸口登記条例を制定した（Jianfa Shen 2006）。
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これは中小都市の農業人口流出が目的であり、現在も続いている制度である。 

前政策が失敗に終わり、1966 年から開始されたのが文化大革命である。これは工

業化を制限し、農業中心とした経済発展を目指したため、都市開発に否定的であり、

数都市以外は投資対象から外され、都市計画を廃止し、都市化を抑制した（Chaolin 

Gu 2017）。この政策は十年以上続いた結果、中国経済は低迷し、社会は混乱に陥っ

た。その後、党の重要人物が変わり、徐々に政策を転換し始めた（Fulong Wu 

2015）。 

1970 年代後半から始まったこの政策は改革開放と呼ばれる。集団農業制度を改正

し、都市開発を促進し、外国からの直接投資を積極的に誘致した。経済活動に置いて

民間企業の参入を許すために価格統制も止められた（Fulong Wu 1998）。もう一つの

大きな特徴は地方分権化を進め、自治体の権限を強化し、自治体行政にその地域の経

済社会発展をある程度任せた点である。また、戸口登記制度の規制も緩和され、都市

部の労働者需要に応えた。5 つの経済特区を指定し、大きな自治権を与え、社会主義

市場政策を宣言した(Mee Kam Ng 2004)。また、行政首長責任制を 1982 年に導入

し、現在に至るまで継続している。これは問題処理・解決に関わる法定の最終決定権

を行政機関の主要担当者に委ね、担当者がすべての政治責任を負う制度である（Ren 

Zhe 2012）。 

1984 年にさらなる経済発展を求め、経済特区に続いて 14 の都市を経済技術開発区

に指定した（Chaolin Gu 2015）。この結果都市部の労働力が不足し、この分を補うた

めに農村戸籍を持つ者を都市部の民間企業に勤めることを許した。翌年に戸口登記制

度を改正し、暫住証を発行で農村からの出稼ぎ労働者に一時的な居住権を与えたが、

新世紀になるまで社会保障、医療、教育等の行政サービスを都市住民と同じように受

けられなかった（Jianfa Shen 2006）。この時期に政府の企業への介入が制限され、

住宅政策も大きく変わり、国有住宅は居住する住民に払い下げられ、民間による住宅

供給路線へ方向転換した。市場移行はスムーズに実施されたわけではなく、政府の腐

敗が原因で二重価格市場が横行し、市民に不満を募らせた結果、天安門事件が起きて

いる（Fulong Wu 2015）。 

1992 年の第 14 回党大会で初めて社会主義市場経済政策が宣言された。インフラ計

画は五カ年計画の一部に入れられ、事業型アプローチからインフラ供給アプローチに

政策転換している（Lei Wang 2014）。広東省で食料配給制度が廃止され、中国初の
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村幹部の直接選挙が実施された（Haoying Han 2012）。 

1994 年の分税制改革は中国の中央政府と地方自治体の関係性に置いて大きな変化

をもたらした。改革開放以降は財政請負制で地方財政収入が著しく増加したのに対し

て中央財政収入はそれほど成長していない。後者を増加させるために国と地方が徴収

する税金種目を明確に分離した。税収は予算内と予算外の 2 種類に分けられ、予算内

には不動産関連税金、予算外には土地関連費用を入れ、どちらも地方財政のものと確

定した（Ren Zhe 2012）。 

2001 年に中国は世界貿易機関に加入することでさらなる経済発展が続き、直接投

資と産業振興によって都市化のスピードは継続した。第 11 五カ年計画からエコシテ

ィを推進する政策が始まり、次の五カ年計画で連携した地域経済発展を進めるために

環渤海と長江デルタと珠江デルタの 3 つの地域の政策が盛り込まれた（Nicolas 

Douay 2015）。 

 

分類 主体機能 土地利用方針 

開発優先ゾーン 都市化と工業化 建設用地を適切に供給 

開発最適化ゾーン 都市化と工業化を最適化 建設用地増加を厳格に規制 

開発規制ゾーン 食料生産と環境保護 土地利用厳格規制・環境保護優先 

開発禁止ゾーン 自然と文化遺産の保護 土地利用厳格規制・土地開発禁止 

表 4.1-2 主体機能区計画のゾーン分類（Lei Wang 2014 より筆者作成） 

 

同時に主体機能区計画が追加され、空間計画要素が含まれた（Lei Wang 2014）。

改革開放初期の五カ年計画は都市開発政策方針を内容から疎外し、プロジェクトベー

スのアプローチから特別区に重点を置いたエリアベースのアプローチに変化してい

る。地方分権化を進めた結果、都市の開発コントロールに失敗し、大都市抑制と中小

都市振興という基本方針を実現できなかった。主体機能区計画の導入目的はこの是正

であると思われる。表 4.1-2 は主体機能区計画に指定される 4 つのゾーンとそれぞれ

の機能と土地利用方針である。土地政策で述べる土地利用計画と同様にトップダウン

型の都市開発方針を示す計画であると思われる。 

 2013 年に打ち出された戦略的構想は一帯一路であり、シルクロード経済ベルトと

21 世紀海上シルクロードの略称である。60 近い国々の人口 40 億人に対して広大な
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インフラ整備を進め、相互連結的な国際的経済システムを構築するとしている（国土

交通省 2016）。第 13 五カ年計画と今年度の第 14 五カ年計画でも一帯一路構想につ

いて記述している。このように中国の国家政策は国内の特別区レベルから地域レベ

ル、最近は国際レベルにまで広がって来ている。 

 

4.1.2. 土地政策 

1950 年の土地の国有化以来、中国の土地制度は国有と集団所有の 2 種類になって

いる。集団所有とは農村の土地権利を農村組合で共同所有することである。改革開放

政策で経済のみならず土地と都市開発分野でも様々な改革が進められた（Wing-Shing 

Tang 1994）。1982 年の憲法改正で土地に関する法整備を始め、各省庁の役割と権限

を明確にした。1986 年に中国初の土地管理法が公布され、土地を農業用地、建設用

地、未使用地の 3 種類に分け、広東省が先駆者になって所有権と使用権を分化した

（Zhenjiang Shen 1999）。土地の権利証明証を発行するのは県級の土地部の管轄に

なった。また、土地関連収入の多くが基層政府に配分され、自治体予算の大部分を占

めるようになる（Alain Bertaud 2012）。自治体は土地利用計画を策定するようにな

ったがほとんどの地方政府は策定に消極的であった。そのため翌年から国土管理局

（State Land Administration, 1998 年から MOLAR、国土資源部）による土地利用

総体計画の作成が開始された（Haoying Han 2012）。 

1988 年の法改正で県人民政府の役割が明確になり、主に土地の登録・管理権限、

使用認定交付権限、違法行為処分権限といった 3 つの行政サービスを行うようにな

る。新法は土地を商品化し、用途転換をする際に必ず県政府の許可で行う制度にし

た。収用される農地については 3-5 年分の作物同等の補償金が求められる。土地を徴

収できる主体は政府しかいないため、二重土地市場が出現した。これは協議・入札・

競売方法で建設用地を取得する正式なものと透明性の低い政府による配分方法の２つ

の市場である（Wing-Shing Tang 1994）。 

90 年代初頭に外国からの直接投資増加によって都市部の土地価格が高騰し、インフ

ラが整備された建設用地が不足する状態になった。このため、五カ年計画でインフラ

整備に重点を置くようになり、都市国有土地譲渡計画管理規定を公布し、規制型詳細

計画が策定されたエリアにおいてのみ土地を譲渡するように決めている（Anqi Zhu 

2016）。これは自治体に都市計画を策定するインセンティブを与えたと思われる。 
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1994 年の分税制改革によって土地関連費用を地方財政に指定したが、同時に農地

の建設用地への転換に中央政府の規制がかかった。これは農地保護政策であり、全国

の農地の 77%を基本農地に指定し、その転換を禁止している。それ以外の農地に関し

ては、面積が 500Mu（約 33.3 ヘクタール）以上の場合に限って中央政府の許可を要

する。それ以下の規模については地方政府の権限で決められるようにした。これは最

初条例であったが、1998 年の土地法改正で昇格し、強い効力を持つようになった。

その翌年に土地利用割当制度で各省は農地の８割を確実に保護するように求められて

いる。建設用地を供給できるのは自治体であり、その際に農民の土地を市場価格より

ずっと安く設定された農作物数年分の値段で買い取り（Haoying Han 2012）、デベロ

ッパーに高い値段で売ると言う行政による以地生財（土地で儲かる）が横行するよう

になった（Ren Zhe 2012）。例えば、1997 年策定の北京市の土地利用総体計画で

22,000 ヘクタール（Haoying Han 2012）の農地を建設用地に転換すると決めてい

る点は政府の土地市場における強い権限を表している。 

新世紀に入ると土地権利譲渡の透明性をあげるために国土資源部から複数の令が公

布された。国有地の入札競売方式と建設用地の入札競売方式に関するものである。こ

れは横行していた協議による不透明な土地取引を制限することが目的であった。これ

に続いて 2004 年に土地管理法が改訂され、農地保護を強化した。土地市場の透明性

をあげるために譲渡方法を入札・競売・Listing（掛牌）のみに絞っている（Ren Zhe 

2012）。さらに全国の基本農地を 18 億 Mu に維持することを決め、土地用途割当を

決められるのは上位自治体であるとし、土地利用計画のトップダウン性を強めること

によって都市開発計画で制御できなかった開発行為のコントロールを強化している。

割当の種類は 10 用途あり、土地利用総体計画で 15 年単位の総量が決められ、地・

県・郷級が作成する土地利用計画でその配分が決まる（Kong Weifeng 2019）。 

2013 年に国土資源部から新しい国土利用総体計画が発表され、国土と区域の土地

利用の方針を決め、分野別計画と詳細土地利用計画図などを作成し、古い計画内容を

進化させた（Nicolas Douay 2015）。 

昨年、中国の土地管理法が改正されている。集団所有権の延長期間が変更され、農

村の土地使用権規制が緩和された。農村の村民委員会と村民会議は集団所有の土地を

利益目的で開発することを許可し、権利を直接譲渡あるいは賃貸できるようにしてい

る（中华人民共和国土地管理法 2019）。従来は、農地を開発するためにいったん土地
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権利を行政に譲渡し、権利転換した上で開発する手順であったのが省略されたことに

なる。また、永久農地の分類が増え、絶対に開発できない農地指定が行われている。

最後に、土地徴収の際の理由が詳細に決められている。今回の法改正によって中国の

土地市場は大きく変わることが予想される。 

 

4.1.3. 都市政策 

1958 年にソ連の都市計画体系に学び、マスタープランと詳細計画の二層計画体系

が確立されたが政治方針の転換で 1960 年の国家計画大会で都市計画の廃止を決定さ

れ、都市開発分野は改革開放まで停滞時期に入っている（Wing-Shing Tang 1994）。 

1980 年に最初の都市計画基準が制定され、標準用途地域として居住と公共用途が

導入され、各省政府に都市計画に関する条例を定めるよう要請し、計画策定を市役所

の義務にした。この時期に上海市はいち早くアメリカのゾーニング制度を導入した。

これに続いて 1984 年に中国初の都市計画条例が制定され、二層制計画体系が確立

し、計画権限の分権化が進み、都市開発制度は従来の縦から地方政府が主体の横に変

更された（Fulong Wu 2015）。 

1989 年は都市開発分野において大きな転換の年であった。都市計画条例が法律に

昇格し、計画書類は法的な効力を持つにようになった。旧来の二層制計画体系から総

体計画と分区計画、さらに２種類の詳細計画（規制型と建設型）の体系に変えた。な

お、分区計画は大都市で策定できるものとしている（Zhenjiang Shen 1999）。ま

た、国務院の承認を受けて策定される都市システム計画が導入された（大都市の総体

計画も国務院承認）。これは現 MOHURD（住宅都市農村建設部）が作成する。総体計

画はその級の人民政府の承認を受け、１書２証制度によって開発をコントロールでき

るようになった（Fulong Wu 2015）。この詳細は 5.1 節で詳細を見る。この法律は

1990 年から施行開始されたが、計画作成にあたって不明な部分が多かったため計画

の科学性を高めるために 1991 年に建設部が都市計画策定方法を制定している。直轄

市、市、鎮が計画を策定する際に必ずこの方法を守らなければならない。これに規制

型詳細計画の内容及び要求が明確に指定された（Mingyang Li 2003）。 

1995 年に都市計画策定方法実施細則が制定され、計画標準で土地分類・建設用地

計画標準・基本用語標準を、計画規範では道路緑地計画と建設規範と居住区計画設計

規範を決め、規制型詳細計画の位置づけを明確にした（Anqi Zhu 2016）。その後、
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国発 23 号によって住宅実物分配が廃止され、これ受け不動産市場が高騰し、耕地面

積が急減し、都市部での失地農民が急増した。自治体は大量の土地供給を行い、不動

産業界の急成長を促進させた（Ren Zhe 2012）。 

中国の都市開発政策の基本は大都市抑制と中小都市振興であったがほとんど達成さ

れなかった。新世紀に入ると国務院はすべての都市の調和ある発展を掲げて、建設用

地備蓄を許可するなど土地管理権限を集中させ（Ren Zhe 2012）、都市周辺地域への

都市拡張で統一開発を行うよう指導している。2005 年に全国都市システム計画が策

定され（2020 年目標）、都市計画体系のトップダウン性が強まった（Fulong Wu 

2015）。翌年に国務院から国家発展改革委員会に対して主体機能区計画を作成するよ

うに要請があり、2010 年に策定されている。これは経済社会五カ年計画に含まれる

空間計画であり、土地用途を 4 つのゾーンに分類している。これについては国家政策

で記述した。 

2008 年の都市農村計画法は都市計画と農村計画を統合した。農村の土地は従来、

国土資源部が策定する土地利用総体計画で管理されていたが、都市周辺のインフォー

マルな開発を抑制できなかった。この点を改善するために多くの都市において二層で

あった計画体系を都市システム計画・都市計画（マスタープランと詳細計画）・郷計

画・鎮計画・村計画の五層にし、都市と農村を一括管理する体制を作っている（村計

画に住宅と道路、上下水道、電気設備などインフラ計画も含まれるようになる）。これ

は都市計画策定における自治体権限を強化し、さらなる開発促進を進める結果になっ

た。開発規制に関しては従来の１書２証制度が引き継がれた。計画内容を公にするこ

との重要性が認識され、すべての計画書類は一般公開されるようになった（Fulong 

Wu 2015）。このように社会経済の変化に対応して計画体系も発展して来たが、都市

化もその時代の特徴を基に 4 段階に分類でき、その内容を表 4.1-3 に示す。建国当初

は経済を再構築し、工業化によって都市化を進めた。次に市場移行によって投資誘致

による都市化を始めた。グローバル化と地方政府権限強化によって都市化は一層促進

された。近年の傾向は政府が土地市場を独占することによって行われている。 
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No 年代 特徴 

第１期 1949-1977 経済再構築、工業化による都市化 

第２期 1978-1995 改革開放、市場化による都市化 

第３期 1996-2010 国際化、自治体による都市化 

第４期 2010- 土地市場による都市化 

表 4.1-3 都市化の 4 つの時代の特徴（Chaolin Gu 2017 より筆者作成） 

  

中国の計画体系は古くからその計画の数が膨大であり、互いの連携の弱さが批判さ

れていた（20 の法律による 80 種類以上のプランが存在する）。特に土地利用計画と

都市農村計画の内容が矛盾することが多く、最適利用が弊害されていた（Kong 

Weifeng 2019）。そこで 2014 年から 28 の都市ですべての計画の統合化政策が試験

的に始まり、現在も続いている。これは一定エリアを一つの計画で管理し、都市成長

領域を決め、農地保護によって国の食料安全保障を確保することを目指している。そ

の後 2015 年にも 9 つの省で作成が開始されている（Xinhuanet 2019）。この新しい

計画体系は国土空間計画と呼ばれ、2018 年に新設された自然資源部の管轄下になっ

た。これは旧来の国土資源部、住宅都市農村建設部、水利部、農業部と言った多数の

行政機関が担っていた業務を統一して担当し、持続可能な発展のためのプラン作りを

するとしている。なお、五カ年計画の主体機能区計画もこの新しい計画に含まれる

（Yansui Liu 2021）。 

都市計画制度は創設されてからいったん廃止され、新しく制定され、その種類が増

加し、農村計画と統合され、最後に空間計画として様々な計画が統合化されている。 

 

4.1.4. 小括 

ここまで中国の各政策と制定された法律と条例の内容を簡潔に見て来た。小括とし

てまずは計画体系の変化を説明する。建国後すぐにソ連の計画体系を導入した中国は

その後国家政策変更によって都市開発をほとんど廃止している。この期間は 1984 年

の都市計画条例ができるまで続いた。条例は旧体系を復活させ、地方政府に計画策定

権限を与えた。5 年後の新法施行で、都市システム計画・都市総体計画・分区計画

（これは大都市の場合作成できる）・２種類の詳細計画の体系にしている。２種類の詳

細計画は規制型詳細計画と建設型詳細計画であり、それぞれ既成市街地と新規開発地
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のための計画である。その後、都市国有土地譲渡計画管理規定で建設用地を譲渡する

場合に規制型詳細計画の策定を必要としたため、各自治体は計画策定を急速に進めて

いる。また、都市計画とは別に国土利用の計画体系が作成されるようになり、農村の

土地利用計画がこれに属された。 

農村と都市はそれぞれ国土利用と都市計画体系に属し、開発圧力の高い大都市周辺

の農地がインフォーマルに開発されることが常態化した。この対処法として強化され

た土地利用計画によって用地転換を規制し、都市と農村を一体に計画する手法を定め

た都市農村計画法が制定された。こうして五カ年計画（国家・省級・地級・県級）と

国土計画（全国・省級・地級・県級・郷級）と都市農村計画（都市システム計画・都

市計画・鎮計画・郷計画・村計画）の 3 つの計画体系が関係するようになっている

（都市システム計画は全国・省級・地級・県級・郷級・村級、国土交通省 2016）。国

土計画の全国と省級は 15 年単位で作成され、それ以下の自治体土地利用計画はこれ

に準じて策定される。これは土地の割り当てを上位計画から与えられる強いトップダ

ウン型の計画体系になっている。これに対し都市農村計画は下級自治体が作成し、上

位の承認を受けるボトムアップのアプローチを取っている。前者は全国の食料安全保

障を主目標にし、後者は市街地整備を目標にしているため、その方針の違いから計画

同士の連携が取れなかった。この特徴を表 4.1-4 に示す。 

 

 土地利用計画 都市農村計画 

計画手法 トップダウン ボトムアップ 

建設用地 制限指向 拡大指向 

農地 厳密 粗漏 

緑地 極小 広大 

表 4.1-4 土地利用計画と都市農村計画の特徴（Kong Weifeng 2019 より筆者作

成） 
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図 4.1-3 中国の計画体系の変容（筆者作成） 
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これら以外にも主体機能区計画、環境計画、鉄道計画、水利計画、森林計画と言っ

た膨大なプランが実現されず、プラン作成が無意味になっていた。その結果 2014 年

から各地で試験的に策定されているのが重要計画を統合した空間計画である。市街化

区域、永久農地、自然保護区の境界を一つのプランで示し、新設された自然資源部が

担当している。下級自治体の詳細計画でも建設用地境界、インフラ整備エリア、建設

可能エリア、行政サービス施設、用途規制、公園と緑地の計画が同一プランに入れら

れ、関連する特別計画と連携するようになっている。このように一度廃止された都市

計画体系は徐々に復活し、種類も増えたが、近年は統合され、総合的な計画体系とし

て進化している。計画体系の変化の流れと計画同士の関係性を示したのが図 4.1-3 で

ある。 

経路依存理論で解説すれば 1978 年の改革開放は最初の分岐点であり、分税制度で

地方の財政収入が土地収入に依存するようになったのが分岐点②である。最初の自己

強化は土地と都市計画関連法整備と登記制度の緩和によって改革開放政策を強化して

いる。自己強化②は農地減少が急速に進んだのを抑制するために土地管理を強化する

と同時に計画統一化で都市と農村を一体的に管理するようになっている。経済計画に

空間計画が含まれるようになり、従来の土地と都市の計画が統合化され、整合性と連

携性の確保が図られている。国土計画の方針で３つの地域の連携が重要視されたのが

強化され、一帯一路と言う世界的な連携を目指した構想に発展している。全体的な流

れとして中央集権的な元の制度を生かしつつ自治体の権限を強化することで開発イン

センティブを与えているのが特徴的である。これにより、中国の計画体系の発展は地

方分権化と計画統合化を繰り返した自己強化型であると言える。分岐点①と自己強化

①は都市化による経済発展の基盤を整え、分岐点②と自己強化②は経済成長を加速さ

せている。最後の自己強化③はその延長線上にある。最近の農村土地市場の自由化も

次の分岐点、あるいは自己強化になる可能性が考えられる。 
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4.2. ベトナム 

東南アジアに位置するベトナム国は中国、ラオス、カンボジアと国境を接し、全長

1650km、最小幅 50km の縦に細長い形をした国である（越智 2009）。1873 年にフ

ランスの植民地になったこの国は 1945 年の革命でベトナム民主共和国を建国し、東

南アジア最初の社会主義国家になった。1954 年のジュネーブ協定で第１次インドシ

ナ戦争が終結し、ベトナムは領土的に南北に分かれた分断国家になっている（Truong 

Thien Thu 2011）。北部のベトナムは本格的な社会主義国家の建設を進めたが、

1965 年にベトナム戦争（第２次インドシナ戦争）が勃発して 1975 年まで続いた。

戦争終結後に南北が統一し、国名をベトナム社会主義共和国に改称し、現在に至る

（Tran Mai Anh 2013）。 

 

 

図 4.2-1 ベトナムの法体系（Tran Mai Anh 2013） 

 

 ベトナムの法体系は上の図で示したように 3 層からなり、国会が制定する法律と内

閣が公布する法令とその下に各省庁の回状と各地方政府の政令がある。行政的に３つ

の地域と６つの社会・経済的準地域に区分される。行政区域は中国と同様で省と中央

直轄市に分けられ、それ以下の二級自治体は省で県・県級市・市に分けられ、直轄市

のハノイ・ホーチミン・ハイフォン・ダナン・カントーの５つの市で郡・県・市に分

割される（図 4.2-2）。三級自治体は区・町・村と呼ばれ、各セクター400-600 世帯

の 10 セクターから成り立ち、上位政府からの指示を実施する役割を担っている（国

土交通省 2015）。 
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図 4.2-2 ベトナムの行政体系（World Bank 2011） 

 

都市分類は中央政府によって行われ、今まで 3 回改訂されている（表 4.2-1）。分類

方法は都市の総人口、人口密度、第１次産業以外の就業人口割合、その都市の機能と

インフラ整備状況で判断され、都市が拡大すると上級に上がるシステムになってい

る。現在は都市画法によって特級と 1-5 級の 6 段階に分類されている（表 4.2-2）。 

 

 1999 2009 2014 

特級 - 2 2 

１級 2 5 15 

２級 8 12 21 

３級 12 40 42 

４級 64 47 68 

５級 518 625 626 

合計 604 731 774 

表 4.2-1 都市分類の変遷（Thang Toan Tran 2018 より筆者作成） 
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クラス 行政管理（数） 特徴 人口、密度 

特級 中央政府（2） 非農業人口≥70%、首都・地域拠

点、総合インフラシステム 

500 万人 

3,000p/km² 

1 級 中央政府（17） 

 

非農業人口≥65%、地域・省拠点、

総合インフラシステム 

100 万人

2,000p/km² 

2 級 省政府（25） 非農業人口≥65%、地域・省拠点、

比較的総合インフラシステム 

20 万人

1,800p/km² 

3 級 省政府（41） 非農業人口≥60%、省・交通拠点、

部分的インフラ、整備中 

10 万人 

1,400p/km² 

4 級 省政府（84） 

 

非農業人口≥55%、省・県・交通拠

点、インフラ整備中 

5 万人

1,200p/km² 

5 級 県政府（626） 

 

非農業人口≥55%、県拠点、一部イ

ンフラ、あるいは整備中 

4 千人 

1,000p/km² 

合計 795 都市人口の半数以上が16の大都市に集中 

表 4.2-2 現在（2016 年）の都市分類と都市数（Thang Toan Tran 2018 より筆者

作成） 

 

特級市はハノイ市とホーチミン市で、それぞれ分割国家時代の 2 つの拠点として発

展して来た都市である。現在は紅河デルタ及び北部経済重点地域とメコンデルタ地域

の中心都市として位置づけられている（国土交通省 2015）。外国の直接投資は主にこ

の二つに集中し、特に都心の旧市街地でホテル、商業、業務用途の開発に充てられ、

今後も拡大していくと思われている。外国資本投資は 1986 年のドイ・モイ政策と

2001 年の米国との国交正常化、2007 年の世界貿易機関への加入などで増加して来

た。しかし、このような経済成長にインフラ整備が追いつかず、様々な都市課題に直

面している。例えば、水質汚染と交通混雑と郊外での違法建築による都市の拡大が住

環境を悪化させている（松村 2014）。 

上の二つの表で見たように各級の都市数は増加しているものの全国の都市人口比率

は 36.5%と他の研究対象国との差が大きい（World Bank 2011）。だが、今後中国同

様に市場経済導入の成果が表れ、成長速度が加速し、都市化が急増加することが予想

されている。そうなればベトナムの都市問題はさらに深刻化していく可能性がある。 
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ベトナム国を国家と民間企業と外国資本による開発が主体になった旧計画経済国の

一例として、国家政策・土地政策・都市政策を時間軸に沿って整理し、他の２国との

比較を行う要素を抽出することが本節の目的である。これは既往研究と文献、法資

料、計画資料、インタビュー記事とヒアリングで実施した。 

 

4.2.1. 国家政策 

ここでは社会主義化した時代以降に取られた国家政策を年代順に見て行く。革命の

翌年に憲法を制定したベトナムは 1954 年に独立を確立し、農業革命を始めるために

農村から都市への人口移動を規制した（憲法はその後 1960 年、1980 年、1992 年、

2001 年に改正されている）。四年後に集団化政策を開始し、あらゆる分野において個

人所有・経営を抑制し、本格的な社会主義国の建設を開始した（Sun Sheng Han 

2008）。第 1 回目の憲法改正でソビエト連邦のシステムに習って社会経済発展五カ年

計画の作成が開始され、現在は第 11 次計画が進行中である。最初の五カ年計画で発

展目標指標が設定され、その政策を実施する機関と事業を実施する国営企業が設立さ

れた。1964 年から雇用確保のために人口移動をコントロールする目標で戸籍登録制

度の Ho Khau を導入した点は中国に似ている。これは二級自治体（district level）で

管理されている（JBIC 1999）。前節でも述べたように終戦後南北統一が実現し、国名

を改称し、1980 年に再度憲法を改正している。 

計画経済の失敗が東欧とソ連で自覚され、民主化運動が活発化した。中国の改革開

放に見習ってベトナムも市場経済導入の道へと舵を切った。1986 年に開始されたの

がドイ・モイ政策であり、その内容は食料増産・消費財の重視・輸出の奨励の三大目

標と財政赤字・通貨量・インフレ率・国民の生活難を削減する四つの減少であった

（加藤 2003）。表 4.2-3 でベトナムと中国の改革政策の比較を示す。新政策で重工業

優先から農業を中心とするバランスの取れた産業政策へ転換し、私企業の設立と一部

私有財産を認め、国際社会へ積極的に参加する姿勢を取っている。これによって資源

と投資の配分は市場を考慮しながら中央政府の管理化で行われると言う複合的な市場

政策になった。外国資本法制定で投資の重要性が認識され、貿易とサービス業の発展

が急がれた。第３回憲法改正以降に市場経済を確立させるべく土地と都市に関する法

制度の整備が積極的に進められ、地方政府の財政に関する権限も強化された

（Nguyen Quang 2002）。 
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新世紀に入ると憲法改正、米国との国交正常化、世界貿易機関に加入するなど経済

発展を後押しした政策が次々に取られた。大都市への投資が増え、開発圧力が高まっ

た。そんな中で 2006 年に Ho Khau 制度も緩和されると都市への人口流入が増加し、

郊外部でセルフビルド住宅が急激に増えた（Tran Mai Anh 2013）。2009 年に首相に

よって承認された「2050 年を視野に入れた 2025 年までの都市システム開発修正総

合計画方針」は目標年に都市人口が総人口の５割を占め、自治体数も 1000 に達する

と予想している（国土交通省 2015）。 

 

  ベトナム 中国 

 時期、スローガン 1986 ドイ・モイ（刷新） 1978 改革開放 

政

治 

政治的民主化 

の進展 

速い、革新的 遅い、保守的 

腐敗問題 深刻 深刻 

改革方式 漸進式、開拓探索型 漸進式、模倣追随型 

経

済 

改革スピード 速い、大胆型の改革 相対的に遅い、慎重型の改革 

成長率と 

景気循環 

高い、経済変動周期が相対的

に長く、変動幅が小さい 

高いが経済変動が一時激しかった

（1990 下落） 

外資導入政策 外国資本に強く依存 

経済成長の牽引役として積極

的に導入 

外国資本依存の成長パターン、積

極的に導入して来たが、2007 年

から国内産業構造レベルアップの

ために政策の見直しを始めている 

グローバリゼーシ

ョン 

大胆に取り込んでいる、

WTO、ASEAN 及び他の国際

協力協定に積極的に参加 

十分に検討した上で積極的に取り

込む 

貧困と格差 絶対量は減少しているが、格

差が急拡大 

絶対量は減少、地域・都市部と農

村部・人の格差が増えつつある 

社

会 

国民所得 増加 増加 

社会保障 未整備 未整備 

表 4.2-3 ベトナムのドイ・モイと中国の改革開放の比較（越智 2009 より抜粋） 

 

2016-2020 年五カ年計画では①市場型社会主義の確立とマクロ経済の安定、②新

成長モデルによって生産性を上げ、競争力を高める、③建設と連携したインフラ整備
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事業に重点を置く、④人材能力の高度化、⑤文化・社会・保健政策を経済成長と調和

させた持続可能な発展を遂げて生活の質を高める、⑥気候変動対策を取って自然災害

に対応した環境保護政策、⑦汚職撲滅と無駄を省く、⑧ガバナンスを向上させて自由

と民主化を確保する、⑨国防能力を高めて独立性を確保し、政治安定と平和を重視す

る、⑩グローバリゼーションに積極的に取り組んで国際交流を発展させるとしている

（FYP 2016-2020）。 

 

4.2.2. 土地政策 

君主体制と植民地時代のベトナム国の土地権利は共同所有と一部の個人所有が許さ

れていたが、1945 年の革命以降国家所有・共同所有・個人所有の３種類の権利体系

になっている（Sun Sheng Han 2012）。土地権利は売買でき、継承することも可能

であった。ベトナム民主共和国は 1953 年から土地制度の改革を始め、1960 年から

1971 年にかけてすべての土地の国有化と共同所有化を進めた。農村地域では合作社

による集団所有、都市部の土地は非商品化され（Hironori Kato 2010）、国営企業の

工場地の確保が優先された。南側のベトナム共和国を併合した後も個人所有の土地の

国有化が実施されているが、その後の改革によって土地使用権を法人と個人に譲渡す

るようになる（Truong Thien Thu 2011）。 

ドイ・モイ政策の一環で土地法が制定され、土地の私的利用が許可され、生産利益

と営業利益を獲得することができるようになった。しかし、土地価格は政府が指定

し、土地使用権の譲渡（遺産継承は可能）は許されず、用途地域も指定されていな

い。これは憲法改正で大きく変わることになる。新憲法で土地は全国民が所有し、政

府によって管理されると明確化された（JBIC 1999）。 

これに続いて、翌年の 1993 年に土地法が改訂され、土地の長期使用（20-70 年）

を保障した新しい土地使用権に 5 つの権利が加えられた。これは土地利用権の変更・

譲渡・賃貸・相続及び担保権利である。都市部の土地は 2ha 以下の規模ならその配分

決定権限は地方政府の権利にした。土地利用用途は農地・造林地・農村宅地・建設地

（都市部）・特別地・未使用地の 6 種類に分けられ、その価格はベトナム大蔵省

（Ministry of Finance）によって作成されたフレームワーク（LPF：Land Price 

Framework）を基に決められ、地方政府の人民委員会によって決定される（Danielle 

Labbe 2014）。LPF の作成基準は土地用途、住所、また都市の場合は通りの特徴が根
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拠になる。地方政府はこれに k と言う 0.5-1.8 の係数を設定してそのエリアの土地価

格を決める。個人の土地が収用される場合にもこの価格が参考にされる（Sun Sheng 

Han 2008）。この法律のよって一気に土地の商品化が始まり、投資目的の土地使用権

確保が増え、都市部の土地価格が高騰し、高いところで 54 倍になった（Nguyen 

Quang 2002）。次の年に Decree No.60/CP によって都市部の土地権利と住宅所有権

利を統合化した土地使用権・建築物所有証書（BOLUC）の発行が開始された。これは

都市周辺と農村での違法建築を制限し、不動産課税・課金を回避するために 2 つの不

動産を一体でしか登記できなくしている（JBIC 1999）。 

2003 年の土地法改正は従来の５つの権利に加えて贈与と投資権利として土地を使

用することを可能にした。土地料金と土地譲渡税と LPF の手順を簡素化し、土地競売

制度を導入している。さらに地方政府が用途変更できる規模を 2ha から 200ha に拡

大し、地方分権化を一歩進めた。これによって Land For Infrastructure（LFI）と言

う土地使用権譲渡手法が地方政府で人気になり、計画とは無関係に大規模な土地をイ

ンフラ整備することを条件に民間企業に譲渡した（Danielle Labbe 2014）。 

中央政府で土地利用関係を管理するのが自然資源環境省（MoNRE）であり、計測・

測量・地図作成・土地配分・国土土地利用計画作成などを担当する。中国と同様で土

地市場を政府が独占し、政府―利用者間の第一市場と利用者―利用者間の第二市場の

二つの土地市場が形成されている。土地収用の際の評価（例えば、ハノイ市の場合は

エリア別に５段階評価）もこの改正で新しくなり、市場価格の 7-8 割に決定するとし

たがまだ市場価格とは程遠く、補償金はこれよりずっと少ないと言う。なお、土地評

価は毎年元旦に市場に合わせて改定される（Hironori Kato 2010）。 

社会経済的に重要なプロジェクトに関しては地方政府が土地収用を住民と交渉して

実施することができると指定されたのは 2007 年の Decree 84/ND-CP である。この

仕組みは Thu らが事例を基に詳しく説明しているのでここで短く紹介する。公共事業

と外国資本事業実施の際に土地収用の必要性が生じれば中央政府より事業の認可をも

らった後一級自治体が計画を確認し、収用は二級自治体が実施する。ただし、民間事

業の場合は企業が住民と直接交渉をするとしている。この法令によって外国資本事業

が取得できる土地使用権の期間を 50 年から 70 年に延長したのが資本導入に積極的な

姿勢であると高く評価されたと言う（Truong Thien Thu 2011）。 

土地の効率的利用が悪く、不明確な規定による汚職、地方政府の利益追求、土地関
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連税収の漏れを是正するため 2013 年の土地法を改正するとして仮案が作成されてい

る。その内容は土地使用権配布の際の上限の引き上げあるいは撤廃、期限の延長、土

地評価価格の決定権限を収用事業担当主体である二級自治体に移譲することである。

また、収用が可能な事業種類の明確化、各種法律との矛盾の解消などが挙げられてい

る（Vietnam Law Magazine 2018）。Dang 氏のインタビューによれば住宅法は外国

人の住宅所有を許可しているが、土地法は禁止するなど投資を妨げるような規定が建

設法・投資法・公共投資法・森林法・計画法にもあると言う（Vietnam News 

2020）。 

土地法の重要な役割は土地利用計画の策定である。これは国・省と市・二級自治体

の３つのレベルで作成され、小都市では総体計画と一緒の場合もある。土地利用の詳

細は５カ年計画と年度計画によって決められ、使用権の譲渡と分配などを決めている

（Anh 氏へのヒアリング）。都市計画と土地利用計画の用途が不一致することはある

が、都市計画が優先され、土地利用計画がそれに合わせて変更されると言う（Hoang

氏へのヒアリング）。例としてヒアリングの際に得た土地利用計画図を次に示す。 

 

 

図 4.2-3 土地利用計画の例（Hoang 氏提供） 
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4.2.3. 都市政策 

ドイ・モイ政策以前のベトナムの都市政策は重工業に重点が置かれた都市の工業化

であった。大都市で大規模な工業区域が設定され、土地の国有化によって工場と労働

者のための団地建設が盛んに行われた。ハノイ市とホーチミン市の場合も同様で、城

塞都市（tube house 型）と植民地時代に建設された西洋都市（villa 型）の 2 つのエ

リアからなる旧市街地の周辺に工場地帯と国家公務員のための主に 5 階建ての団地が

形成されていった（JBIC 1999）。政府の公共住宅政策だけでは需要に応えられなく、

住民による個別開発が行われ、少ないとは言え都市部の 8％に当たる 15km2 が非計画

開発市街地になっていた。これは Ho Khau システムによって都市部への人口流入が制

限されていたから少なく抑えられたのである（Nguyen Quang 2002）。 

新しい経済政策によって公共住宅政策が廃止され、当時住宅ストックの 3 割程度あ

った国有住宅の私有化が実施され、ホーチミン市においてはその収入によって住宅投

資基金がいち早く設立された（JBIC 1999）。郊外エリアでの工場建設と住宅建設へ外

国資本の投資が行われ、都市が急激にスプロールした。ハノイ市の場合は紅河の反対

側に 7 つの工業ゾーンの開発が始まり、その周辺の住宅の８割は住民が自力で建設し

たセルフビルド住宅であった（Nguyen Quang 2002）。旧市街地でも空地さえあれば

住宅開発がされ、都心から 5-8km 地帯は農地から住宅地へと徐々に姿を変えて行っ

た（加藤 2003）。都心部で比較的大規模な土地を有していた国有企業はその敷地を外

国資本によって高層商業開発し、都市の密度を短期間で上昇させた。 

1991 年に住宅条例が公布されて住宅登録と住宅所有証明書が発行できるようにな

ると住宅市場が形成される環境が整った。1993 年に建設省から公布された Decision 

322/BXD-DT は地域計画（文章と 1/25,000 の図面）制度を導入した。これは現在連

省地域、省、連県地域、県、特別機能地区、連省地域の幹線道路コリドー・経済コリ

ドーの 6 つのエリアで策定されている（JBIC 1999）。 

1994 年にハノイ市のマスタープラン作成にあたって、Decree No.91/CP を発行

し、旧来の五カ年計画―総体計画―初期建設計画―詳細計画―実施計画の 5 段階体系

を廃止し、新しい 2 層体系を取り入れた。上位計画である総体計画は 15-20 年を目標

に作成され、5 年単位で改定される（Quyen Thi Lan Phuong 2017）。縮尺が 1/500

と 1/2000 の 2 種類の詳細計画は下位計画として機能する。ホーチミン市の場合は区

総体計画も導入されている。開発規制は主任建築家部（Chief Architect Office）から
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発行される計画許可証と建設許可証によって行われる。当時の計画書類は秘密資料扱

いされ、積極的に公開されていない（Nguyen Quang 2002）。 

1996 年の Decree No.42/CP は開発規制の手順を明確にした。これは投資事業を公

共と公共以外の 2 つに分類し、投資規模によってさらに 3 つに分け、計画投資省と人

民委員会長と計画投資部の 3 つの機関から事業規模に応じて許可をもらうと制度づけ

ている。これは開発者が投資規模によって申請する相手機関が異なると言うことであ

る（JBIC 1999）。 

2003 年に建設法が制定され、2 層計画体系が法律として位置づけられ、計画策定へ

の参加の許可と計画書類の公開化が初めて記された（Tran Mai Anh 2013）。土地利

用、開発の方向性、交通、都市機能、インフラ施設と農地の建設地へ転換は総体計画

によって決められるとしている。詳細計画は開発行為の許可の元になる用途・容積

率・建蔽率・高さ制限などを指定し、開発が実施されずに 3 年間が過ぎた場合は許可

が無効になると期限を付けている。また、植生の位置・都市基盤施設の配置・アーバ

ンデザインなどの詳細な基準も定めるようになる（Nguyen Truc Anh 2007）。 

特級市の場合は市全域だけでなく、区レベルの総体計画の策定も必要となり、加え

て詳細計画の 1/2000 と 1/500 の 2 スケールの合計 4 つのプラン策定が義務付けら

れた。この法律の問題点として土地利用用途区分には商業・業務などの当時の都市活

動に適応した区分がなく、住宅地についても既存と将来と言う 2 つの区分しかなかっ

た。また、各指標は街区レベル（区画道路で囲まれたブロック）の平均値であり、開

発を区画単位で規制するのが難しかった。そのため、担当者の裁量で容積率や高さ制

限などを恣意的に緩和することが可能になり、汚職の原因になった（松村 2012）。 

その後、住宅法によって確認・審査プロセスを簡略化し、アフォーダブル住宅の供

給に力を入れている。これは 10ha 以上の開発であれば住宅量の２割を社会住宅に充

て、現地政府の住宅管理部に提供すべきとしている（Danielle Labbe 2014）。 

2007 年の Circular No.08/TT-BXD で実務方針として制定された建築管理ガイドラ

ン制度は詳細計画が無い場合に独自の斜線制限と接道義務の設定を可能にしたがほと

んど活用されなかった（松村 2009）。その二年後にベトナム国初の都市計画法が施行

されて状況が変わった。新法は建設法とセットで新しい計画体系をつくることにな

る。まずは、総体計画の策定義務は省と直轄市のみで区レベルの策定は不要になっ

た。新たにゾーニング計画を導入し、従来の 2 層体系の間に位置付けた。建設法と都
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市計画法の計画体系の変化を図 4.2-4 で示す。 

詳細計画及びゾーニング計画が策定されていない場合は簡易な計画基準を定めた計

画ライセンスを定めることも可能になった。また、開発許可は 5ha 以下（住宅であれ

ば２は以下）の開発プロジェクトの場合にゾーニング計画による審査が可能になって

いる。区レベルの総体計画は行政単位であったが、ゾーニング計画は行政界を超えた

範囲で策定できるようになっている。ゾーニング計画は総体計画のコンセプトを具体

化し、計画同士の連続性を重視し、開発指標を提示すると同時に計画の基本的な方針

や概念を示すことを目指している。 

 

 

図 4.2-4 都市計画法による都市計画体系の改変（松村 2012） 

同時に建築ガイドラインの改善と法制度化も実施され、詳細計画では規定できない

隣地斜線制限や接道義務、地下空間に関する指標を提示でき、省・直轄市の特定エリ
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アに適用でき、ゾーニング計画と詳細計画のないエリアでも指定が可能になった。新

法によって計画体系の種類が増え、内容が豊富になっていると言うことである。だ

が、適用事例としてホーチミン市を調査した松村によれば計画の柔軟性の欠如、計画

策定根拠の不明確さ、用途区分の妥当性の問題、規制数値の実効性の欠如などの課題

がまだ解決されていないと言う（松村 2012）。 

同法は計画ライセンス・計画許可証・建設許可証（これについては 5.2.3 で詳しく

みる）の内容を明確にした。総体計画には優先インフラ事業とその予算計画書を含ま

せ、開発指標はゾーニング計画でブロックごとに、詳細計画では区画ごとに設定し、

計画内容を厳密にしている（Nguyen 氏へのヒアリング）。さらに、土地収用は詳細計

画を根拠に行われると指定している。また、人民委員会は投資計画と計画内容を投資

家に有利な条件で作成すべきとしたのが特徴的であった（Law on Urban Planning 

2009）。 

また、建設法は 2014 と 2020 に 2 回改正されている。前者の主な変更点は建設許

可プロセスのスムーズ化であり、特定建設行為に関しては許可を不要とし、住宅供給

を促進するためにすでに許可された 1/500 の詳細計画図であれば 7 階以下、500m2

までの住宅建設は建設許可を要しないとした。また、一定の事業認定書交付業務を専

門協会に委託し、開発規制を統一した窓口での受付を開始し、透明性と公平性の向上

に努めている（Construction Law 2014）。 

後者では国家的な重要プロジェクトと公共投資による A 級の事業に関しては実施可

能性・採算性調査を義務づけ、建設労働者の保険加入を雇用者に義務付けた。また、

詳細計画が策定されていない農村エリアでの開発行為に対して建設許可プロセスを義

務付けた。最後に事業申請と計画確認・審査期間を短縮化し、事業資金の全額証明書

制度を撤廃し、建設業界への投資促進を図っている。課題点として外国の建設業者の

事業許可証の取得を義務付けているが、その取得方法が不明確である点と建設契約書

の様式は公共事業向けのままであり、民間あるいは外資による開発に不適切なまま残

っている点が挙げられている（Construction Law 2020）。 

最近の政策としては建設省による「都市発展政策 2030、ビジョン 2050」が作成中

であり、新設された Law on Physical Planning によって省級の総合計画の作成が決

まっていることがヒアリングで分かった。これは中国の計画統合化と同様ですべての

計画の内容を整合・連携・合理化させ、開発事業と計画を１つの地図に落とすことが
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目標である。しかし、これはハノイ市とホーチミン市は対象外である（Hoang 氏への

ヒアリング）。 

 

4.2.4. 小括 

ベトナム国はドイ・モイ政策以来、都市開発と土地管理に関する法律整備を進めて

来た。市場移行に続いて Ho Khau 制度も緩和され、都市への人口移動が確実に増加し

ており、25 年間で都市人口の割合が倍増している。都市の分類方法も数回変わってお

り、都市の数は増えつつある。1990 年代半ばに土地利用を促進する 5 つの権利を制

定し、土地使用権証明書を発行し、土地評価制度（LPF）も作っている。この法律は

地方政府に土地市場を独占する機会を与えた。同時期にソ連から取り入れた計画体系

を法的に位置づけさせたが、計画作成は依然として集権的なままであった。 

1994 年に計画体系は変わり、地域計画―総体計画―詳細計画の 3 つの計画の策定

が行われるようになった。前の 2 つは政府が、詳細計画は開発者が作成するようにな

るが、総体計画で詳細計画を規制・誘導する手段がなかった。建設法の制定で大都市

の総体計画は地方政府が作成できるようになる。各省庁も五カ年計画の方針に基づい

た国家―省級―地方レベルの計画を作成し、詳細計画は地方計画の影響を受ける。都

市計画法は新たにゾーニング計画を導入し、以前なかった詳細計画の規制と手法の役

割を果たすように位置づけられた。その効果は別にして、ベトナム国の計画体系は多

層化し、民間開発を誘導できるようにする試みが行われている。最近は都市開発と各

省庁の計画を統合する新法が施行され、大都市を除くすべての都市の計画体系が一層

変化することが予想される。ベトナムの計画体系は中央集権的であり、土地利用計画

の都市計画に与える影響は中国に比べてはるかに弱い。しかし、地方政府の土地に関

する権限が強く、強化されて来た経緯を持つ。計画体系の変化の流れを図 4.2-5 で示

す。
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図 4.2-5 ベトナムの計画体系の変容（筆者作成）
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経路依存理論で解説すれば 1986 年のドイ・モイ政策の導入が分岐点であり、その

後の法制度整備はすべて自己強化型の経路であると思われる。最初の計画体系の法制

度化は自己強化①である。 

土地権利種類の増加と地方政府権限の大幅な拡大と計画作成の地方分権化は自己強

化②である。地方政府は旧法で 2ha までの土地の割り当て権しか持っていなかったの

が 200ha になることで土地対インフラ交換仕組み（LFI）を出現させた。土地を投資

資金として利用できるようになると、土地価格をコントロールできる地方政府は土地

を安価で収用し、民間企業への大規模な割り当てを実施した。土地の価格上昇を狙っ

た投資的な売買が盛んになり、逆に土地の効率的な利用を妨げた。 

都市計画法制定から建設法改正までが次の強化であると考えられる。前者は上で挙

げた計画体系の問題点を克服し、都市の開発をコントロールするために総体計画と詳

細計画の間にゾーニング計画を導入している。これは上位計画との連続性を重視した

計画指標を提示し、計画の基本的な方針や概念を示す。この間に土地法も改正されて

いる。その内容はすべての土地使用権の公布は作成された計画に基づいていることを

義務づけた。同時に計画が中央政府の承認を受けていれば地方政府は将来開発のため

に予備の土地を確保することを可能にした。建設法の改正は建設業界の活性化と住宅

開発の促進を図る目的で複数の規制緩和と諸手続きのスムーズ化であった。この自己

強化は増えつつあった民間による住宅開発をさらに加速させる可能性がある。だが、

インフォーマルに開発による住宅供給はまだ存在すると思われる。中国の改革より遅

れて始まったとは言え、ベトナム国の政策は短期間で急速に展開している。そのすべ

ての段階は開発志向型であり、今後都市化がますます進むと思われる。 
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4.3. モンゴル 

 モンゴル国は 1911 年に清朝から独立し、1924 年に人民共和国を成立し、旧ソ連

と親密な国交を発展させてきた一党制の国であった。当時、ソ連からの政策影響が大

きく、第二次世界大戦後から国家を発展させるべく放牧業計画や生活文化計画など

様々な計画書を作成するようになる。そして、1951 年に第一回社会経済発展五カ年

計画がモンゴル人民革命党の党大会で採決され、民主政権に移るまで５年ごとに作成

され続けた。この計画書はソ連のそれと同様で党の中央委員会、閣僚評議会、国家計

画委員会が中心になって作成し、重工業をベースにした都市開発や放牧業や農業分野

に重点を置き、予算と人員配分を決める重要な書類であった。 

1980 年代後半から東欧のソ連傘下の国々で起こった民主化運動はモンゴルにも影

響を及ぼし、1989 年から盛んに行われるようになる。翌年に革命党の中央委員会の

政治部門が総辞任し、新しく発足された人民大議会は新憲法を制定し、複数政党制に

変わり、1992 年に初めての民主選挙が行われた。それ以降４年ごとの政権交代が続

き、2016 年に初めて二期連続で同じ党による内閣が樹立された（モンゴル人民党：旧

モンゴル人民革命党）。ここでは民主化以降に取られた各政策についてその内容を吟味

し、変化を追う。 

まずはモンゴル国の法体系と行政体系を整理する。モンゴルは制定法主義の国であ

り、国会・内閣・裁判所から成り立つ三権分立体系を持っており、行政体系は三層か

らなる。国会は４年ごとの選挙で選ばれ、多数席を獲得した政党が内閣を樹立する。

国会は法律と政令（Law, Decree）を、内閣と各省庁は政令を、自治体議会と知事は

それぞれの決定を公布できる（Decision, Circular）。行政単位は 21 の県（Aimag）

と 330 の村（Soum）からなり、首都ウランバートルは市内の６つと衛星都市の３つ

の区（Duureg）とその下の 152 の町（Khoroo）から成り立つ（図 4.3-1）。 

 

 

図 4.3-1 モンゴル国の法体系と行政体系（21, 22 法律より筆者作成） 
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ここで県と首都を一級自治体、その下の村と区を二級自治体、さらにその下を三級

自治体とそれぞれ呼ぶ。一級と二級自治体議会はそれぞれの年度土地利用計画を作成

し、知事はそれを実行し、土地所有に関する手続きを管理する。また、知事は管理域

内で行われる建設事業の許認可と公共交通に関する決定を下す。二級自治体議会はさ

らに中期発展計画、年度経済社会発展方針、下級を含めた自治体予算と権限内の税金

各種の料金と手数料を決定できる。土地占有・使用証明書は二級自治体知事のサイン

で効力を持つ。 

 

定住地の分類 人口規模 

都市 国級都市 50000 人以上 

県級都市 15000 人以上 

村落 500 人以上 

表 4.3-1 モンゴル国の都市の分類（25 法律より筆者作成） 

 

 旧法では三級自治体の役割が不明確であり、上級自治体と権限が重複するなどその

曖昧さゆえに問題が多数起こっていたが、2020 年の新法により内容が詳細化され明

確になった。新法で大きく変わったのが知事の任命権限は上位知事に（最上位は首

相）に帰するとした点である。また、法人税の一部と放牧税を自治体に残し、議会が

作成する各計画を実行する財政能力を強化し、地方分権化を進めたのが大きな変化で

あった。新法の適用開始は 2022 年であり、今後の都市発展に大きな影響をもたらす

と思われる。なお、表 4.3-1 でモンゴルの都市分類を示す。 

 

4.3.1. 国家政策 

●国土発展に関する方針 

 民主化により社会経済発展五カ年計画を廃止して以来、初めて出された経済計画は

2001 年に国会が発令したこの政令である(参考文献 19)。計画書は概要、国土発展の

根拠、基本方針、国土発展における政府の役割の 4 章からなる。その内容を要約すれ

ば： 

「広大な土地に比較的少ない人口を持つ国土を多数の自治体に分割するのは好まし

くないと指摘し、西部・山間部・中部・東部の 4 つの地方をベースにそれぞれの主産
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業を決め、その分野の発展を目標にインフラ整備を行う。各地方の中心となる都市を

選定し、そのマスタープランを改定し、それらを軸に縦と横の鉄道網・道路網・空港

整備を進め、多拠点を形成する。縦軸は首都ウランバートル市に鉱山都市のダルハン

とエルデネットを通り、首都は国の行政・文化・科学・情報技術・外交の拠点にす

る。地方分権化を進め、税制度を改め、各地方の自力での発展を促す。建設都市開発

省は人口居住計画を作成し、2005 年を目標に横軸の道路網であるミレニアム道路を

整備し、2010 年までに４つの地方の拠点を結び、2020 年までに各県の自力発展を実

現する」としているが、このうちミレニアム道路以外の事業は進められていない。地

方拠点になる都市はまだ決定されていなく、人口居住計画の作成は大幅に遅れ、2018

年から作成開始されている(Montsame 2018)。 

 

●新開発中期計画 

上記の計画書は実現せず、首都への一極集中が続き、国土の均衡ある発展は達成さ

れなかった。2008 年に発足された連立政権は鉱山、放牧業、農業に関する数多くの

政策を発表した中に 2010 年のこの政令が含まれる(参考文献 32)。土地利用計画とマ

スタープランとその他の計画同士の連携が乏しいことを問題視し、2016 年を目標に

した各指標と関連する法整備と事業の２部からなるこの計画の内容は： 

「発展拠点となる 8 つの都市開発を進める。計画体系を国際基準に合わせるために

関連する法律を改正する。国・地域・県・村の土地利用計画をその他の計画に合わせ

る。マスタープランと土地利用計画と建設事業と公共交通計画を連携させる。抵当権

制度の導入による低金利住宅ローンを活用したゲル地区再開発事業を実施し、複数の

団地を開発する。県庁所在地とウランバートル市を合わせ、100,000 戸の新築アパー

トを建設するために新しいマスタープランを作成する。ウランバートル市に関しては

３つの環状線道路を整備し、ゲル地区の区画整理事業を始め、詳細計画（緑地率を２

割に指定）の作成によって 35 か所で 80,000 戸のアパートを建設し、首都近郊に衛

星都市を開発する」である。 

2001 年の政令に比べ実現した事業は多かったが、各種計画の連携を強化する法整

備は進まず、8 つ拠点も指定されなかった。しかし、住宅政策の柱である低金利住宅

ローン制度はゲル地区再開発事業と連携しなかったが、その成果は大きかった。この

政策で計画体系整備は進まなかったが各事業の進捗が良かったと言われている。 
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●発展政策計画に関する法 

新開発中期計画で目指された各種計画の連携強化はこの法律によって実現が図られ

た。法律は 2015 年に制定され(参考文献 30)、2020 年に改訂されている(参考文献

31)。ここでそれぞれの内容を整理する。 

 

政策名 期間 計画名 

長期計画 15-20 年 発展方針 

中期計画 8-10 年 政府政策、国土発展政策、県・首都発展目標 

3-5 年 内閣事業計画、知事事業計画、 

国家と準事業計画、国家投資計画 

短期計画 1 年 経済社会発展主指針、県・首都・自治体予算計画書 

表 4.3-2 旧法の計画書類の分類（30 法律より筆者作成） 

 

最初の法は 4 章 24 条からなり、今まで作成されて来た数多くの計画書類の分類と

役割、作成する機関、有効な期間、記されるべき内容等を明確にしている（表 4.3-

2）。国会は発展方針を決め、内閣は実施計画を作成し、国会で審議・採決される。計

画作成時の国民参加を促進し、政権交代による中長期計画への影響を制限するために

各政党の方針はこれに合わせるように促している。実施評価は２年ごとに行われ、そ

の内容は公表され、さらに４年ごとに外部監査を受けるとしている。 

2019 年に憲法が改正され、それに伴った各法令の変更が次々に行われた。そのう

ちの一つが本法の改正である。新法は 7 章 25 条からなり、計画の内容、名称、関係

を詳細化している。大きな変化は、中短期計画は必ず予算計画を付随し、すべての計

画書類は国家開発庁で統一されて保管され、互いの連携確認に使用されるとした点で

ある。これは長年に渡って目指されていた計画実現の保障と連携強化対策のためであ

ると言える（表 4.3-3）。 
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政策名 期間 計画名 

長期 30 年 長期ビジョン（人口居住計画と都市マスタープランはこの方針に

従う） 

中期 10 年 人間開発目標事業、社会開発目標事業、経済・インフラ開発目標

事業、自然環境目標事業、ガバナンス目標事業、国土開発目標事

業、国際競争力を高める目標事業 

 5 年 発展五カ年指針、一級自治体発展五カ年指針 

短期 4 年 内閣事業計画、知事事業計画、 

 1 年 年度発展計画、国家予算、年度一級自治体発展計画、自治体予算 

表 4.3-3 新法の計画書類の分類（31 法律より筆者作成） 

  

ここに明記されていない各種計画の関係はそれぞれの法律で詳細に指定されると思

われ、根拠となる法律の改正を待つことになる。新法の改正案と同時に内閣官房長官

主導で長期計画が作成され、法案成立直後に国会で審議され、採決されている。この

長期計画ビジョン 2050 の内容を次節で見る。 

 

●ビジョン2050 

2019 年に 1500 人の各分野の専門家らによって７か月に渡って作成され、３段階

で実施される 9 つの目標と 50 の達成基準が挙げられている(参考文献 7 と 8)。480

ページにも及ぶモンゴル国初の長期計画書は人間開発、生活の質と中所得層、経済、

ガバナンスの向上、グリーン発展、安全保障、国土計画、ウランバートル市と衛星都

市と最後に計画の一環で行われる各事業とそれに必要な投資額の付録から構成され

る。 

以前の計画に比べて明確になった部分は国土計画とウランバートル市の発展方針で

ある。縦に分割していた 4 つの地域を再編成し、5 つの地域+ウランバートル市の形

にしている。表 4.3-4 で各地方の発展目標をまとめた。さらに、各地域の拠点になる

都市をそれぞれ指定し、主力産業も決められ、その発展に必要な道路と鉄道網が計画

されている（図 4.3-2）。また、首都機能を段階的に移転させ、オルホン川の一帯に新

しい首都を建設するとしている。 

各計画同士の連携が強化されたとは言え、いくつかの点で矛盾が見られたのをここ
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にあげる。まずは、人間開発章の総人口は国土計画章のそれより 500,000 人多く、人

口増加率も異なっている。Khovd と新首都を中心とする地域に鉄道網を整備しない方

針であるが、国家鉄道政策では 2 段階で長距離鉄道を建設するとしている。 

 

 

図 4.3-2 国家鉄道政策、緑はドイツ国を比較（7 より筆者作成） 

 

筆者は 2020 年に国家総合開発計画策定プロジェクトのオンラインセミナーに参加

した(ヒアリング 6)。これは人口居住計画と地域開発政策を兼ね、ビジョン 2050 の

下に位置づけるとしているが、仮の案での地域分割はビジョン 2050 のものより 1 つ

多くなっており、計画同士の連携が必ずしも強化されているとは言えない。計画作成

は独立行政法人国際協力機構（JICA）の援助で現地政府からは建設都市開発省と国家

開発庁が参加している。 

ただし、プロジェクトの一環として一般人の参加を促進し、意見を取り入れたこと

は評価に値する。後日、セミナーの動画と参加者から上がった質問への回答が一般公

開された。このように政府の計画作成過程への参加とその報告を積極的に行った活動

は筆者が知る限り初めてである。
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No 拠点都市 含まれる県名 主力産業 人口 家畜数 道路網 鉄道網 

1 
Choibalsan Khentii, 

Dornod, Sukhbaatar 

製造、* 
266,000 19.3 3,500km 794km 

2 
Dalanzadgad Govisumber, Dornogovi, 

Dundgovi, Umnugovi 

鉱山、高度製造、サ

ービス、古生物観光 

249,000 15.6 1,626km 2,110km 

3 
Bayankhongor Govi-Altai, Bayankhongor, 

Uvurkhangai 

資源、* 
332,000 22.5 1,291km 850km 

4 
Khovd Khovd, Bayan-Ulgii, Uvs 資源、* 

396,000 12.5 1,561km - 

5 
Uliastai→新首

都 

Selenge, Darhan-Uul, 

Orkhon, Bulgan, Arkhangai, 

Khuvsgul, Zavkhan 

畜産業、* 
784,000 37.3 2,247km - 

6 
Ulaanbaatar Tuv 国際、科学技術、輸

送拠点、高度製造、

サービス 

2,871,000 9.2 1,193km 2,575km 

合計   
*は観光とグリーン

経済方針 

4,898,000 116.4 11,418km 6,329km 

表 4.3-4 ビジョン 2050 の要約、2050 年時点、家畜数単位は百万頭（筆者作成） 
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4.3.2. 土地政策 

1996 年の新政権は市場移行を促進する目的で国有企業の民営化や解体、国有住宅

の私有化、土地料金制度の導入など様々な政策を取った。ソ連時代の経済相互援助会

議（COMECON）が解散し、国有企業の主な買い手がなくなり、失業率が上昇し、企

業方針を変更する必要があった。また、住宅市場を形成し、民間開発による供給を住

宅政策の土台にした。社会主義都市は重工業をベースに開発されて来たため、国有企

業のほとんどが都市中心部に広大な土地を有していた。この土地の最適利用を図るた

めに土地市場形成が急務であったので土地料金制度を導入した。ここで土地に関係す

る最も重要な 3 つの法律の内容をまとめる。 

 

●土地料金に関する法 

 最初の法律は土地料金に関する 1997 年の法律である(参考文献 13)。13 条からな

るこの法律は土地権利を有し、住居・賃貸・農業・放牧・鉱山・商業などすべての目

的で使用する者に対して料金を徴収するとしている。土地料金とその評価は内閣が設

定する。評価は土地の位置階級・インフラ接続状況・用途・その他の条件を基に決定

される。位置階級も内閣が決める。さらに土地料金は二級自治体の議会で係数を設定

することで徴収される使用料を変更することができる。ただし、係数には上限と下限

がある。内閣はさらに 5 つの用途で料金係数を決めている。最後に土地料金から免除

を受ける者とその度合も決められている（表 4.3-5、表 4.3-6、表 4.3-7）。 

 

放牧用途 農業用途 都市域内 インフラ用途 その他 

0.01-0.03% 0.01-0.03% 0.1-1.0% 1500-7500MNT 0.01-0.03% 

表 4.3-5 二級自治体が決定する土地使用料係数上下限度（13 法律より筆者作成） 

  

農業用途 鉱山用途 森林河川区域内 環境保護区域内 観光用途 

同等 ２倍 ２倍 3 倍 同等 

表 4.3-6 内閣係数、最寄りの都市域の土地料金に対して（13 法律より筆者作成） 
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放牧用 住居用 教育用 農業用 住民組合 遠隔地方 経済特別地区 

全額 700m2

まで 9 割 

全額 5 年 

全額 

全額 5 年全額 

3 年半額 

10 年全額 

表 4.3-7 土地料金免除割合、遠隔地方は製造業を営む場合（13 法律より筆者作成） 

  

土地料金は四半期で請求され、前払いが可能であり、その徴収義務は一級と二級自

治体にあるが、大半の自治体は土地使用料係数を最小に設定し（例えばウランバート

ル市のバヤンズルフ区は選挙の年に係数をゼロにしている）、その額が徴収経費より小

さいがためにほとんど集められていない。土地関連費用は自治体の歳入になると同法

に記されているものの、税金法では税収はいったん国家予算に入り、その後自治体に

分配される形を取っているため自治体の土地関連費用徴収の意欲が少ないと言う理由

もあった。だが、2020 年に税金制度改革があり、土地料金は一級と二級自治体で６

対４の割合で分配され、さらに法人税の一部も自治体の歳入になることが決められて

いる。表 4.3-8 でウランバートル市のここ５年間の土地関連収入をまとめる（大蔵省

へのヒアリング）。地方政府の直接収入になるのは地下資源税であるが、ウランバート

ル市の場合は鉱山開発がないため、他の地域に比べて財源不足になる課題がある。 

 

 2017 2018 2019 2020 2021 

土地料金 30.5 31.5 52 48.5 66.6 

競売収入 15 13.7 1.5 31.5 1.5 

表 4.3-8 土地関連収入、単位は 10 億 MNT（筆者作成） 

 

●土地に関する法 

7 章 64 条からなるこの法律で土地に関する詳細が決められている(参考文献 14)。

まず土地権利の種類は所有・占有・使用の３種類に分けられ、5 つのことについての

取り決めが行われた。それぞれの特徴を次の表でまとめる。 

所有権はモンゴル国生まれのモンゴル人にのみが取得可能であり、占有権は同じく

モンゴル人の家族用で使う土地（別荘地、植栽用地など）と政府と政府機関が有する

土地、国内法人向けの土地権利である。住民組合と外国人と外国の法人は使用権を有

することができ、組合は 15 年単位、それ以外は契約書の期間で使用することが可能
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（表 4.3-9）。 

 譲渡 贈与 相続 売買 担保 期間 対象者 

所有権 + + + + + 永久 モンゴル人、国 

占有権 + + + - + 15-60 年 家族・政府用地・法人 

使用権 - - - - - 契約期間 外国人・法人・組合 

表 4.3-9 土地権利の特徴、+は可能、-は不可能、占有権は 40 年延長可能（14 法律

より筆者作成） 

 

土地用途は放牧と農業用途、都市部、道路とインフラ、森林、河川、特別用途の６

種類に基づいて政府と自治体でそれぞれの計画を作成し、権利書を交付し、土地権利

競売の際の根拠にする（表 4.3-10）。三級自治体はそのエリア内のパブリックスペー

スを管理する。土地市場形成に必要な政令は建設都市開発省の土地部門が作成する。 

 

計画名 期間 作成機関 

国土土地利用総体計画 16-20 年 建設都市開発省 

県・市土地利用総体計画 12-16 年 一級自治体 

村・区土地利用計画 年度ごと 二級自治体 

表 4.3-10 土地利用計画の種類（14 法律より筆者作成） 

 

ここで特筆すべき点は土地に関するあらゆる事柄（土地占有権発行、使用権発行）

は土地利用総体計画をベースに作成された都市マスタープランとその傘下の段階プロ

ジェクトと詳細計画を根拠にすると指摘されている。もし、都市マスタープランが無

い場合は土地利用総体計画が根拠になる。また、一級自治体知事はインフラが整備さ

れた地域の土地配分を、二級自治体知事はその他の土地の配分を決定できる。 

土地法の修正は複数回あったうち 2015 年の土地利用計画作成時の住民参加の促進

と 2018 年の土地権利と不動産権利の融合化は考慮に値する。また、同年に内閣政令

によってウランバートル市の土地基本評価が改訂され、住所・インフラ・社会経済と

環境条件を考慮した 16 ゾーンの 17 用途で値段が決定された。例えば住居用途の土地

は平米につき 1,800-81,800MNT、商業用途は 19,200-128,000MNT である。 

筆者が専門家へのヒアリングで分かった点をまとめる。法律が施行された当時、計
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画によればウランバートル市内で占有化できる土地はほとんどなかった。しかし、市

長権限でインフラ接続が可能なパブリックスペースで占有権を発行して民間企業に渡

している。法律では詳しく決められていないため、一級自治体の県では土地と計画は

同じ部署が管轄しているが、ウランバートル市では別々の部署が担当し、土地配分と

都市開発が連携されなかった期間が長かったようである。さらに、環境観光省が管理

する自然保護区の土地と自治体が管理する土地の計画作成機関と土地配分責任者が異

なるため統一された土地管理ができないことが大きな問題であると指摘している。最

後に、土地利用計画は元々遊牧業の集団化の際に放牧用地を決定するために作成され

たのが始まりであり、計画と言うより土地登記のためのシステムであったことが社会

主義国の特徴のようである（土地計画学科へのヒアリング）。 

建設都市開発省の部長のインタビューで土地政策の最近の状況を把握した。民主化

以降に土地管理制度は自治体と政府とでバラバラになっていた。民営化された国営企

業や政府組織や広大な土地を有する行政機関は占有している土地を民間に売却・名義

変更するなど土地保有者の変更が多くあった。だが、統一された記録システムがなか

ったため権利書が重複する問題がたくさん起こった。また、各土地利用計画も互いに

矛盾することが多々あり、土地政策を実施する上で大きな弊害になっていた。この課

題を情報技術の導入によって克服し始めている。土地利用計画、土地市場、土地料金

と税金、地籍情報、モニター、マスタープランの 6 つ情報を一元管理し、監理機能と

連携を強化している。自治体と一般人もこのシステムにアクセスが可能になってい

る。まだすべてのデータの入力は終わっていないが、今後の土地政策はスムーズに実

施されることが期待されている（Jargal Defacto 2021）。 

 

●土地所有化に関する法 

モンゴルは古くから遊牧文化の国であったので土地所有の概念が他の定住文化の国

に比べて薄かった。放牧用地の取り決めは部族と家族同士の約束程度の決め事であっ

たので権利書などなかった。社会主義時代に入ると土地はすべて国有のものと憲法に

記され、都市部の土地開発は使用する国営企業に政府から土地登記書が配られた。民

主化して以降も土地所有の概念は薄かったが、政府によるさらなる市場移行と当時世

界的に有名になった経済学者 Hernando de Soto の土地権利に関する思想の影響もあ

り、土地に関する法整備が行われた。これで施行されたのが上で見た 2002 年の土地
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に関する法と下の土地所有化に関する法である(参考文献 20)。 

土地法の次に制定され、翌年から施行されたこの法律は 7 章 41 条からなり、モン

ゴル人に土地を無償配分するためにできた（社会主義時代のゲル地区は土地使用権で

あり、400 ㎡の土地を住居用途で使用できた）。この内容は 1862 年のアメリカの

Homestead Act に似ている（土地計画学科へのヒアリング）。成年であればだれでも

申請さえすれば家族の住居と農業用途の土地を一回だけ取得できる（2008 年までは

家族単位であった）。自治体議会はその年度の申請数と土地利用総体計画とマスタープ

ランと詳細計画と年度土地利用計画を考慮して所有権を発行できる。無償配分される

土地のサイズはその所在地によって異なる（表 4.3-11）。また、個人は占有している

土地を所有化できる（パブリックスペースは所有化できない）。 

 

所在地 首都 県庁所在地 村 国道沿い 

サイズ 700m2 3500m2 5000m2 700m2 

表 4.3-11 所在地によって所有化可能な面積（20 法律より筆者作成） 

 

所有権の関しては自治体の権限が強く、特に二級自治体議会の取り決めは強い力を

持つ（占有権と使用権も同じ）。そのため地方選挙の影響は大きく、選挙の年は所有化

される土地の量が急増する。ウランバートル市に関しては 2013 年まで土地利用計画

を無視し、住民が占拠した土地の権利を申請すれば所有化していたのはこれが原因で

ある。ただし、2013 年から計画を重視するようになり、現在 10,593 ヘクタールの

土地が所有化されたうち 6,539 ヘクタールはゲル地区にある。この法律には有効期限

があったが、4 回の延長により現在は 2028 年まで有効となっている。今までモンゴ

ル全体で 965,750 ヘクタールの土地で土地保有権が発行されている。その内訳を最後

に示す。 

 

所有権 占有権 使用権 政府保有 

55.2% 39.1% 4.9% 0.6% 

表 4.3-12 土地保有権の内訳（筆者作成） 
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4.3.3. 都市政策 

民主化以降の都市政策の基本は国営企業に代わる民間企業の促進であった。都市開

発法と建設法が制定され、計画体系と民間企業に関する諸事項が決められた。これら

の法はそれぞれ３回改正されている（都市開発法改正案は現在作成中）。また、2015

年にゲル地区の再開発と区画整理事業と老朽化した建造物の再開発のための都市再開

発法が JICA の援助で作成・施行された。この 3 つの法律の詳細をここで整理する。 

 

●都市開発法 

1998 年に 4 章 18 条で成立したこの法律は計画体系を制度化し、民間企業による計

画作成を可能にしている（参考文献 26）。土地使用権の発行は各種インフラ接続が許

可された場合に限る。これはほとんど形式的であり、用途種類や計画書の有効期間な

どを明記せず、詳細は都市計画建設基準を順守するとしている。ここで言う基準とは

建設開発省の建築発展センターが作成する建設要領と基準書類である（Construction 

norms and Normative Documents）。2019 年時点で建設分野において 422 の要領

と基準、498 の基準が守らており、業界の安全と品質確保に貢献している。 

 

確定する機関 計画名 

国会 人口居住計画、経済特別地区計画 

内閣 国土計画、首都マスタープラン 

建設都市開発大臣 インフラ開発計画、国土計画マスタープラン、観光発展計画 

自治体議会 県と村の中心地マスタープラン、地方小都市マスタープラン 

市議会 マスタープランの段階プロジェクト、事業、その他の計画、衛

星都市マスタープラン 

表 4.3-13 都市開発法の計画体系（26 法律より筆者作成） 

 

これらのほとんどはソ連の基準書をそのまま翻訳したものであり、ものによっては

未だにロシア語のまま使用されている基準もある。都市計画に関しては CM30.01.04

と CR30.101.05 と AD30-202-11 が適用されているが重要事項以外はこの研究では

触れない。計画体系を整理したのが表 4.3-13 である。 

CM30.01.04 は 61 ページに及び、8 つの強制指標と 10 の誘導指標が数値と図面で
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表記されている(参考文献 12)。都市を人口規模で（表 4.3-14）、マスタープランをそ

の期間によって分類したのが法律とほとんど同じである（表 4.3-15）。都市人口と必

要土地用途（表 4.3-16）を指定し、住宅の階数で人口密度が決まる。この中で必ず順

守されているのは最高人口密度 450 人/ヘクタールと日照最短時間である。この基準

は開発を規制するより社会主義時代の新都市開発に使用されていたものと思われる。 

 

都市の分類 人口 説明 

特大都市 500,000 以上 - 

大都市 100,000-500,000 - 

中都市 50,000-100,000 - 

小都市 20,000-50,000 - 

都市性質を持った村 5,000-20,000 鉱山、交通、リゾート地 

田舎の村 5,000-10,000 二級と三級自治体の中心 

表 4.3-14 基準の都市分類（12 基準より筆者作成） 

 

計画名 期間 方針 

マスタープラン 20 年  

開発方針は 10 年単位 中期マスタープラン 5-10 年 

初期マスタープラン 1-5 年 

表 4.3-15 基準のマスタープランの分類（12 基準より筆者作成） 

 

No 用途地域 準用途地域 

1 定住エリア 住居用途 

2 工業エリア 公共用途 

3 リクレーションエリア 中心用途（商業） 

4 都市近郊エリア 工業地 

 科学用途 

リクレーション用途 

特別用途 

表 4.3-16 基準の用途分類（12 基準より筆者作成） 
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2008 年の法改正は旧法内容を詳細化し 7 章 28 条からなっている(参考文献 27)。

各種専門用語の内容を定義し、計画体系において詳細計画をマスタープランの下に置

いている。この法律で初めて用途地域制度を導入し（表 4.3-17）、建設開発において

敷地の建蔽率の上限を 70％に設定している。計画体系も改められた（表 4.3-18）。 

 

No 用途地域 建設可能用途、指定できるエリア 

1 住居・公共 住宅、教育施設、文化施設、鑑賞施設、科学施設、病院、休息・

医療施設、スポーツ施設、商業施設、食堂、公共サービス施設、

交通とネットワーク施設。住環境悪化建築は禁止 

2 工業 工場、倉庫、公共サービス施設とそれに必要なインフラ施設 

3 インフラ 鉄道、自動車道、上下水道・暖房・電気とそれに必要な施設 

4 緑地と 

リクレーション 

市街地周辺森林、自然保護地区、水資源確保地域、観光と医療施

設、大規模公園、スポーツ施設、日光浴施設、国立公園 

5 放牧農業 農業と畜産業と酪農に必要な施設と肥料生産エリア 

6 別荘 一時居住目的で使われるインフラ未整備住居地域 

7 特別用途 国の予備地域、軍隊施設、廃棄物処理施設、霊園、火葬場 

表 4.3-17 新法律の用途分類（27 法律より筆者作成） 

 

No 計画名 内容 

1 人口居住計画 自然資源を考慮した全都市を含めた計画 

2 経済特別地区計画 インフラ整備を考慮した計画 

3 マスタープラン 開発方針、境界、用途地域、インフラと交通、社会インフラ

を含めた計画 

4 詳細計画 敷地の高低、間隔、インフラの詳細、緑地、パブリックスペ

ース計画を考慮し、市民参加で作成された計画 

5 都市開発実施計画 投資計画書類 

6 建設図面 マスタープランと詳細計画を元に作成、BCR70%以下 

 マスタープラン調査

書類 

土地、人口、経済、社会、文化、交通、環境、土地利用とそ

の他の情報を調査した書類 

表 4.3-18 新法律の計画体系（27 法律より筆者作成） 



第 4 章 計画体系変容の分析 モンゴル 

 

 

83 

 

 また、知事は主任建築家を 4 年単位で任命し、この人物は都市開発発展部を組織

し、管轄域内のあらゆる開発行為の申請を審査し、開発許認可権限を有する。さら

に、マスタープランと詳細計画を元に年度土地利用計画を作成し、建設都市開発省に

提出する義務を負う。市街地における新しい団地は知事の提案で建設都市開発省と協

議した上で開発される。重要な点は計画作成において市民参加を促し、計画書類は一

般公開されるとした点である。ただし、市民参加の手段を明記していない。 

 

No 用途地域 No 準用途地域 

1 住居用途 

1 土地を有する住宅地、ゲル地区 

2 公有地を有する 1-3 階建ての住宅地 

3 4-6 階建住宅地 

4 7 階以上の住宅地 

2 公共用途 

1 行政、銀行、金融、ビジネス、商業、ホテル 

2 住居、教育、文化、科学、医療 

3 中小製造業、商業、市場 

3 工業用途 

1 工業 

2 インフラ設備 

3 住居、公共 

4 リクレーション用途 

1 都市近郊 

2 環境保護 

3 都市公園、緑地 

5 放牧農業用途 - 

6 別荘用途 - 

7 特別用途 - 

8 特有用途 - 

9 混合用途 

1 文化歴史的地区 

2 交渉協議による発展地区 

3 危険地帯 

表 4.3-19 改正案の標準用途分類（筆者作成） 
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現在作成中の都市開発法改正案についてその仮案と筆者が行ったヒアリングの結果

をまとめる。現在の都市開発法は土地に関する法と建設法とその他の政令や公布され

た条例で矛盾する点が 56 か所あり、上位計画の実施が妨げられている。これらの課

題を克服することが新法の目的である。例えば、環境観光省と工業重工業省と一級と

二級自治体が作成する土地登記情報が分かれており、統一された開発政策の実施が困

難になっている。中でも二級自治体議会はマスタープランを無視する傾向が非常に強

い。ウランバートル市のマスタープランは国会で確定されているが土地利用計画は各

級の自治体が承認し、計画同士の矛盾が起こっている。また、都市開発実施計画の作

成が常に遅れ、計画の達成率を評価する手段がないなどが最も深刻な課題であるとし

ている。これらを修正するために新法施行後に関連する 12 の法律にも変更を加える

予定である。人口居住計画と詳細計画はそれぞれ国土土地利用総体計画と年度土地利

用計画の土台になり、国土計画（長期計画に含まれる）では重点都市が決定される。

用途地域制度も大きく変更され、標準になる用途分類を決めるが（表 4.3-19）、自治

体はそれぞれ独自の用途地域条例を作成し、それに基づいた計画作成が可能になると

言う。用途地域条例で階数と建物の規模と建蔽率を設定でき、自治体議会の 9 名のメ

ンバーによる委員会が決定する。10 章 60 条に及ぶ改正案は今年度中に国会で審議さ

れる予定である（建築発展センターへのヒアリング）。 

 

●都市再開発法 

2015 年にできた 7 章 27 条からなるこの法律の主な目的は公益重視と市民参加の確

保である(参考文献 28)。再開発事業の際の関係者の権限と義務を明確にし、整備が必

要なエリアの住環境改善手法を決めている。計画と事業への居住者参加を義務化し、

自治体と民間企業と住民の三者契約書の様式も決められている。保留地の計算方法と

用地選定の基準はこの法律に続く条例で決定されている。再開発の対象になるのは都

市計画基準を満たさない市街地、老朽・既存不適格建築、ゲル地区区画整理、ゲル地

区再開発、公共用地再整備の 5 つである。この法律の欠点は事業範囲が議会によって

決められ、解体対象建造物は政府の審査機関によってのみ行われているため、市民と

民間企業による発案が限定されている点である。 
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事業名 実施可能規模 

土地区画整理事業 最小範囲 1 ヘクタール 

最大範囲 5 ヘクタールあるいは 50 区画 

再開発事業 10 ヘクタールあるいは 100 区画 

表 4.3-20 ゲル地区整備の規模（28 法律より筆者作成） 

 

ゲル地区整備事業の範囲はマスタープランと詳細計画を元に自治体議会が決め、そ

の予算決定権限をも有している（表 4.3-20）。知事は事業を実施する企業の選定会と

そのエリアの詳細計画作成を企画し、住民参加を促進する。事業は住民の８割の賛成

を得て開始される。この場合はゲル地区住民組合の役割が重要にある（住民の 75％以

上で作られている必要がある）。 

 

項目 モンゴル 日本 

土地市場 土地市場はなく、自由取引市場

が未整備、土地の担保性が低い 

不動産市場がある 

土地の権利 事業開始に伴い、土地の権利の

事業者への提供が求められる場

合が多い。 

事業期間中は以前の土地の権利を

保持し、完成して初めて新しい権

利に変換する。 

組合法 制度はあるが都市開発には適用

を考えていない。 

あり、区画整理組合の総会ですべ

てのことを決定する。 

事業主体 三者（行政、事業者、権利者）

契約によって認可される。 

組合が原則。最近は事業代行とし

て事業者も参加できることとなっ

ている。 

計画基準 不明確 区画整理事業標準がある 

行政の役割 住民の権利保護の意味合いが多

い 

認可により都市施設の予算措置を

実施 

住民の役割 契約の権利確保が中心となり、

事業の弾力性がない。 

事業実施責任があり、計画変更に

弾力的に対応できる。最終的には

認可者の行政が後始末をする事例

が多い。 
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事業者の役割 事業リスクをすべて持つため、

最大のリスクを想定し、住民へ

の権利が縮小されがち。事業者

の資金不足で中止の場合、権利

者は不動産を失うことになる。

融資証明書を前提にする必要が

ある。 

組合が事業主体者で実施すること

が原則。事業代行の場合は組合と

の契約内容によって実施する。代

行事業者の資金に対する銀行融資

証明書を要求している。 

事業資金 市中銀行 低利融資制度あり 

事業継承 事業が倒産すると不動産担保融

資で銀行に差し押さえられる恐

れあり。 

組合が資金繰りをすることにな

る。代行事業者の場合はその者が

負担。 

表 4.3-21 再開発・区画整理事業の日本の制度との比較（Ozawa 2021） 

 

この法律は日本の制度を背景にしているが、その仕組みが十分反映されているとは

言えない。当時制度導入に関わった JICA 専門家による二つの国の違いを比較した表

を示す（表 4.3-21）。 

 

●建設法 

この法律は民間建設会社による開発行為の取り決めと建設分野の発展を目的に

1998 年に 7 章 19 条で制定されている(参考文献 9)。設計業者、施工業者、発注者、

政府機関、施工監督者、建築材料生産者、竣工審査機関の義務と権利を明確にしてい

るが、その内容は簡素であり、ほとんどの事項は建築要領と基準を順守するとしてい

る。それは CCM31-01-10 や CCM31-03-03*/11 や CCM31-04-14 などであり、モ

ンゴル語で出版されている 20 の要領と 23 の基準がある。ロシア語のままの基準は

16 種類ある。その後 2008 年に同法は微修正され、7 章 26 条になっている(参考文献

10)。ここではインフラ要件書の発行がマスタープランと土地利用計画に沿っている

ことを義務付けている。高層建築と複雑な構造を持つ建造物についてはその建物ごと

に図面と構造の確認審査を行うとしている。政府による形式的な確認作業にかかる費

用と時間が膨大であると批判され続けたが、５年前に当時の市長によってプロセスが

短縮化されている。 
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2016 年の新法では専門用語を詳細に定義し、完成度が高まった(参考文献 11)。9

章 50 条からなる改正法は建造物を５種類に分け、それぞれの建設許可条件を明確に

している。なお一級建造物に関しては確認審査を必要としない。建設事業許可証もこ

の 5 種類によって審査項目が異なり、許可証の有効期限も 3 年であったのを 5 年から

10 年に延長している。建設企業に対して従業員の保険加入を義務付けている。以前は

すべての許可証の発行元は建設都市開発省であったが、新法では 14 種の許可証に関

しては専門協会への業務委託を進め、業界の自立した発展の道を開いたと評価されて

いる。 

 

種類 特徴 説明 

一級建造物 簡易な構造を持つ建築 高さ 7ｍ、400 ㎡までの住宅 

二級建造物 低度に複雑な構造を持つ建築 高さ 15ｍ、５階建てまで 

三級建造物 中度に複雑な構造を持つ建築 高さ 15-31ｍ、9 階建てまで 

四級建造物 高度に複雑な構造を持つ建築 高さ 31-51ｍ、16 階建まで 

五級建造物 特に複雑な構造を持つ建築 高さ 51ｍ以上、16 階以上 

表 4.3-22 2016 年法の建造物の種類（11 法律より筆者作成） 

 

また、インフラ接続の許可申請と許可証の交付が旧法で不明確になっていた点を直

し、スムーズにしている。社会主義時代から建設事業は申請・審査・許可過程に膨大

に時間がかかっており、その遺産は業界の発展を妨げていた。本来は着工開始に 505

日間と政府機関の専門家による確認サインが 124 必要であった過程を短縮化し、62

日間と 35 サインに減らしている。 

 

4.3.4. 小括 

ここまでモンゴル国の国家政策、土地政策、都市政策の重要な法律とその改正内容

を見て来た。不明な部分に関しては専門家と関係者へのヒアリングで実態を把握し

た。計画制度は社会主義時代から民主化の過程でどのように変容したかを経路依存理

論に基づいて整理し、分岐点と思われる時点を検討する。計画体系の変容を大きな変

化があった年代と分野ごとに図 4.3-4 で整理した。 

社会主義時代の計画体系は他の対象国同様、社会経済五カ年計画を基本に、各省庁
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が運営する国営企業がそれぞれの事業を展開した。都市開発はこれらの事業に必要な

用地を確保・計画し、労働者のための団地開発を詳細計画で実施していた。詳細計画

は五カ年計画に含まれる投資計画で実現が保障された。詳細計画はその都市の主任建

築家の任務であり、この専門家は各省庁と国営企業と強いつながりを持ち、計画から

建設までの工程を監督した。 

モンゴル国の場合、民主化したことが最初の分岐点である。中国とベトナムと異な

るのは旧体制への拒否で経済計画を廃止し、短期間で急速に市場化している点であ

る。まずは都市計画の古い体系である 2 層体系を法制度化し、マスタープランを地方

政府の管轄にした。詳細計画は開発者が作成するとしている。しかし、マスタープラ

ンには詳細計画を規制・誘導する手段がなかった。都市開発の上位に人口居住計画と

国土計画を位置づけているが未だに策定されたことがない。これは経済計画の発展方

針と整合するはずであった。 

2002 年に土地利用計画を導入し、地方政府に土地管理権限を与え、翌年から土地

所有化と使用権の交付が始まった。これは経済成長を支えたと思われる。５年後には

所有化の拡大が行われ、二級自治体はインフラのない土地を、一級自治体はインフラ

のある土地を管理し、それぞれ割り当てに積極的であった。この結果都市周辺に広大

なゲル地区が形成され、中心部は高密化した。これを是正するためにゲル地区再開発

事業が地方政府によって各地で開始されると同時に開発密度の上限を社会主義時代の

建設基準の最高値で設定した。最近では中長期計画とウランバートル市の都市計画体

系に地区単位計画が導入され、計画の種類は増えた。だが、その連携と整合が弱いま

まである。 

税制度はまだ集権的であるが、2020 年から中国と同様な分税制度を導入している

ので今後の都市開発に大きな影響を及ぼす可能性がある。 

モンゴル国は自由選挙の結果、度々政権が交代し、各政党は異なる政策を実施し

た。行政レベル間と計画分野の領域それぞれの中で受容型の経路依存性がみられる。

これはある時点での政策の選択がのちの政策に影響を与える経路である。 

旧制度の拒絶は計画体系を弱体化させ、無計画の時代が長く続き、現在も計画同士

の連携が不明確なままになっている。市の計画部門へのヒアリングの際にマスタープ

ランを実施しようにも予算を決定づける短期計画が異なる方針を取ると計画を実施す

るすべがなくなることを強調していた。特に再開発事業は政権交代によりほとんど止
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まっている（アジア開発銀行の融資で継続されている事業もある）。 

この深刻なガバナンス問題に対処するために法整備と情報技術の導入によって連携

強化が図られている。また、各種法律の中で都市計画と土地利用計画の関係性を明確

にする取り組みが行われている。また、土地割り当てに基づいた開発から計画に基づ

いた開発に変える試みをしている。しかし、年度土地利用計画と各政権が挙げる短期

計画と詳細計画の繋がりが強い。これは都市開発が政治によって事業単位で左右され

る Planned unit development 体系であることを意味している。さらに、どの政権も

経済成長を重視した開発志向型の政策を取っており、ポスト社会主義都市の開発特徴

である Laissez Faire（Let it be）の典型的な例になっている。
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図 4.3-3 モンゴルの計画体系の変容、破線：弱い連携・計画未作成（筆者作成）
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4.4. 考察 

本章で調査対象国の国家政策と土地政策と都市政策について調査した内容を記述し

た。ここで研究目的 2 の「中国・ベトナム・モンゴルの計画制度と計画内容の変遷を

検討し、新しい体系の仕組みを比較する」について考察する。 

 

●計画体系の変容 

中国の計画体系は五カ年計画を中心に都市計画と国土利用計画が発展してきた。計

画経済時代の都市開発は各省庁とその管轄の国営企業の役割が大きく、事業型アプロ

ーチだった。これが都市システム計画の導入によってインフラ供給型アプローチにな

っている。そして近年の空間計画制度によって統合計画型アプローチに変化してい

る。分権化による農地減少を抑制するために中央政府は土地利用計画で農地保全を目

指した。しかし、地方政府は都市開発による経済成長を目指し、建設用地供給に積極

的である。この対応策としてトップダウン型の用地割当制度が導入され、土地市場透

明化も進められた。その後五カ年計画にも空間計画の要素が取り入れられたが、空間

計画制度で土地利用計画と都市開発計画と統合されている。都市計画は下位計画の種

類を増やし、市場に対応している。土地利用計画に含まれていた農村計画を統合し、

都市圏全体を計画できる体系になっている。それでも他の計画との整合性が困難だっ

たことから空間計画制度ができた。長年、五カ年計画を中心に発展してきた 2 種類の

計画手法は空間計画体系として収束している。 

ベトナムの計画体系も五カ年計画を中心に発展してきた点で中国に似ている。しか

し、土地利用計画は初期から都市計画の傘下にある。都市計画体系はゾーニング計画

の導入以外に大きな変化ない。中国に比べて集権性は強いが、土地市場を地方政府が

独占している点で共通している。また、計画統合化の法律が制定されたので今後計画

体系が変わることが予想される。ゾーニング計画と統合化も含め、他国の計画体系を

部分的に取り入れながら発展する傾向が見られる。 

モンゴルの場合は旧体制で中心になっていた五カ年計画が廃止されることで計画体

系がいったん崩れている。都市計画を誘導するはずの上位計画が未だに策定されてい

ない。都市開発を規制・誘導できていない点から地区単位計画と数種類の再開発事業

計画を日本の計画体系から学んで、導入している。中国のように国土利用計画はある

が、上下連携が弱く、機能していない。下位計画を規制する手法がないため地方政府
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の国有地に対する権限が大きい。長年不在だった経済計画は長期ビジョンと中期計画

と短期計画の形で復活している。しかし、地方政府の年度土地利用計画と中央政府の

短期計画と開発者作成の詳細計画の繋がりが強く、経済計画も同様だが、上位計画が

無視される体系になっている。計画策定の重要性が再認識され、制度整備が段階的に

進んでいる。だが、相互連携の面において改善すべき課題がたくさん残っていること

が特徴的である。 

 

●制度整備の変遷 

ここで各国の法制度整備の流れ、憲法制定と改正、世界貿易機関への加入を都市化

率と GDP と統合したグラフを作成し、経路依存理論に基づいて解説する。モンゴルの

場合は各政党の政権の座に就いた時期も入れている。都市化率と GDP はそれぞれ世界

銀行と国連のオープンソースデータを使用した(データ一覧の 2 と 3)。 
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中国は対象国のうち最も早くから改革を進めたのが中国であり、5 つの重要な時点

があり、自己強化型の経路をたどっている。昨年の土地法改正で土地市場の自由化と

永久保全農地を指定しており、さらなる次の強化になる可能性が考えられる。 

●分岐点1：1978年前後 

計画経済から市場経済に移行する最初の段階であり、改革開放で農産業分野を改革

し、外国投資誘致によって経済特区の都市開発を促進した。 

●自己強化1：1984-1989年 

都市計画体系を法制化し、大都市では 2 層体から 3 層体系に変え、詳細計画を規制

型と開発型の 2 種類に増やした。移住規制を緩和することで都市化をさらに進めてい

る。計画体系に土地利用計画を追加し、土地使用権を譲渡する仕組みを作り土地の商

品化を始めた。これは憲法改正に合わせた新政策である。 

●分岐点2：1994年前後 

分税制度を導入し、土地も含める不動産関連の税収を地方財政収入にした。地方政

府は農地を建設用地に転換することでその収入を増やす大きなインセンティブを得

た。憲法に社会主義市場経済方針が表記された。1992 年に五カ年計画にインフラ計

画が取り入れられ、事業型アプローチからインフラ供給型アプローチに変容した。 

●自己強化2：2002-2008年 

農地転換の急増を抑えるために基本農地を上位自治体が作成する土地利用総体計画

で指定し、土地権利譲渡の透明性を図ったことが規制効果の弱かった都市開発計画を

補強した。社会主義時代から別々に計画された都市と農村の計画を一本化し、都市周

辺の村を含めた計画策定を可能にした。 

●自己強化3：2011-2014年 

五カ年計画に空間計画の要素を取り入れた。計画の実効性を上げるために試験的に

28 都市で計画体系の統合化が開始された。一帯一路政策も開始したことから、統合計

画型アプローチに変化したと言える。このように 2 つの分岐点とそれぞれを強化させ

る 3 つの自己強化の時期が図 4.4-1 から見とれる。分岐点 1 と自己強化 1 で計画体系

の基盤ができた。分岐点 2 から経済成長速度が上がり、世界貿易機関に加入し、その

後の自己強化 2 から急速な経済成長を遂げている。自己強化 3 はその延長線上にあ

り、2020 年の土地法改正が次の自己強化の始まりになる可能性がある。都市化率は

分岐点 1 から持続的に上昇し、現在は当初の 3 倍以上になっている。  
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図 4.4-1 中国の法整備の変遷（筆者作成、データは国連と世界銀行の OSD）
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ベトナムは戦争の影響で中国から約 10 年遅れて改革が始まったが、短期間で急速

な進展を遂げている。4 つの重要な時点で中国と同様な自己強化型の経路を走ってい

る。最近の省級レベルの各計画統合化は次の強化になることが予想される。 

●分岐点1：1986年 

3 大目標と 4 つの削減を目指した刷新政策は重工業優先から農業改革と輸出増加の

方針を取り、外交交流が積極的に進められた。五カ年計画は事業型アプローチから市

場を考慮したアプローチに代わった。 

●自己強化1：1993-1996年 

憲法改正で社会主義と市場経済の両立が適用され、続いて土地利用の 5 つの権利を

認めた。土地は商品化されるが、Land Price Framework によって政府が土地市場を

独占する。広域エリアを対象にした地域計画が導入され、旧来の 2 層計画体系が法制

度化された。予算法によって地方政府の財政強化が図られた。 

●自己強化2：2003-2006年 

建設法によって大都市の計画作成権限はその都市の権限になり、土地法改正で地方

政府が用途転換できる土地規模が大きくなった。地方政府の土地と計画における権限

が強化された。地方政府の農地転換可能量が 200ha に拡大され、自治体は大規模な土

地の権利を民間企業に譲渡する代わりにインフラ整備を要求する Land For 

Infrastructure モデルが確立した。また、土地利用権に贈与と投資権利が追加され

た。国家政策面で都市の雇用促進のために登記制度が緩和される。 

●自己強化3：2009-2014年 

都市計画の 2 層体系にゾーニング計画を導入し、都市開発の規制と誘導を図る。土

地価格の設定権限は一級自治体に付与され、土地収用は二級自治体の業務になる。土

地利用計画は 3 つのレベルで策定されるが、都市計画の方が優位であり、計画の連携

が強化された。建設法の改正で住宅供給を増加させるために行政プロセスを簡素化

し、審査も透明かつ公平にしている。これは住宅需要が高いにも関わらず供給が少な

く、住民の自力によるインフォーマル開発が多い問題への対処である。この時期に制

定された住宅法でも大規模プロジェクトにアフォーダブル住宅供給を義務付け、供給

促進策を取っている。 

憲法改正に続いた 2 つの自己強化点は経済成長に貢献しているのが図 4.4-2 から明

白であり、最後の点はその延長線上にある。都市化率は当初よりほぼ倍増している。
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図 4.4-2 ベトナムの法整備の変遷（筆者作成、データは国連と世界銀行の OSD）
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モンゴルの場合は市場移行が最も遅く、自由選挙制度導入によって度重なる政権交

代が起こっている。各政権の政策選択はのちの政策選択の元になる受容型の経路依存

をたどっており、重要な時点は 4 つ見られた。近年の発展政策法と現在作成中の都市

計画法の改正は新しい受容点になる可能性がある。 

●分岐点1：1992年 

80 年代後半の民主化運動を受け、民主主義の基礎になる新憲法が制定され、1992

年に旧体制が解散した。同年に複数政党制度の元で自由選挙が実施している。登記制

度が廃止され、個人と法人資産が認められた。五カ年計画の作成も廃止され、各政権

が樹立された際に挙げる方針が内閣で実施されるとした。 

●受容1：1996-1998年 

政権交代で民主党の内閣が発足し、市場政策を促進している。公営住宅制度の廃止

と同時にその払い下げが行われ、都市開発法と建設法が制定されている。都市計画作

成権限が地方政府に移り、従来の 2 層体系を法制度化した。土地権利に土地料金を課

税するが、景気低迷を理由に大幅に免除される条例が公布され、現在に至る。 

●受容2：2003年 

土地所有化法制定から所有権・占有権・使用権を譲渡できるようになる。所有証明

書が発行されていないすべての土地の所有権は国家に属する。土地利用計画が 3 つの

レベルで策定されるようになり、土地管理が地方分権化した。これは移住規制撤廃に

よって都市部に移住した市民に土地の権利を与えることで自ら住宅を建設するインセ

ンティブを与える目的があった。土地市場創出による経済活性化の狙いもあった。 

●受容3：2008-2013年 

連立政権と民主党政権の初期が次の受容点であり、ゲル地区再開発事業の開始がこ

こに含まれる。のちに制定された都市再開発法はこの事業を法制度化したものであ

る。都市開発法改正でマスタープランに用途地域制度が導入された。土地所有化法改

正で所有権交付の対象が世帯から個人に広がった。 

 民主化以前から都市化率は高かったが、市場移行によって 1 割ほど増加している。

経済変動が激しく、計画体系の制度整備が貢献しているとは言えない。政権交代が計

画体系を遅らせると言う民主化したポスト社会主義国の特徴が表れている。土地権利

の拡大と計画作成の分権化と新しい手法を導入した点で他の 2 カ国と類似している。

だが、事業のための政策と法整備で相違していると言える。  
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図 4.4-3 モンゴルの法整備の変遷（筆者作成、データは国連と世界銀行の OSD） 
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第 5 章 事例調査対象国都市における都市計画の展開と特徴 

 

5.1. 北京市 

前章の 4.1 で中国の計画体系とその変遷についてみて来た。ここで首都北京市につ

いてさらに深く掘り下げ、どんな体系になっているかを検討する。分析は既往研究と

文献参照から始め、北京市が公開している計画書類を入手し、最後に都市計画の専門

家へのヒアリングで実施した。1949 年に中華人民共和国の首都に選定されるまで約

800 年間、様々な帝国の政治中心地であった。中国共産党が大規模な都市近代化政策

を始める時には行政領域 707km2 で、市街地領域は 109 km2 で、人口は 165 万人で

あった（Mao Qizhi 1997）。他の都市同様に当時の北京市はコンパクトな都市構造を

持っており、歴史的な中心市街地が都心にあった。1950 年代に取られた近代化政策

の内容は北京市の工業化と労働者の住居のための団地の建設であった。 

ソ連の都市開発に習った中国の団地は中央政府よりも自治体政府が中心的な役割を

果たしていた。都心部の再開発より郊外エリアでクラスターを作る方針を 1958 年に

あげている。これは 1944 年に Abercrombie が作った大ロンドン計画に影響を受け

たものであったが、文化大革命でいったん停止され、1982 年の新しい総体計画で復

活している。文化大革命運動は中国の都市化を停滞させたが、北京市においては消費

都市から生産都市に変わると言う社会主義理念で大規模な工業化が継続された。同時

に一極集中を防ぐために 1960 年から 70 年代後半まで市内への人口流入を厳しく規

制している。この時期に北京市の工業化は成功し、天津市を抜いて上海に次ぐ工業都

市に成長している（Fulong Wu 2015）。 

1967 年に廃止された総体計画は改革開放政策後の 1982 年に復活し、新しい計画

が策定された。1000 人当たりのインフラ基準に基づいた市内のインフラ開発が進め

られた。同時期に都市計画体系の整備を試行錯誤していた上海市でアメリカのゾーニ

ング制度が導入され、分区計画も作成されている。この計画で容積率、建築のセット

バック、建築密度、入り口の位置、高さ制限、駐車場の標準などの指標が使われてい

る。北京市の当初の規制型詳細計画はソ連の事業実施の際に作成される基本設計のよ

うな計画で、建物のデザイン、土地分割、建造物のレイアウト、インフラなどが描か

れていた。これが上海市のプランに影響されて規制・誘導機能を持つ開発密度をコン

トロールするための手法に変化した（Fulong Wu 2015）。 
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総体計画で中心部の人口を削減する目的で 20 の製鉄所を含む工業機能を郊外に移

転させている。歴史的中心市街地を保全し（第２環状線内部）、人口を 180 万から

120-150 万人削減するために約 60 万人を郊外に移住させるとしている。これは具体

的に第５環状線の外部エリアを指定している。同時に中心地区で厳しい高さ規制を実

施し（9-45ｍの 4 段階）、開発圧力を郊外に向けている（Michael Leaf 1995）。 

次の総体計画で公営住宅を労働組合に所有化させ、さらに居住者への所有権の譲渡

が行われた。インフラ投資計画は市役所から区役所の権限に移り、分権化が行われて

いる。地方から流入する農民工向けにインフォーマルな開発が増えたのがこの時期で

ある。都市部に近い集団所有権の農地を持つ農民が、その土地で簡素なアパートと開

発し、賃貸業を行うようになった。4 年遅れて策定された土地利用総合計画で 22000

ヘクタールの建設用地の供給が決定されている（Haoying Han 2012）。 

次の第５次総体計画で人口と都市機能の分散化が図られた。副都心と衛星都市開発

の重要性が説かれ、初めての広域的方針が明確に描かれた。さらに、その５年後に土

地利用総合計画が策定されている。農地保護が主目的のこのプランは北京市を都心機

能区、中心部拡大区、衛星都市開発の調整区、自然保護区の 4 つに分類し、計画内容

に矛盾が生じた。そのため、二つの計画の統合が求められた。オリンピック誘致に成

功した北京市の開発は急速に進んだ（北京市都市計画設計研究院 2006）。 

2014 年から各種計画統合化を実施する自治体に選ばれた北京市は、2017 年に最新

の総体計画を策定している。この内容を詳細にみるのがこの節の目的である。現在、

北京市は 16 の行政区と 182 郷鎮と 3937 の村から成り立っており、2022 年の冬季

オリンピック誘致に成功している（北京市都市計画設計研究院 2018）。 

 

5.1.1. 各総体計画 

北京市のマスタープランである総体計画については他の都市の計画体系と比較した

Li らの研究と、総体計画と詳細計画の内容変化を見た Wang らの研究がある。ここで

は 6 回に渡って策定された総体計画の内容と方針を参考文献と北京市の計画機関の書

類を基に簡潔に見る。 
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●第１次総体計画・1953 

 

図 5.1-1 北京市第１次総体計画（Chaolin Gu 2010） 

 

建国当初の北京市は旧城周辺に無計画的に拡散した開発が行われ、総合的な計画が

必要になり、初めての総体計画が作成された。この計画の基本方針は市街地の再開発

と都市の拡張であった。都心は中央政府と党の施設の用地に指定され、市全体は中国

の政治・経済・文化と産業と科学技術の中心になるとしている。また、社会主義国の

国民のライフスタイルに合った新しい需要に応え、集団消費に適した開発を促進し、

古くて不適切な住環境を改良するとしている。価値の高い歴史的建造物の保護に努

め、景観を保護することが明記されている。中心部を碁盤目状に、周辺を次第に環状

線として道路整備を進める方針である（図 5.1-1）。乾燥気候を緩和するために水周辺

の河川整備を進めるとしたのが、基本方針に次ぐ目標である。居住地は 9-15 ヘクタ

ールの規模で 4-5 層の団地タイプで建設され、上下水道インフラ、公共交通サービ

ス、都市公園の整備を実施事業内容にし、これらは経済社会発展五カ年計画によって

実現されていた（Mao Qizhi 1997）。 

 

●第 2 次総体計画・1958 

第１次計画の基本構想を継ぎ、大規模な調査結果と計画内容の詳細化が本計画の主
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な変更点であった。3 つの環状線道路と 18 放射道路と水路の整備、高速道路、鉄道敷

設とインフラ整備内容も充実されている（図 5.1-2）。都心部開発を抑制し、グリーン

ベルトを超えた郊外の衛星都市の開発を目指した。昌平、南口、順義などの 40 の衛

星都市を発展させる構想、中心都市の工業化を抑制し、郊外で大規模工業地域を発展

させるとしたが経済的に困難状況から半分以上のプロジェクトが実施されなかった。

その後、移転・新設した企業の多くも中心部に再び戻ってきた。計画の実施の途中で

文化大革命運動が起こり、都市の開発と計画作成が長く停滞した（Feixue Wang 

2008）。 

 

 

図 5.1-2 北京市第２次総体計画（Chaolin Gu 2010） 

 

●第 3 次総体計画・1982 

改革開放によって都市計画分野が復活する。長年計画が無かった北京市も 1980 年

から計画作成を開始した（図 5.1-3）。都市は政治と文化の中心地であると再指定した

が、経済中心に指定せず、自由経済の元で自然に発展されるべき分野であるとしてい

る。だが、都市人口抑制が強く始まったのがこの計画からである。計画期間に中心部

の人口は 400 万人、市域全体は 1000 万人を超えてはならないと明確に決められてい

る。グリーンベルトの幅を２キロで計画し、10 の衛星都市を段階的に発展させ、黄

村・昌平・通県と燕山を重点的に建設するとした。その後、順義も重点衛星都市に加
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えられた（Feixue Wang 2008）。旧城の価値を認識し、その保全と改善に加えて周辺

の緑地も保護されるべきとしている。密集市街地を再開発し、生活インフラと道路拡

張を進めた。当時不足していた業務用途を増加させ、需要に応えるとした。計画とは

相半して北京市の人口は経済成長と共に増加して行った。 

 

 

図 5.1-3 北京市第 3 次総体計画（Chaolin Gu 2010） 

 

●第 4 次総体計画・1993 

改革開放以降の急速な経済成長の中で次のプランが策定され、二つの戦略的方針が

盛り込まれた。都市建設の重点を中心都市から郊外へ移転すること、中心都市の拡大

を抑制し、旧城の整備と再開発を進めることである。ここで北京市の都市体系は中心

都市―衛星都市―中心鎮―一般鎮の四級体系になった。衛星都市の数は 14 に増え、

通州・赤庄・黄村も重点的開発対象となった（重点としは合計５つ）。また、次の総体

計画に引き継がれた東西長安街と南北中軸の両軸の発展が重視された。グリーンベル

ト構想もここで若干不明確ながらも環状・放射状・点状緑地を整備し、拡大させ、中

心都市全体を囲む網状の緑地体系を作るとしている（Feixue Wang 2008）。 
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図 5.1-4 北京市第４次総体計画（Fulong Wu 2015） 

 

上海市の詳細計画に習って、北京市も作成を開始したが、大部分に関しては未作成

に終わっている。これは総体計画策定の６年後に作成され、開発圧力から次の総体計

画まで微調整が繰り返された。主な内容は中央政府機関の行政用地確保、大型の文化

と体育施設の建設用地確保、教育機関の学校用地確保、産業構造改革のために優二興

三を実施と第３次産業の用地提供、旧城の人口分散と老朽建築物の改善であり、その

実現手法として高度と開発強度をコントロールするために用地面積、建築の高さ、容

積率、緑地率、建築密度と人口密度の指標体系を導入している。このように計画体系

の詳細化とグリーンベルトと軸構想と土地利用計画の導入がこの時期の特徴である

（Feixue Wang 2009）。 
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●第 5 次総体計画・2004 

この計画作成における背景と課題として以下の点を挙げている。 

―人口の継続的増加と資源の有効利用 

―経済の急成長と社会の調和ある発展 

―都市の発展と北京・天津・河北省地域の協調 

―都市中心部の優良化と都市・農村の協調的発展 

―交通の持続的発展と環境汚染対策 

―歴史ある都市の発展と旧市街地の総合的保護 

これらを根拠に新都市開発、交通、生態、歴史都市の保護、都市の防災減災に重点

を置いている。発展目標の第一段階の 2010 までに近代化を遂げ、国際都市の基本的

な枠組みを構築するとしている。第二段階の 2020 年までに全面的に近代化を実現す

るよう努め、はっきりした特色を持つ国際都市を確立すること目指している。産業発

展としては水資源の消費が少ない近代的農業を発展させ、第二次産業の水準を向上さ

せる。また、第三次産業に力を入れ、質を高め、都市と鎮の建設、配置の合理化をよ

り速めるとしている。このためには持続可能な発展を目指し、集約的発展を実現する

としている。基本農地を保護し、建設用地を 1650km2 に抑え、都市のコンパクト化

を図ると言う内容も含まれている（北京市都市計画設計研究院 2006）。 

 

項目 内容 

6 調整 一部人口の分散、伝統工業移転と改良、大型物流施設と市場の移転、一部

のオフィス・教育・科学研究・医療施設の移転、城中村の改善、危険物保

管所の移転 

6 向上 行政・業務用地配置の合理化、文化産業発展環境の構築、近代的サービス

業、空間構造を合理化し快適な住環境形成創出、国際的な交流の拠点形

成、交通と都市インフラを連携させた運行効率向上 

表 5.1-1 詳細計画の 6 調整と 6 向上（Feixue Wang 2009 より筆者作成） 

 

この計画は初めて広域的な発展政策を説き、両軸・両帯・多中心発展で 11 の新都

市を形成し、環境に配慮しながら国際都市としての役割の重要性を強調している（図

5.1-5）。都市中心部エリアを明確にし、グリーンベルトで囲い、新都市には中心部か
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ら移転させた産業を配置させるとしている。これは 6 調整・6 向上によって達成され

る（表 5.1-1）。旧市街地の歴史的な価値を認め、その環境を改良し、交通渋滞軽減に

重点が置かれている（北京市都市計画設計研究院 2006）。 

第 5 次総体計画と異なる重要な点は詳細計画の作成範囲である。1993 年詳細計画

は市域の 2 割でしか策定されてなかったが、今回は 1088km2 の範囲を網羅した詳細

性・明確性に富んだ計画になっている。計画範囲は土地利用計画の範囲に基づいて、

約 300 の計画街区に細分化されている。詳細計画の内容は中心都市の規模を制御し、

新都市の発展と連動させること、中央各政府機関の発展計画と整合すること、都市の

公共施設を保障すること、産業構造の改革を進め、経済の活性化を促進すること、旧

城全体を保護し、調和のとれた開発を行うこと、公共施設と道路交通を改善するこ

と、土地の効率的利用、生活の質を底上げすることである。管理と実施手法は計画区

域・用地性質・建築高度・建設環境・道路・都市インフラ施設・公共サービスと都市

安全施設のコントロールである（Feixue Wang 2009）。 

 

  

図 5.1-5 北京市第 5 次総体計画（北京市都市計画設計研究院 2006） 

  



第 2 部 選定国の政策と計画体系の調査・分析 

 

 

107 

 

●第 6 次総体計画・2017 

前回の計画で北京市の国際的役割の重要性を説き、夏期オリンピックを誘致してい

るが、本計画期間にも冬季オリンピックの誘致に成功している。前回の総体計画を引

継ぎ、計画内容を強化・継続させた形になっている。広域的空間構造は引き継がれ、

主要目標として都市拡大の抑制、交通混雑、住宅価格高騰の緩和、雇用と住居のバラ

ンス、大気汚染などをあげている。都心から 30 キロの地点に副都心の通州区を行

政、業務、金融、商業と観光の拠点にするとしている（図 5.1-6）。 

 

 

図 5.1-6 北京市第 6 次総体計画（北京市都市計画設計研究院 2018） 
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図 5.1-7 北京市第 6 次総体計画 機能集積地（北京市都市計画設計研究院 2018） 

 

雄安新区の開発は予定より遅れ、中心部の人口分散化が成功しているとは言えない

状態にある。第５次総体計画の内容を引き継ぎ、政治中心・文化中心・国際交流中

心・科学技術の中心にするためにこれら以外の機能を上記の 2 区と順義区・大興区・

赤庄区・昌平区・房山区に移転させるとしている（図 5.1-7）。また、城中村を再開発

し、農民工の住環境改善を図ることも含まれている（Philipp C.D. Immel 2020）。人

口抑制策と行政主導の都市化が特徴的な中国の都市開発状況がどのように整合し、ど

んな手段で実施するか今後の動向が気になるところである。 

６回に渡って作成された各総体計画の詳細を次の表 5.1-2 でまとめる。
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計画 計画期間 計画人口 計画面積 キーワード・説明 

第１次 1953-1973 5,000,000 500km2 工業都市、国の経済政治文化拠点、旧市街地・居住地・工業区の 3

エリア、環状線道路とグリーンベルト 

第２次 1958-1978 5,000,000 16800km2 旧城再開発、計画面積の拡大、40 衛星都市、グリーンベルト、ソ連

型団地開発、天安門広場の拡大と周辺の公共施設開発 

文化大革命 1966-1976 - - 国家計画大会で都市計画制度を廃止 

第３次 1982-2000 4,000,000 16410km2 環状線道路ごとに異なった方針、旧市街地の改善（高さと階数規

制）、郊外のインフラ整備、縁辺衛星都市開発、住宅供給は団地開

発、科学都市、 

第４次 1993-2010 6,500,000 16410km2 東西南北軸、人口増加抑制、14 衛星都市への人口移転、旧城再開発

と縁辺集団新市街開発、城中村の改善、土地利用総合計画導入、市

街地・衛星都市・中心鎮・一般鎮の 4 級体系、グリーンベルト 

第５次 2004-2020 16,000,000 

（地域） 

16410km2 

+地域 

両軸・両帯・多中心、オリンピック、第３次産業発展、人口増加率

低下、第２次産業の移転、高度技術拠点のニュータウン開発、中心

都市・新都市（11）・鎮の 3 級体系、グリーンベルト 

第６次 2017-2035 23,000,000 

（地域） 

16410km2 

+地域 

3 段階の 2050 年方針、6 つの機能区、都心・8 副都心・11 新都

市、首都機能以外を第５環状線道路外に移転、広域連携（環渤海：

北京、天津、河北省）、グリーンベルト 

表 5.1-2 北京市各総体計画のまとめ（筆者作成）
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5.1.2. 計画体系 

ここまで北京市の総体計画の歴史とその内容について整理した。次に 2014 年の

計画統合化以降に北京市の計画体系がどんなシステムになっているかを計画書類と

ヒアリングを基に整理する。その前に総体計画に影響を及ぼす上位計画の都市シス

テム計画と国土資源部が作成していた土地利用計画についておさらいする。 

 

●都市システム計画 

都市システム計画は一定地域の都市の発展と配置に関する計画である。都市の発

展と配置を経済社会発展と整合させ、資源と生態環境条件と調和するように導くこ

とを目的にしている。位置づけとしては総体計画・分区計画・詳細計画の領域を含

み、その上位にある。国家と地方政府の重点建設事業を実施し、都市の機能・規

模・配置とインフラネットワーク提供の合理的な根拠を提供する。また、プランよ

りも研究性格が強いもの。総体計画策定の際にその規模と機能を提示し、計画内容

の一つになる。計画の根拠は都市システム計画編成許可方法である。4.1 でも記述

したが全国・省地域・市域・県域の４つのレベルで策定され、最初の２つは総体的

に独立したものであり、後の２つは都市総体計画と融合している。都市システム計

画の主な内容は 

―地域の発展条件を総合的に評価する 

―地域の人口増加を予測し、都市化目標を決める 

―都市発展戦略を決め、都市経済区を区分することも可能 

―機能、構造、役割を明確にする 

―計画体系のレベルを決める 

―空間配置を決める 

―インフラと社会資本の配置を決める 

―生態環境と環境、景観、歴史と文化遺産の保護と保全の原則を決める 

―重点的に発展する市・鎮を決め、その計画の欠落部分を検討する 

―計画実施プランを決める などである。 

近年は、経済発展による都市化と開発の圧力を広域で考慮し、協調の取れた均衡

ある発展を誘導することを重視している。都市と農村の全体的な発展、各自治体の

政策誘導、計画実施と管理方法を重視し、重点事業については積極的に実施計画を

策定している。また、農村地域において中心になる鎮を選定できるところが特徴的
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である。直轄市の北京市の場合、中央政府が策定する全国都市システム計画が上位

計画であり、その内容は発展戦略と地域インフラと重点地域と重点プロジェクトか

ら構成される。なお、実施の際は他の同レベル計画と部門別計画との整合性が図ら

れると言う（張 2006）。優先発展地域、開発抑制地域、保護地域、条件付き開発可

能地域を定める点では五カ年計画の主体機能区計画の内容と重複している。 

 

●土地利用総合計画 

都市開発に大きな影響をもたらすのが土地利用計画である。土地市場を政府が独

占している中国はこの計画で建設用地の供給量を決めている。また、北京市の総体

計画でも見たが、規制型詳細計画は土地利用計画の領域をベースに作成されてい

る。 

土地利用計画は総合計画と分野別計画と土地利用計画から構成される。総合計画

は全国・省級・地級・県級・郷級の五層からなり、審査と許可権限は国務院と省政

府に集中している。分野別計画は基本農地保全計画と土地整理計画と都市（城鎮）

の用地増加をコントロールする。最後の土地利用計画で年度用地指標を提示する。 

指標提示とは基本農地保有量、基本農地保全面積、建設用地のコントロールであ

り、各級レベル別に決められる。土地用途は主に地（市）と県レベルの計画で指定

される。近年は基本農地を厳格に保全し、土地利用の効率を上げることが重視され

ている。都市と農村の土地利用の構造と配置を合理化し、計画作成時の住民参加を

促進させる取り組みが行われている。また、建設用地を正式な土地市場を通して供

給することに重点が置かれている（李 2006）。もし、基本農地を建設用地に転換し

た場合は同規模の建設用地を土地整理事業によって農地に復元することを義務付け

ている。最新の土地法で転換ができない永久農地分類が加えられた。 

 

●北京市の国土空間計画体系 

ここで北京市の新しい計画体系である国土空間計画を図説する。これは専門家へ

のヒアリングと計画書類をベースに行った調査結果から作成した。空間計画策定は

今後 3 段階で実施され、2035 年に完成するとしている。第１段階は 2020 年の

「一つの計画の作成」である。これは市・区・郷鎮の 3 級の計画の統合と総体計

画・詳細計画・特別計画の統一である（図 5.1-7）。次の段階は 2025 年で、各種

条例と方針、各事項の確定、早期注意のためのモニタリングシステムの構築、監督
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と説明責任の完備である。最終段階の 2035 年には新しい計画体系が機能し、都市

の開発を誘導するとしている（北京市の国土空間計画に関する実施意見 2019）。 

 

 

図 5.1-8 北京市の空間計画体系（孫氏ヒアリングと実施意見より筆者作成） 

 

この体系は計画作成・計画実施・計画監修・実施保証の４段階から構成される。

総体計画と特別計画は 15 年単位であり、前者に北京市の総体計画と分区計画と郷

鎮域計画が含まれる。特別計画は関連する各種計画、特定領域と特定地区の計画で

あり（例えば北京市物流特別計画）、北京市総体計画を根拠にし、他の下位計画と

横の連携が取られる。詳細計画には規制型詳細計画と村計画（例えば厨山区周口店
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鎮黄色山店村の村計画）と計画総合実施法案が含まれる。計画総合実施法案は事業

が実施される際に規制型詳細計画と建設型詳細計画の下位計画として開発者によっ

て作成される。詳細については 5.1.3 で述べる。以前国土資源部の管轄下にあった

土地利用計画は詳細計画と実施法案に間に国土空間五カ年計画と年度実施計画とし

て位置付けられている（例えば 2018 年度建設用地供給計画的通知など）。このよ

うに縦割りであった旧計画体系の整合性強化を考慮して３種類の計画のつながりと

上下関係を明確にしていることがわかった。 

 

5.1.2.1. 総体計画 

次に 2017 年に策定された北京市総体計画を見る（図 5.1-6）。「調和のとれた住

みやすい世界クラスの都市」と言うコンセプトを持つ同計画は 2035 年を目標に近

期目標の 2020 年と長期方針の 2050 年を視野に入れている。政治・文化・国際交

流・科学の中心として果たす役割を明記し、総人口も指定されている。地域の空間

構造は一核一主一副と両軸と多中心と一区である（北京市都市計画設計研究院

2018）。重点地区を指定し、公共交通、大気汚染、住宅政策、官民連携（例えば北

京市の交通混雑緩和のために第４地下鉄線事業を計画 TOD 方式で計画している）、

緑地、水環境、自然環境、クラウドシステム、ビッグデータと言った様々な分野に

ついて方針を決めている（邵 2019）。天津と河北省との広域連携も記されている。

各種指標を統合し、様々な計画を科学的に調整し、多数ある政策を統合し、効果的

な計画実施を目指すとしている。指標については 2015 年と 2020 年と 2035 年の

目標数値を表で示している。100 以上のページからなるこの書類には広域連携図、

空間構造図、文化、科学、緑地、歴史的地区、市街地の概略図、コアエリア図、中

心エリア図、河川計画図、交通システム図、重点地区である東部エリア図と副都心

エリア図、永久農地指定域などの 24 種類の図面が付録されている（北京市都市計

画設計研究院 2018）。 

 

5.1.2.2. 分区計画 

区ごとの行政領域で作成される分区計画の内容はマスタープランと同様で方針的

な内容であり、各区の開発発展方針を示した書類である。北京市全体の 14 区で総

体計画承認後に順次作成・策定されている。量としては北京市総体計画と同等であ
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り、文章と図説から構成される。ここで海淀区分区計画を例にその内容を簡潔に見

る。海淀区は国立の科学技術機関の中核地域、中央政府庁舎の重要な地域、歴史及

び文化を継承した地域、開発のモデル地域になるとしている。また、生態環境保護

地域として発展し、その目標年は総体計画と同じである。計画図は空間構造、土地

利用の現状、国土空間計画、緑地体系、グリーンベルト域、河川計画、各種インフ

ラ設備と社会インフラ、景観図、眺望図、都市デザイン重点地区、交通計画などの

約 20 種類がある。分区計画に旧土地利用計画である国土空間計画分区図が入って

来ているのが特徴的である（図 5.1-8）。 

 

 

図 5.1-9 海淀区分区計画の空間構造計画図（北京市計画和自然資源委員会） 

 

5.1.2.3. 規制型詳細計画 

1993 年から作成され始めた規制型詳細計画は 2004 年から市域全体で作成され
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るようになった。最新の計画ではコアエリア規制型詳細計画、南部新産業サービス

ゾーン詳細計画、北京市副都心規制型詳細計画と言った重点地区でも特別に作成さ

れるようになっている。計画資料の量は総体計画の半分程度であり、文章と各種指

標の表と図から構成される。ここで例として东坝西区 CY00-1101、1102 規制型

詳細計画を見る（図 5.1-9）。42 ページからなるこの計画書類は 4 章からなり、第

一章は戦略、空間構造、重点地区と計画の実施に関する文章説明である。次の章は

各種指標を示した 5 つの表がある。これらは、総量指標一覧表、土地利用規模管理

一覧表、建設用地管理一覧表、建築規模管理一覧表、道路計画一覧表である。第 3

章は図面であり、街区レベルで用途、容積率、居住人口密度、就業人口密度、建築

高さ、重点地区、歴史文化資源保全、水域、道路、各種社会施設、景観図から構成

される。図面と共に各種開発指標が記されている。最後の第４章は計画図面であ

り、初期段階の事業詳細を示しており、この場合はタイトルになっている 1101 と

1102 のエリアである。ここに街区ごとの土地用途とエリア全体で順守されるべき

各種強制指標を表記している。表に主体機能、居住人口、就業人口、建設用地の用

途規模、用途別の建築面積、空間構造、文化と緑地などの項目がある。 

 

 

図 5.1-10 东坝西区規制型詳細計画の容積率図（北京市計画和自然資源委員会） 
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5.1.3. 開発規制 

さて、ここで開発の流れと開発規制について説明する。マスタープランと規制型

詳細計画は市役所が主体となって作成する（分区計画では区と協力）。作成過程に

おいては仮案の段階で意見を募集する程度で一般人の参加は認められていない。開

発は建設型詳細計画と土地開発計画と建築法案図・建築施工図が作成されてから行

われる。建設型詳細計画では関係者が参加する機会がある。土地開発計画は 2 種類

あり、計画体系の計画総合実施法案であり、最下位の計画として用地を開発する際

に作成される（図 5.1-10）。 
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図 5.1-11 北京市の開発の流れ（孫氏ヒアリングより筆者作成） 

開発規制は規制型詳細計画を根拠にして発行される立地通知書と建設用地計画許

可証と建設事業計画許可証を基に行われる。これは 1989 年都市計画法で確立した

システムであり、１書２証制度とも呼ばれている。中国の計画体系は都市によって

異なるところはあるが、開発規制制度は全国共通である。公共事業実施の際に土地

を徴収する必要がある場合は 1 書が必要になり、それ以外の民間開発の場合は 2 証

を取得してから建設行為が開始できるようになる。 

 

 立地通知書 建設用地計画許可証 建設事業計画許可証 

内容 事業名、建設機関

名、各種根拠書類、

住所、面積、図面が

付録する場合あり 

申請者、事業名、住

所、面積、地図 

申請者、事業名、住

所、建設用途、高さ、

階数、用途別面積、容

積率 

目的 土地を徴収する際に

必要 

建設事業を計画する際

に必要 

建設事業の着工に必要 

表 5.1-3 １書２証制度の詳細（孫氏ヒアリングより筆者作成） 

 

5.1.4. 小括 

北京市の計画体系は当初から政治と文化の中心機能を強調し、工業化を目指した

総体計画と詳細計画の２段階からなっていた。1970 年代後半の中央政府の政策変

化で経済が発展すると共に人口が急増化した。当初から人口増加抑制対策を取って

きている。時代の変化に合わせ、工業機能を移転し、高度なサービス業と国際交流

機能と科学技術機能を集積させるとしている。計画経済時代の２層体系は土地利用

総合計画と特別計画を含めた 6 層体系に発展している。下位計画である規制型詳細

計画も作成範囲が広がり、上位計画の重点地区でも作成されている。これは初期段

階の事業計画も含む。開発規制は制度が確立してから大きな変更はなかった。 

社会主義都市計画体系は方針を示した総体計画と事業実施用の詳細計画からなる

単純なものであった。改革によって開発主体は多様化し、その規制と誘導が難しく

なった。これに対応するために多種多様な計画が作成されるも効果は薄かった。対

応策として計画統合で整合性を図り、各種計画の位置づけと役割を明確にし、内容
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も詳細化されている。総体計画は早期のコンセプトを引き継ぎながら新しい社会問

題に対処するために政策方針が増加している。新都市あるいは衛星都市とグリーン

ベルトの構想は長年維持されている。旧城に関しては再開発の方向性を変え、保護

保全改良策に転じている。北京市の計画体系は簡素なものから多種多様化し、統合

され、詳細化・広域化・明確化している。トップダウン性が維持され、民間開発を

誘導するための規制型詳細計画に各種指標が提示されている（表 5.1-4）。 

 

 総体計画 分区計画 規制型詳細計画 

人口 人口数 人口数 居住人口密度、就業人口密度 

内容 文章、表、図面 文章、表、

図面 

文章、表、図面、初期段階事業計

画書（強制指標）、各種規制指標 

特徴 広域連携方針 

構造 

空間構造 

機能 

エリア全体と近期に実施する事業

の詳細、開発を規制する 

縮尺 市全域 区全域 1:10,000 

期間 2035 年まで 2035 年まで 2035 年と初期事業 

上位計

画 

都市システム計

画 

総体計画 分区計画 

表 5.1-4 北京市都市計画の比較（筆者作成） 
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5.2. ハノイ市 

ハノイ市の発展を４つの時代に分けてそれぞれの特徴を説明する。首都ハノイ市の

歴史は紀元前 210 年から始まり、1010 年に Ly Thai To 皇帝が Thang Long と言う

城塞を建設したのが発展の始まりである（Nguyen Quang 2002）。旧市街地

（Ancient Quarter）と呼ばれるエリアは 15 世紀に 36 の同業組合（Guild）によっ

て整備され、現在は約 100 ヘクタールの土地に 80,000 人近くが暮らす高密な住宅地

になっている。旧市街地の歴史的な価値が高く評価され、観光地としても魅力な場所

であり、tube house 型の 4-6 階建のミニホテルがたくさん立ち並ぶ。政府からこの

一帯を保全するために厳しい建築条例が課されている（Hironori Kato 2010）。 

次に発展したエリアは旧市街地を囲う植民地時代に開発された French Quarter で

ある。当時、フランスによって複数のプランが作成され、西欧都市で多く見られる大

通りが整備され、西様式の建築もたくさん建設されている。政府と商業機能が集積す

るこのエリアは約 718 ヘクタールで、住宅地の密度は低く、villa 型の戸建住宅が多

い。緑地と公共空間の割合が大きく、ハノイ市の最も魅力的な町になっている

（Hironori Kato 2010）。 

第 2 次世界大戦後から計画経済の時代が始まり、ソ連から五カ年計画のみならず建

築基準と総体計画の策定手法も導入された。都市は重工業産業をベースで開発される

とし、消費都市から生産都市を目指した。また、都市の周辺部で大規模な工業エリア

が整備された。総体計画をベースに党と政府が優先する事業が詳細計画の単位で開発

されていった。労働者のための住宅は公平性と平等性を重視した５層の団地型

（micro rayon）で開発され、その多くは 15-25 ヘクタールの敷地に 7,000-12,000

人が暮らす規模であった。1966-76 年の間だけで 450 棟からなる 24 つの団地が建設

されている（Tran Mai Anh 2013）。この時代に開発されたエリアは約 2,641 ヘクタ

ールで総道路面積が少ない点がポスト社会主義都市の特徴を表している。 

ドイ・モイ政策以降開発されたエリアは環状道路 2 号線の外側である。Ho Khau 制

度の規制緩和でこのエリアの人口は一時期年 6.5%と言う非常に速いペースで増加し

た。ハノイ市全体の増加率 2.7%であった。川の反対側で 7 つの工業地区が整備さ

れ、その周辺に多くの住宅開発が行われた。この約８割は住民が自力で建設したイン

フォーマルな開発であると言う。これは特に河川に近い洪水危険地帯に多い

（Hironori Kato 2010）。中心部は外国と民間資本による投資で高層開発され、さら
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に高密化していった。公共住宅政策は廃止され、団地は居住者に払い下げられた。ハ

ノイ市はホーチミン市に比べて公共セクターによる都市開発が圧倒的に多い。ただ

し、公共セクターの住宅開発は減少している。短い期間でハノイ市の都市面積は 3 倍

に拡大し、人口も倍以上増えている。この変化を受け、上位計画である地域計画でハ

ノイ市を多核心型都市にするとしている。従来の工業化政策に加え、近代化を発展目

標に入れ、五カ年計画でも強調されている。 

 

5.2.1. 各総体計画 

ハノイ市のマスタープランである総体計画はドイ・モイ政策の以前と以後でそれぞ

れ３回ずつ策定されている。その内容を文献とハノイ市都市計画研究所（HUPI）の資

料を基に整理する。 

 

●第１次総体計画・1954 

最初の総体計画は社会経済五カ年計画導入の前に策定されている（図 5.2-1 左）。

旧市街地と French Quarter を含む紅河の西側にコンパクトに位置し、その規模は

70km2 ほどであった（現在の Tay Ho 区）。計画は労働者の住環境向上のために教育施

設と医療施設を建設する内容で、中心部の行政建築も含まれた。短期間で実施された

この計画はハノイ市の姿を大きく変えていない（Quyen Thi Lan Phuong 2017）。 

 

●第 2 次総体計画・1960 

次期総体計画は 1961 年に作成が始まった五カ年計画の経済方針を反映させ、最初

の総体計画より実現率が高かった（図 5.2-1 中）。計画作成時にソ連の専門家の協力が

あり、中心部の４つと郊外の４つの区で構成された 130km2 の範囲を占めている。戦

争が始まるまでの短期間で新しい工業地帯と住宅地を開発し、複数の大学施設と総合

病院も建設された（Maitrung Pham 2016）。 
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図 5.2-1 ハノイ市第１次・第２次・第３次総体計画（Hoang 氏提供） 

 

●第 3 次総体計画・1981 

戦争終結後ハノイ市の行政境界が大幅に拡張された。同時に人口も約 2,500,000 に

達し、大都市になった。これに伴い、都市を開発する総体計画の作成が始まり、今回

もソ連の専門家の協力を受けた（図 5.2-1 右）。主に中心部の４区に重点を置き、総合

的なインフラフレームワークと緑地、歴史的建造物の保全などが新たな内容として加

えられた。開発はすべて政府の投資で行われていたために予算の制限でその進行は遅

かった（Quyen Thi Lan Phuong 2017）。 

 

●第 4 次総体計画・1992 

この総体計画は市場型社会主義時代の最初の計画である。公共のみならず民間・外

国・個人の投資による開発が認められ、都市開発の主体が一気に増えた時期である。

前回の総体計画策定で拡大されていた領域は縮小され、前より約半分の面積を占める

ようになった。プランは目的、都市の現状と課題、構想と実施方策、事業プログラム

の５つの項目から構成されている。新しい経済体制で国の政治、経済、文化、科学及

び技術センターの役割を担うとしている。中心部の４区に都心を置き、周辺の高さを

抑えた一極集中型の構造をしている。産業用地は外縁部に点在させ、環状線道路と放

射状道路によってこれらを結ぶ計画である（Pham 2016）。この計画の主な開発方針

は旧市街地の南西部を指定している（図 5.2-2 左）。 
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図 5.2-2 ハノイ市第 4 次・第 5 次総体計画（Nhà Xuất Bản Khoa Học Và 2005） 

 

●第 5 次総体計画・1998 

この計画に新たな要素として自然条件に関する項目が追加された。また、前回のプ

ランに周辺の都市を加えたより広域的なものになっている（図 5.2-2 右）。これは同時

期に策定された上位計画であるベトナム都市システム総合発展計画方針と北部重点地

域の社会経済総合発展計画および紅河平野の社会経済と国防考案計画の影響を受けた

ものであると思われる。この計画は将来人口を倍以上で想定し、都市構造を大きく拡

大している。新たな産業用地を紅河の北部に計画し、都市周辺に連担都市と集団都市

を位置づけている。前回の開発方針は市の南西を重点にしていたが、このプランから

川の対岸である東側を重視している（Quyen Thi Lan Phuong 2017）。 
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●第 6 次総体計画・2011 

 

 

図 5.2-3 ハノイ市第 6 次総体計画の都市構造 

 

最新の総体計画には市街地の形成歴史と各エリアの連携、生態環境に関する項目、

国際化を考慮する内容が追加された。市域は再合併によって大幅に増加している。前

回の内容はより明確になり、実施方策、開発方針、グリーンベルト（自然環境、伝統

的文化、遺産など保護する区域で市全体の約７割）、水面、観光地、農村及び緑地など

の項目が増えている。グリーンベルトを含まない３割の市域は都市化促進区域に指定

され、主な目標は都市の発展と自然保護の両立であるとしている。都市中心部の拡大

を制限し、衛星都市開発によって人口増加分の受け皿にするとしている（図 5.2-3 と

図 5.2-4）。これは前回の連担・集団都市のことである。工業地帯もこれに合わせて配

置が変更され、衛星都市拠点として開発される方針である（Hanoi Urban Planning 

Institute 2011）。 
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図 5.2-4 ハノイ市第 6 次総体計画のハノイ市中心部 

 

この時期に第３回社会経済 10 カ年戦略と首都法が公布され、前者では環境を優先

した都市づくりが目標になっている。後者ではハノイ市の首都としての重要性が説か

れ、政府は優先して投資を行うとしている。詳細計画の枠組み明確にし、旧市街地の

歴史的価値が高く評価されている。また、土地価格はハノイ人民委員会によって設定

されるとし、土地利用計画の策定を義務付けている。人口数と人口密度は総体計画で

決められるとし、市の住民になるには３年以上の居住歴があることを求めている。地

方財政力が強化され、市の公債を発行できるようになっている。各省庁はあらゆる事

業を計画・実施する際にハノイ市の人民委員会の関係する諸機関と密接な関係で協力

するべきとし、国の政策と市の政策の連携強化を図っている（Law on the Capital 

2012）。 

2013 年の土地法改正で土地利用計画の立案と改革内容が明確になり、総体計画の
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下位計画として位置づけられている。また、土地利用証明書の発行は各級の自治体が

作成するこのプランと詳細計画を元に公布されると義務付けている。地方政府は将来

開発する土地を保留できるようになり、計画がある程度担保される法制度が整ったと

考えられる（Land Law 2013）。表 5.2-1 で各計画の詳細を示す。 

 

  



第 5 章 事例調査対象国都市における都市計画の展開と特徴 ハノイ市 

 

126 

 

計画 計画期間 計画人口 計画面積 キーワード・説明 

第１次 1954-1960 - 7,000ha 社会経済五カ年計画導入以前、旧市街地、労働者の団地、社会インフラ 

第２次 1960-1964 - 13,000ha ソ連の専門家、五カ年計画導入、中心４区と郊外４区、工場地帯、住宅団

地、大学施設、医療施設 

第３次 1981-2000 2,500,000 

（当時人口） 

213,000ha 市域大幅拡張、ソ連の専門家、中心４区、郊外２区、総合的なインフラフ

レームワーク、歴史的建造物の保全 

第４次 1992-2010 1,500,000 92,180ha 市場経済、開発主体多様化、市域縮小、中心４区の一極集中型（南西）、政

治・経済・文化・科学および技術センター、点在する産業用地整備、環状

線道路と放射状道路ネットワーク 

第５次 1998-2020 2,587,250 

3,542,750 

92,180ha 上位計画との整合性を取った広域計画、川の東部開発が含まれる、紅河の

北部で産業用地整備、連担都市と集団都市の開発 

第６次 2011-2030 

Vision 2050 

9,200,000 

10,800,000 

334,460ha 市域拡大、都心+5 衛星都市+3 エコシティ+10 小都市、国際化を進める、

グリーンベルト指定、発展と自然保護の両立、歴史的建造物の保全、10 カ

年戦略、首都法（財政強化）、諸機関と計画の連携、総体計画を基に土地利

用計画策定 

表 5.2-1 ハノイ市各総体計画のまとめ（筆者作成） 
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5.2.2. 計画体系 

 

図 5.2-5 ハノイ市計画体系（Hoang Linh Nguyen 2018 と Hoang 氏ヒアリングよ

り筆者作成） 

 

図 5.2-5 はハノイ市の計画体系とその上位計画とのつながりを示したものである。

地域計画には建設省が作成するベトナム都市システム総合発展計画方針と北部重点地

域の社会経済総合発展計画および紅河平野の社会経済と国防考案計画などがある（国

土交通省 2015）。総体計画の傘下には土地使用権証明書の元になる土地利用計画と建

設計画とインフラ計画と分野別計画があり、互いに連携する（Hoang Linh Nguyen 

2018）。 
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土地利用計画は 2013 年の土地法改正により都市開発計画の傘下に入り、それを順

守することになっているが、完全ではないと言う。これはベトナム国の地方政府の独

立性が他のアジア諸国と比較して各段に大きいことが原因である思われる（松村

2014）。例えば、ゾーニング計画はハノイ市都市計画研究所が作成しているが、土地

利用計画は区の人民委員会の影響が強く、内容が矛盾することがあると言う。ただ

し、規模の小さい自治体では都市計画と土地利用計画が一緒の場合もある。総体計画

傘下の土地利用計画は 5 年単位で作成され、その下は年度ごとに作成されている。容

積率などの指標を提示するわけではなく、用途も都市計画の用途地域に合わせて変更

されると言う（Anh 氏へのヒアリング）。 

分野別計画とは他の各省庁が作成する計画のことである、総体計画の段階で連携さ

れると言う。ゾーニング計画は 2009 年の都市計画法で総体計画と詳細計画の間に導

入されたプランである。以前の詳細計画は 1/500 と 1/2000 で作成されていたが、そ

の後者の内容に変更を加えたものである（松村 2014）。 

詳細計画は計画経済の時代から作成されているプランで実際に開発が行われる前に

作成される青写真である。開発を規制・誘導するためのものではなく、開発を行う図

面であるためその内容は非常に細かい。現在は開発者が作成するものとなっており、

行政機関が開発を行う際に作成する場合もある（Hoang 氏へのヒアリング）。 

 

5.2.2.1. 総体計画 

ここで 2011 に策定された最新のハノイ市総体計画の内容を見る。総体計画の目標

は「次世代に受け継がれる美しく、住みやすい都市」であり、持続可能な発展を重視

し、残された自然と農地を永久に保全するとしている。知識に基づいた高度人材が働

く都市を実現し、高度な商業サービスを提供すると言う。また、ダイナミックで効果

的な開発を進め、競争力を高めるとしている。快適な住環境と投資しやすい都市づく

りをする方針である。計画期間を 2020 と 2030 と 2050 年のビジョンの 3 つの段階

を設定し、都市化を促進するとしている（表 5.2-2）。用途地域は 19 種類あり、下位

のゾーニング計画でも同じく指定されている。都市構造と中心部は図 5.2-3 と図 5.2-

4 で示した。図 5.2-6 は都市クラスターを形成する都心部と 5 つの衛星都市と 3 つの

エコ都市と 10 の小都市の配置図である。これらはグリーンベルトを挟み、環状線道

路と放射状道路で連結する。なお、グリーンベルトは全体の７割を占める。 
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 2020 2030 2050 

人口 7.3-7.9 百万人 9-9.2 百万人 10.8 百万人 

都市化率 58-60% 65-68% 70-80% 

都市化区域 128.900ha 159.600ha - 

建設用地 73.000ha 94.700ha - 

居住地 34.200ha 48.100ha - 

非居住地 38.800ha 46.600ha - 

表 5.2-2 総体計画の目標指標（Hanoi Urban Planning Institute より筆者作成） 

 

 

図 5.2-6 ハノイ市の各都市（Hanoi Urban Planning Institute 2011） 

 

都心の人口・面積・居住地面積、歴史的中心市街地、その周辺の拡張エリアを指定
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し、紅河南部を文化・商業中心とし、人口も決められている。紅河北部は商業・学

園・医療・高度産業・国際交流・観光地・憩いの機能を有する。紅河の広域的な整備

方針も明確になっている。連携各都市でも機能と人口と一人当たりの床面積が指定さ

れている。インフラを社会インフラ施設、産業集積地、観光ルート、周辺村の開発方

針、交通システムと公共交通の利用率、道路網（高速と一般道含む）、鉄道網、都心の

メトロ、自然環境の保全方針などが明記されている。最後に優先投資事業とその詳細

が記されている（Hanoi Urban Planning Institute 2011）。 

 

5.2.2.2. ゾーニング計画 

ベトナム国のゾーニング計画は旧体系の 1/2000 詳細計画から由来する。南北統一

以前から旧ソビエトの支援を受けた都市計画策定が進んでおり、第 5 次総体計画のエ

リア全域で策定され、建築行為をコントロールするためのツールとして活用されてい

る。但し、策定されているのは基本的な土地利用計画図及び道路計画を中心とする基

本的な計画内容で、都市基盤施設などの計画図は策定されていない。また、土地利用

計画図に示された内容も、規定すべき内容が全て記載されているわけではないと言う

（松村 2014）。 

ゾーニング計画が都市計画法で位置づけられ、現行の総体計画でハノイ市全体は 38

区に分割され、区レベルの政府と協力して作成されている（図 5.2-7）。ただし都心の

旧市街地は詳細計画で保全している。2016 年から順次作成・策定され、すべてのゾ

ーニング計画が完成したのは 2019 年であり、総体計画策定との期間が長い

（Nguyen 氏へのヒアリング）。ゾーニング計画はその範囲を街区レベルで規制するた

めの規制指標を定めているが、その数値の幅が広く、開発を効果的に規制・誘導でき

ていないことがヒアリングで分かった（Anh 氏へのヒアリング）。指定指標は用途・

容積率・建蔽率・高さ・人口基準・用途別の現状と目標面積値・社会インフラ設備な

どである（図 5.2-8）。 

この計画で街区の人口数を決めるため、移転の必要性が生じることがあり、住民を

どのように移転させ、計画を実施するかが問題になっていると言う（Anh 氏へのヒア

リング）。ゾーニング計画は詳細計画を作成する各種指標と提示している。そのため規

則ではゾーニング計画が無い場合は開発が行われないと言うことである（住宅用途の

場合は免除されることがある）。ホーチミン市の場合はゾーニング計画の指標を緩和す
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る代わりに開発者が公共空間と駐車場を整備すると言う取引に使われている最近事例

がある。また、開発者の利益追求に押されて指標内容が守らないケースもあると言う

（Thanh Bao Nguyen 2017）。 

 

 

図 5.2-7 ハノイ市のゾーニング計画区域（Anh 氏提供） 
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図 5.2-8 ハノイ市 H2-2 のゾーニング計画の道路網図（Nguyen 氏提供） 
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5.2.2.3. 詳細計画 

この計画は開発者が作成する図面であり、基本的には 1/500 の縮尺である。ゾーニ

ング計画の指標あるいは計画ライセンスの内容に基づいてハノイ市の計画部（Hanoi 

Department of Planning and Architecture）が確認し、人民委員会（People’s 

Committee）が承認する。行政機関も作成する場合があるが、確認・承認手順は民間

開発と同じである（Hoang 氏へのヒアリング）。事例として図 5.2-9 を示す。 

 

 

図 5.2-9 詳細計画の例（Hoang 氏提供） 
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5.2.3. 開発規制 

ベトナム国における開発許可取得プロセスは非常に複雑で現地の企業でも不明確な

部分が多く、着工に至るまでの期間が 1 年以上かかると言う。開発は都市計画承認、

投資承認、事業計画承認、建設許可の 4 段階で進められる。これはそれぞれ①都市計

画、②投資、③土地、④建設に関係している。2009 年の都市計画法によって詳細計

画による開発事業の許認可プロセスはゾーニング計画によって行われるようになった

（Anh 氏へのヒアリング）。また、許認可プロセスをスムーズにするために詳細計画

及びゾーニング計画が策定されていない場合は簡易な計画基準を定めた計画ライセン

スで対応することが可能になっている（Hoang 氏へのヒアリング）。 

投資規制は以前中央政府によって行われていたが、1996 年から地方分権化が進

み、省と直轄市に移譲されている。これによって地方政府は投資事業を競って誘致す

ることになっている。だが、大規模な案件については依然として中央政府の権限が大

きく、事業規模によって投資承認の機関が異なる。これは 3 段階あり、それぞれ中央

政府・市人民委員会・区人民委員会のレベルで分担される（JBIC 1999）。 

事業計画承認は詳細計画を基に作成された基本設計を審査し、土地収用などの必要

性があれば実施される。これは消防・防火の承認も受けてから発行される。その次は

土地使用権の変更や用途変更と証明書の発行の段階があり、建設許可が与えられる。 

2014 年の建設法改正で住宅供給の促進を図る目的で承認された詳細計画があれば 7

階までかつ 500m2 以下の事業に対して建設許可を不要としている（Construction 

Law 2014）。2020 年の改正では中央政府の投資承認を得る事業は FS 調査を行うと

し、すべての事業に対して許認可プロセスを短縮化している（Construction Law 

2014）。４つの開発規制の内容を下記の表 5.2-3 に示す。 

 

 都市計画承認 投資承認 事業計画承認 建設許可 

内容 詳細計画の審査 投資規模によって

審査 

基本設計の確認、消

防・防火など審査 

3 つの承認

の確認 

目的 ゾーニング計画が

無ければ計画ライ

センス交付 

基本設計に必要 

中央・市・区の 3

段階 

土地収用、使用権獲

得に必要 

着工に必要 

表 5.2-3 ハノイ市の開発規制の 4 段階（筆者作成） 
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5.2.4. 小括 

ハノイ市の総体計画は計画経済時代から策定ごとにその領域が拡大し、周辺都市ま

で含む広範囲なものになっている。用途地域は 3 種類と少なかったのが 19 種類に増

え、詳細化している。以前は再開発の対象であった旧市街地の歴史的な価値が評価さ

れ、首都法と特別詳細計画によって保全と改良が目指されている。総体計画はより広

域範囲を占め、他分野を考慮するようになっている。自然環境と農地保全に重点を置

き、都心とその他の 18 の都市・市街地を網羅している。建設省以外の各省庁計画も

総体計画の傘下で内容の整合性が図られ、効率的な都市開発を図っている。 

最新の計画では民間開発を効果的に規制するためにゾーニング計画を導入し、中心

部においては全域で策定されている。行政単位ではないこの計画は 38 ゾーンで作成

されている。その役割は詳細計画を指導し、総体計画を実現することである。しか

し、衛星都市とエコ都市と小都市と言った総体計画で開発が示されている都心部以外

のエリアでは策定されていない。 

また、ゾーニング計画は開発審査の基準になり、開発事業をコントロールする役割

を果たす。しかし、問題点はその指標の幅が広く、効果的に規制できているとは言え

ない状況にあることがヒアリングでわかった。ただし、既往研究のホーチミン市の事

例で都市環境を改善するための取引材料として使われている実績があった。また、ゾ

ーニング計画は街区人口を指定し、計画策定時点で人口移転の問題が生じる場合があ

り、計画実施を最初から困難にしている領域もあると言う。 

開発規制は投資承認まで含む長い手続きのシステムになっているが、最近は厳格な

投資保証制度を緩和するなどスムーズにする動きが見られている。住宅用途について

も審査内容を簡素化し、開発事業の審査期間を短くすることで建設業界への投資促進

を狙っている。 

新土地法でハノイ市の都市計画は土地利用計画を指導するようになり、計画の整合

性が向上されている。これによって都市計画の内容が優先され、計画に基づいた土地

権利譲渡が可能になるとしている。ただし、依然として上位計画が無視され、デベロ

ッパーの要求によって規制指標が実現されないと言う問題が残っているようである。 

旧来の計画体系には政府以外の開発を規制・誘導する手段がなかった。また、複数

の都市を網羅する広域計画もなかった。それが五カ年計画の方針を受けた地域計画と

開発方針を示す総体計画の内容を実現する手法のゾーニング計画が導入されている。
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詳細計画は開発者が作成するものであり、ゾーニング計画の規制指標に従う体系にな

っている。都市計画の体系は土地利用計画と建設計画とインフラ計画と各省庁の分野

別計画を傘下に入れており、総合的な整合性が取れるシステムになっている。しか

し、デベロッパーが作成する詳細計画は必ずしも上位計画の方針に従っているとは言

えない状況である。 

 

 総体計画 ゾーニング計画 詳細計画 

人口 人口規模 人口基準 人口基準 

内容 目標、開発モデ

ル、空間構造、交

通網 

用途、街区機能、容積

率、建蔽率、最高・最小

階数、インフラ、環境評

価、道路網、街路断面 

用途、区画建設要件、 

密度、地階レベル、 

高さ、建設可能範囲 

縮尺 1:25,000 と

1:50,000 

1:5000 

1:2000 

1:500 

期間 20-25 年 

50 年ビジョン 

20-25 年 20-25 年 

更新 5 年ごと 5 年ごと 3 年ごと 

根拠 特別インフラ計画 

ゾーニング計画 

中心部建設投資事業 

詳細計画、計画許可証 

土地収用、建設許可、 

建設投資事業 

インフラ 基準と方針 街路・街区レベル 区画レベル 

その他 優先投資計画 

予算決定 

地下空間 

オープンスペース 

建築、景観の指針提示 

社会インフラ施設 

区画の建設要件提示、 

用途基準提示、 

社会インフラ施設 

都市 

デザイン 

都心部、開発軸 

広場で作成可能 

セットバック、ランドス

ケープ、オープンスペー

ス、街区で作成可能 

建築、眺望、高さ、 

セットバック、形態、色 

様式、街路樹指定可能 

表 5.2-4 ハノイ市都市計画の比較（筆者作成） 
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5.3. ウランバートル市 

モンゴルの首都ウランバートル市は、1639 年にモンゴルのチベット仏教の教主で

あるジャブザンダンバ・ホタクトによって建立されたゲル寺院の「イフ・フレー」に

由来する。当初は宗教の拠点として栄え、徐々に国民的祭事が行われるようになるこ

とで文化の中心地になった。その後、20 回以上の遷都と数回名前が変更されたのち、

1855 年に現在の位置に定着した。1911 年に清朝が崩壊するとモンゴル国は独立を宣

言し、翌年にイフ・フレーを「ニースレル・フレー」に改名し、首都に指定した

（С.Мөнхжаргал 2006）。この時の首都は宗教と文化に加え、ロシアと中国間の貿易

と交通の拠点としての機能を持ち、商業拠点として発展した。ジャブザンダンバ・ホ

タクト８世が他界するとソビエト連邦の援助でモンゴル社会主義共和国として独立を

達成し、首都名をウランバートル市に改称した（図 5.3-1）。当時の全国人口は

700,000 人で、そのうち 30,000 人がウランバートル市に居住していた

（С.Идшинноров 1994）。 

 

 

図 5.3-1 ウランバートル市の時代区分図（L.Ganzorig 2018） 

 

社会主義国になってから第二次世界大戦が終わるまでウランバートル市で大きな開

発は行われなかった。市民は従来のまま大寺院の周辺に木柵で囲われた敷地にゲルを

建てて生活していた。1940 年代後半からウランバートル市の計画的な都市開発が始

まった。政府が五カ年計画を作成し、各機関はその方針に沿った事業を実施した。当

時の都市化を大きく支えたのが建築生産工場であった。気候の厳しいモンゴルでは建

設工事が可能な季節は短いため、プレハブ技術を導入した。人口増加に伴って首都周

辺に石炭鉱山・農業・酪農・倉庫と言った供給目的の衛星都市を複数開発した。当局

によって人口流入を厳しく規制し、移動の自由を制限していた。 
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都市中心部のゲル地区を再開発し、政府庁舎やアパートを建設した。住民は市が指

定する他のゲル地区への移動を強いられ、あるいは開発された新築アパートへ入居し

た。社会主義体制下でロシアの設計機関である GIPROGOR の協力によってウランバ

ートル市のマスタープランは４回作成された（松嶋 2005）。土地は国が所有し、工場

や企業は政府が運営し、16 地区でスーパーブロックの団地開発が行われた。団地のア

パート所有権も政府と政府機関と労働組合に属し、従業員に貸し出された。 

1989 年末に民主化運動が起こり、社会主義体制が崩壊し、1992 年に新憲法が施行

された。市議会と市長は地方選挙によって選出されるようになった。体制変化で景気

後退し、建設業界も低迷し、都市開発は失速した。インフラ整備は従来のまま政府に

よって管理されたが、建設業界と住宅供給は民間企業に委ねられた。憲法制定後に数

多くの政策が取られた。国民の居住地選択の自由化、国営住宅の無償提供、都市開発

法、土地所有化法などである（4.3 モンゴルを参照）。この期間にモンゴル人の専門家

と、JICA の技術支援によって改正されたものを合わせ、2 つのマスタープランが作成

された（L.Ganzorig 2018）。どの時代でもゲル地区は存在していた（図 5.3-2）。 

 

 

図 5.3-2 1915, 1976, 2017 年のゲル地区風景（左 Jugder, 中 Gruben, 右 筆者） 

 

5.3.1. 各マスタープラン 

●第１次マスタープラン・1954 

モンゴル国で初めて作成された都市計画マスタープランである。ロシアの設計機関

の GIPROGOR とモンゴル初の建築家であるチメド氏を含むチームによって作成され

た。社会主義国であるためすべての開発事業は当局によって実施され、計画図通りの

市街地が形成された。主に 2-4 層の建物をスーパーブロック単位で建設し、若干の平
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屋建築と市域の 1 割を占めるゲル地区が計画された。この時期に中心部のゲル地区数

か所が再開発され、現在の小環状道路の骨格ができた（図 5.3-3 左）。 

 

●第 2 次マスタープラン・1961 

ウランバートル市の工業化によって人口が急増し、住宅建設事業が次々に行われ

た。初めての建築生産工場が完成・稼働し、団地開発が数か所で実施された。建物は

5-7 層で計画され、新定住地域で建設された。小環状道路内部がほとんど完成し、そ

の外側まで開発事業が広がった。市全体は中心部の政府庁舎地域（Socialist Show 

Case）と工業地域とその労働者のための団地が位置する定住地域の 3 つに分かれてい

た（図 5.3-3 右）。1966 年の大洪水で市南西に被災者を移住させるための一時的な居

住地域のヤールマグのゲル地区が計画された（Д.Майдар 1972）。 

 

 

図 5.3-3 UB 市第１次・第２次マスタープラン（左 市役所、右 Д.Майдар 1972） 

 

●第 3 次マスタープラン・1976 

この時期はモンゴルの都市開発歴史の最盛期で、ウランバートル市のみならず、地

方都市も大きく発展した。最大級の建築生産工場が稼働を開始し、市の東・中央・西

の３つの区域の 21 か所で住宅団地が開発された（図 5.3-4 左）。団地の階数は 7-12

層であった。大環状道路も完成し、中心部の密度が上がった。ウランバートル市の人

口増加に伴い、必要な物資を供給する農業と酪農用の衛星都市と電気・暖房エネルギ

ーを供給するための鉱山衛星都市が開発され、これらを結ぶ鉄道網が整備された。こ

の第３次マスタープランの期間中にゲル地区再開発事業が行われ、ガンダン寺の西に

広がっていたゲル地区は北西部へ移築された。人口流入を厳しく規制していたが、国
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営工場で労働者が不足していたため地方から積極的に労働者を採用し、市街地周辺の

ゲル地区に移住させていた（С.Идшинноров 1994）。 

 

●第 4 次マスタープラン・1987 

このマスタープランは社会主義時代の最後のプランになる。その内容は前回の方針

を引き継いだものであり、衛星都市の開発と人口分散を目標にしていた。中心部では

大環状道路と東西を走る平和通りの交差点で立体交差点を計画するなど都市の大胆な

変化が予定されていた（図 5.3-4 右）。しかし、策定の２年後に民主化運動が起こり、

国の体制は大きく変わり、経済低迷でインフラ投資が激減した。国営の建築生産工場

は民営化され、ほとんど稼働しなくなった（С.Идшинноров 1994）。 

４回のマスタープランで中心部の政府庁舎エリアとその従業員のアパート、大学施

設、総合病院などの社会インフラ、その周辺に計画された 21 の団地のうち 16 が建設

された。工業エリアも完成し、市街地周辺にゲル地区が広がった。評価されるべき点

は計画の実現率の高さとインフラ整備であり、移行期の時代でも首都機能を支えた。 

 

 

図 5.3-4 UB 市第 3 次、第 4 次マスタープラン（UB 市役所） 

 

●第 5 次マスタープラン・2002 

1998 年の都市開発法に基づき、モンゴル人の専門家のみで作成された第５次マス

タープランは第３次マスタープランで決定された３区域に加え、新開発区域を設定し

ている（図 5.3-5 左）。中心部の大学校舎を移転させ、学園都市を開発する構想も組み

込まれた。衛星都市の開発を継続するためにインフラ投資も計画されるが大きな進展

はなかった。計画期間に人口が著しく増加し、その 56％は地方からの移住が原因であ

った。2002 年の土地所有化は移住者に市の周辺で土地を無償で取得する機会を与

え、ゲル地区は無計画的に拡大した。次のプラン策定までに人口が 437,000 人増えた
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のは、７つの県の総人口の合計と同等であり、一極集中が進んだ。インフラ不足と人

口増加はさまざまな社会問題を徐々に出現させて行った（L.Ganzorig 2018）。 

 

 

図 5.3-5 UB 市第 5 次、第 6 次マスタープラン（UB 市役所） 

 

●第 6 次マスタープラン・2013 

マスタープランは機能せず、住環境は悪化する一方であった。そんな中で日本政府

に技術支援を要請し、2009 年から JICA による MUGCUP 事業が開始された。これに

よって前回のマスタープランを改正した第６次マスタープランが作成された。新プラ

ンのコンセプトはコンパクトシティであり、社会主義都市の特徴と同じであった。 

市内では商業用途の分散を図る副都心区域を数か所で設定した。ゲル地区の拡大を

防ぐために既存インフラとの距離によって 3 域に分け、再開発事業と区画整理事業に

よって整備する方針を固めた（図 5.3-5 右）。中心部は再開発事業で高層化、中間部は

区画整理事業で中層化、周縁部は戸建住宅の低層住宅街にする方針である。交通は自

動車中心から公共交通中心にし、BRT あるいは、地下鉄の可能性を検討し、実施する

方針である。さらに、IC カードを導入、乗り継ぎのスムーズ化、バス専用レーンが設

置された。さらに、ゲル地区にインフラ拠点エリアを形成させるとしている。 

このように前回の計画を改善させ、詳細かつ新しい技術導入が強調されたプランに

なった。二つ特筆すべき点は都市計画法の改正で導入された用途地域の細分化と開発

事業をコントロールするための地区単位計画の策定が決められた。市域を 47 に分割

し、それぞれにマスタープランの内容を詳細化したプランを作成するとしている。こ

のプランで用途、密度、建築の高さなどが指定される予定である（Ochirbat 

Sorogjoo 2015）。各マスタープランの内容の詳細を表 5.3-1 で、計画範囲を図 5.3-

6 で表した。 
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計画 計画期間 計画人口 計画面積 年・到達人口 キーワード・説明 

第１次 1954- 

1974 

120,000 3,900ha 1960 年 

180,000 

都心と 2 つの工業地帯、小環状道路整備 

3-4 層のレンガ造の団地、アパート 9m2/人、ゲル地区 400m2/世

帯 

第２次 1961- 

1981 

250,000 80,000ha 1975 年 

349,000 

小環状道路完成、大環状道路整備、5-7 層のプレファブ造の団地、

洪水発生によるゲル地区拡張、アパート 12-15m2/人 

第３次 1976- 

2000 

440,000 80,000ha 1988 年 

500,000 

都心+3 区域（東中西）、大環状道路完成、7-12 層のプレファブ造

の団地、衛星都市開発、アパート 12m2/人 

第４次 1987- 

2010 

750,000 80,000ha 1999 年 

760,000 

大環状道路完成、立体交差化構想、9-15 層のプレファブ造の団地 

農業・酪農・石炭鉱山など 4 つの衛星都市開発 100,000 人 

第５次 2002- 

2020 

1,150,000 16,000ha 2010 年 

1,160,000 

都心+4 区域（東中西と新区域）、土地所有化、民間開発、一極集

中、ゲル地区拡大、インフラ不足、学園都市 500,000 人、社会問

題顕在化、アパート 9m2/人、ゲル地区 700m2/世帯 

第６次 2013- 

2030 

1,400,000 21,895ha 2017 年 

1,410,000 

JICA 技術支援、コンパクトシティ、複数都心形成、用途地域制度

導入、土地所有化継続、低金利住宅制度、一極集中継続、衛星都

市の行政独立化+学園都市+空港都市、社会問題深刻化、ゲル地区

再開発事業、区画整理事業、インフラ整備重視、アパート 9m2/

人、ゲル地区 700m2/人（2008 年以降） 

表 5.3-1 UB 市各マスタープランのまとめ（マスタープラン資料より筆者作成） 
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図 5.3-6 UB 市各マスタープラン範囲（マスタープラン資料より筆者作成）
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5.3.2. 計画体系 

 

図 5.3-7 ウランバートル市の計画体系、破線：弱い連携、未作成（筆者作成） 

 

ここではウランバートル市の計画体系と計画同士の関係性を明確にする。なお、再

開発事業は計画と言うより事業性が強いので第 3 部で紹介する。 

図 5.3-7 の経済計画の体系は最近できたものであり、国土利用と都市開発計画を指

導し、連携する。詳細は 4.3 章で記述した。国土土地利用総体計画は 2 回作成され、

建設都市開発省と環境観光省と鉱業重工業省の政策が主要内容を構成する。都市開発

の最上位計画の人口居住計画は今まで作成されたことがない。ウランバートル市の一

極集中はこれが原因であると言われている。長期ビジョンと中期計画は大規模プロジ

ェクトと目標指標を設定している。 

政府の中期計画は自治体の都市マスタープランと土地利用総体計画と連携するはず

であるが、その仕組みは明示されていない。土地利用総体計画とマスタープランも同

様であるが、独立した計画になっていると言う。また、二級自治体の年度土地利用計

画の上位計画である総体計画はほとんど作成されていない（Darkhanchuluun 氏への

ヒアリング）。 

短期計画は内閣と自治体知事の任期内の各種政策から構成され、選挙結果によって

方針が変更する性質を持っている。これは二級自治体が作成する年度土地利用計画に

大きな影響を与える。マスタープランの規制手法である地区単位計画の予算を確保し

ないことが多く、インフラ整備や計画作成の費用が捻出されないことが問題視されて
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いる。一級自治体の都市開発計画同士は連携しているが、短期計画と詳細計画に左右

され、上位計画が無視されることが多々ある。特に地区単位計画が策定されていない

都心部での開発は計画要件書の段階で政治家による干渉があると言われている。ま

た、年度土地利用計画によって土地を取得した者が開発申請すると不適切な場所であ

っても都市開発発展部は申請を却下できないと言う。これは、行政側からすると土地

部と計画部は別々であるが、市民側からすると市役所と言う一つの組織であるため、

計画が矛盾していることは全く関係がなく、土地権利を優先するように強く要求され

ると言う。もちろん上位計画に従って許可されるケースもある。ウランバートル市で

短期計画―土地権利書―詳細計画と言う 3 つの強いつながりが他のポスト社会主義都

市の開発特徴である Laissez Faire（Let it be）状況に非常に似た背景を作っている。

これは利益を優先するデベロッパーに連れられた計画体系になっていると言うことで

ある。この課題を解決するために都市計画基準書を早期に改訂し、地区単位計画に基

づいた土地配分を実施すべきと説明している（Barilga.mn 2019）。 

 

 国土土地利用総体計画 土地利用総体計画 年度土地利用計画 

内容 農村と都市 

分野別の 7 つの計画 

土地登記、最適利用、

土地保護、保有地増加 

農村と都市 

分野別の 7 つの計画 

土地登記、最適利用、土

地保護、保有地増加 

土地利用管理（所有、

占有、使用） 

土地評価、収用、料金

徴収、競売実施、都市

開発と再開発管理 

縮尺 1:2,000,000 1:2,000,000 図面なし 

期間 16-20 年 12-16 年 1 年 

最新 2018 年 2003 年(2021 作成中) 2021 年 

説明   16 ゾーンと 17 用途で

インフラを考慮して土

地評価 

表 5.3-2 土地利用計画の詳細（ウランバートル市役所土地部より筆者作成） 

 

表 5.3-2 で各土地利用計画の内容を示した。その中の年度土地利用計画の内容は： 

a) 配分決定の土地情報、土地競売情報（2020 年は市内で 936.41 ヘクタール） 
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b) 土地権利と公有地の情報管理、公共空間（駐車場、歩道、緑地、公園）と道路整

備に必要な土地情報 

c) マスタープランと詳細計画と老朽建築再開発事業実施に関する決定事項 

d) 収用対象土地の情報 

e) 土地使用料金に関する情報 から構成される。 

土地配分システムにまち割り（初期市街化）、アメリカで言う Subdivision Control

方式がないため、将来の開発方針どころか、土地の起伏すら考慮されていない非常に

悪い計画で土地所有化がされると言う（Tuya 氏へのヒアリング）。 

都市開発発展部へのヒアリングでマスタープランは論理では土地利用総体計画の上

位計画として位置づけられるべきであるが、土地部はそう認識していないと言う。地

区単位計画も同様で年度土地利用計画の上位計画であるべきところ、まったく関係の

ないものになっていると言う。むしろ計画と言うより区議会が決定する企画書のよう

なものになっている。また、都市開発発展部はマスタープランの枠組み内で実施計画

を作成しているが、これが短期計画の予算計画書に参考されないことが多く、必要予

算の 2 から 3 割しか融資されないと言う（Darkhanchuluun 氏へのヒアリング）。 

ウランバートル市で活動するプランナーにヒアリングしたところ、下記の点を指摘

していた。市の計画体系では土地利用計画とマスタープランが繋がる点が無く、イン

フラ整備のための予算確保もプランに付随されない。地区単位計画の場合は行政単位

に基づいていないため、計画作成前の調査に膨大な時間と労力とコストがかかり、計

画実施の成果も測りにくいと言う。これは結果を想定した計画作成ができない状況を

作っている。マスタープランは２種類の図面で用途地域を設定しているため地区単位

計画でどちらを選択するか課題が生じることもある。 

また、地区単位計画で建蔽率を指定しても、法律で一律 7 割と表記しているためデ

ベロッパーが訴えた場合この指標が機能しなくなる。さらに、都市計画基準書と都市

開発法、その他の法律の内容が矛盾するケースが多々あり、裁判になった際にどちら

を優先するかが決められていないと言う。これは特に駐車場、緑地、パブリックスペ

ース、公有地の計画の際に問題の原因になっている。統一された制度ではないため開

発の際にデベロッパーに基準を順守させることが困難であると言う（Tuya 氏へのヒア

リング）。 
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年度土地利用計画は他の計画と矛盾しており、用途指定してもそれを管理する手段

がない点も指摘された。モンゴルの都市計画制度には作成時の市民参加のシステムが

なく、計画の公開は周知目的で行われている。最後に、業界の専門家の育成が遅れて

いることで利益を優先するデベロッパーに根拠のある計画説明ができず、開発コント

ロール難しくなっている。だが、近年はこの状況が改善されつつあると言う。 

もう一人、計画体系に詳しい大学教授にヒアリングしたところ、二級自治体の土地

利用計画のマスタープランへの影響が強く、プランが無視されていることを強調し

た。建蔽率と容積率は法律に明記されていないため、強制指標としてデベロッパーに

強要することができない。2013 年のマスタープランで建蔽率と容積率に触れている

が紹介程度であり、使用方法を提示していない。だが、現在作成中のマスタープラン

2040 で地区単位計画の範囲を詳細に分割し、容積率制度を導入する意見が上がって

いると言う（Amgalan 氏へのヒアリング）。 

用途地域に関しては法律で７種類設定しているが、それぞれに建設可能な建物の面

積、空地率などを決めていないため形式的なものに過ぎない。地区単位計画と再開発

事業は調査と計画作成の 2 段階で民間設計会社に委託していると言う（Ariunjargal

氏へのヒアリング）。 

計画作成時の市民参加については、実際に参加することはないが、一般市民の意見

を取り入れたり、資料を公開したり、年々状況が改善していると言う。スマートフォ

ンのアプリを使った住環境改善事業へのアンケートを実施し、計画資料を誰でも見ら

れるようにしていることは 10 年前と比べると大きな進展である（Amgalan 氏へのヒ

アリング）。 

都市計画が十分機能していない原因については、まず関連法と基準書に不備がある

ことがわかった。都市開発発展部から計画が上がっても、政治家の判断で実施されな

いと言うこともある。大規模な新規開発は知事と建設都市開発省の権限でマスタープ

ランを無視して実施できると言う点も指摘できる。Amgalan 教授の個人的な意見とし

て、開発に関わる行政の職員あるいは行政機関そのものとデベロッパーと政治家など

が絡んだ賄賂行為が一番の理由であると言う。また、市場移行で開発行為は拒否され

るべきではないと言う認識が社会に根付いていることも計画が機能しないことの一因

でもあると言う。 
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5.3.2.1. マスタープラン 

マスタープランには建築空間と土地利用の 2 種類の計画図があり、それぞれ異なる

用途地域表を使っている（参考文献 34）。前者は 14 種類、後者は 9 種類・準用途地

域 20 種類がある用途地域の一覧は表 5.3-3 と表 5.3-4 を、建築空間と土地利用は図

5.3-8 と図 5.3-9 を参照。しかし、都市開発法では７種類の用途地域を指定してい

る。ここで注意したいのはマスタープランの土地利用計画図と計画体系の国土利用の

土地利用総体計画は別々の計画であると言う点である。現在使われている土地利用総

体計画は 2003 年のもので改訂作業中である。 

建築空間計画は建設可能な建物の用途を指定し、土地利用計画では土地利用の用途

とその開発密度を指定している。開発密度には容積率と建蔽率があり、最小値は 10％

から最高値は 1000％まである。だが、図面の縮尺が大きく、開発規制の際に参考さ

れることは少ない。そのため最新のマスタープランから地区単位計画制度を導入して

いる。しかし、開発圧力の高い都心部ではまだ策定されていなく、開発許可は担当者

の恣意的な判断で決まると言う（Darkhanchuluun 氏へのヒアリング）。建築空間計

画で新都心と 6 つの副都心を形成し、環状道路と東西と南西エリアを結ぶ大通りを開

発軸として整備するとしている。以上が前回のマスタープランと大きく異なる点であ

る。 
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No 用途地域 建設可能用途 

1 都心、副都心、公共 行政、商業、社会インフラ、文化、芸術、スポーツ 

2 商業 銀行、金融、保険、国際商業、ホテル 

3 開発軸 商業、集合住宅、公共、文化、芸術、スポーツ 

4 集合住宅 集合住宅、公共、社会インフラ 

5 改良ゲル地区 改善・保全されるゲル地区 

6 高度技術拠点 情報技術、高度技術製造業、科学研究センター 

7 輸送拠点 輸送 

8 混合 製造業、商業、集合住宅、住宅製造 

9 工業、倉庫 食品・軽製造業、倉庫、酪農業 

10 インフラ 火力発電所、変電所、下水処理場 

11 特別 空港、軍施設、刑務所、ゴミ処理、焼却炉、霊園 

12 緑地 文化公園、大公園、動物園 

13 保護 河川沿いの建設禁止区域 

14 鉄道 建設禁止区域 

表 5.3-3 建築空間計画図の用途地域（34 資料より筆者作成） 
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No 用途地域 FAR BCR ha % No 準用途地域 

1 住居 
0.1-

3.2 

0.125-

0.4 
9280 26 

1 戸建住宅 

2 低層住宅 

3 中層住宅 

4 高層住宅 

5 ゲル地区 

2 
公共 

商業 

2.5-

10 
0.5 2774 8 

1 公共事務 

2 準公共事務 

3 団地の商業・事務 

4 商業 

3 工業 2.4 0.6 1246 4 

1 軽製造業 

2 特別工業 

3 輸送と卸売 

4 緑地   12875 37 
1 公開空地 

2 公園と各種緑地 

5 混合 2.5 0.5 489 1 
1 製造業と定住 

2 製造業と商業 

6 インフラ   7988 23 - インフラ設備と施設 

7 特別   553 1 
- 防衛、軍隊施設、刑務所、

ゴミ処理場、霊園、火葬場 

8 放牧農業   - - - 緑地内の法律に指定された 

9 別荘   - - - 緑地内の法律に指定された 

合計 35206 100 - 

表 5.3-4 土地利用計画図の用途地域（34 資料より筆者作成）



第 2 部 選定国の政策と計画体系の調査・分析 

 

 

151 

 

 

図 5.3-8 UB 市マスタープランの建築空間計画図（Darkhanchuluun 氏提供） 
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図 5.3-9 UB 市マスタープランの土地利用計画図（Darkhanchuluun 氏提供） 
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5.3.2.2. 地区単位計画 

旧来のマスタープランは都市の将来の方針を示し、実際の開発は詳細計画で実施さ

れる体系であった。都市開発主体は少なく、開発行為を審査する必要性はほとんどな

かった。市場移行政策は民間開発と個人による開発を認めたのでこれらをコントロー

ルする必要が生じた。しかし、2013 年までは従来の計画体系に従い、開発行為を事

業単位で審査し、計画部門の担当者が個別に許可を与えていた。これでは膨大な量の

開発申請を少人数の専門家が適切に審査し、公平性のある判断を下すことが難しい。

実際、都市開発発展部は都市計画課の 7 人と都市再開発課の 6 人から組織され、それ

ぞれ区単位で開発申請を取り扱っている。この方法では審査と許可の基準が不明確に

なりがちで、透明性と公平性のある判断が難しい。この点を克服するために第 6 次マ

スタープランで市域を 47 区域に分割し、それぞれに地区単位計画を作成するとして

いる。2017 年に 18 区域で、2021 年現在は合計 29 か所の地区単位計画が策定され

ている（図 5.3-10）。このほとんどがゲル地区範囲を対象にしている。都心部でまだ

作成されていないのは市の予算制約のためであると言う（Darkhanchuluun 氏へのヒ

アリング）。地区単位計画は市議会が承認する。 

 

 
図 5.3-10 地区単位計画が作成されたエリア（Darkhanchuluun 氏提供） 

 

ここでウランバートル市の南東に位置するホンホル地区（バヤンズルフ区 11 町）
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の地区単位計画を事例に詳細を見る。これは建築設計都市計画事務所 GT 社によって

作成された。まず地区単位計画範囲は、ほとんどが行政単位ではないことを留意され

たい。計画は事前調査と計画作成の 2 段階で行われ、どれも都市開発発展部から発注

され、民間設計会社が作成している（Tuya 氏へのヒアリング）。ホンホル地区に関し

ては住民 1 割を対象にアンケート調査を行い、雇用状況・住宅設備・上下水道へのア

クセス・ゴミ・ゲル地区の住環境・世帯の収入と出費・住民の公共交通利用状況・住

民の教育・住民が希望する地区の発展方針を聞き取っている。住民は雇用促進、住環

境改善、インフラ整備、医療施設拡充、教育施設の増加、文化施設の建設、緑地整

備、製造業の誘致を希望していることが判明している。また、静かな環境、空気がき

れいな点が地区の長点であるとしている。 

調査の結果を踏まえ、GT 社は環境にやさしい技術を導入した製造業と酪農業を誘致

し、域内の 6 割の住宅に集中インフラを建設し、それ以外は個別インフラ敷設によっ

て快適な住環境を整備する方針を計画のコンセプトにしている。コンセプトを決める

段階で町長と協議し、意見を聞いている。一般市民の参加はなかった。マスタープラ

ンの用途地域を基本に地区を 8 つに分割し、それぞれの用途を決め（10 種類の用途地

域）、さらにそれを街区ごとに詳細化し、開発密度を決めている。開発指標の表で街区

ごとの人口密度、人口、居住世帯数、街区面積、公共用地と緑地、建設用地、建設可

能面積を用途ごとに、階数は街区平均で指定している。今後、この地区で開発される

事業の計画要件書はこの表を基に発行されるとしている。計画作成担当者は、計画実

施に不可欠な要素として： 

a) 年度土地利用計画の内容を地区単位計画の内容統一する、 

b) 将来インフラ整備される土地を所有化させない、 

c) 土地配分の際に地区単位計画を参照にする、 

d) 各段階プロジェクトの予算を短期計画に盛り込む、 

e) 地区単位計画を住民に周知させる、と言ったことをあげている（Batchimeg への

ヒアリング）。 

別のプランナーによれば、計画の範囲を行政単位に変え、計画作成時の住民参加を

促進すれば、市民側から政治家に必要なインフラ投資を要請し、各計画同士の連携が

取れ、課題解決に着目した開発が可能になると言う（Tuya 氏へのヒアリング）。 

図 5.3-11 はホンホル地区の地区単位詳細計画である。図面の縮尺は特に決められ
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ていなく、エリア全体をカバーしたスケールになっている。図の中の右側の表は街区

ごとの規制指標であり、左下の表は用途地域の説明である。中上の二つのダイアグラ

ムは開発されるエリアを段階的に示している。計画全体は調査の 48 ページと計画内

容を示した 63 ページから構成されている。調査の際に他のエリアの地区単位計画も

参照にしたが、その完成度の差は大きかった。Darkhanchuluun 氏によれば入札を取

った民間企業の能力の差が大きく、プランによっては使用が難しいものもあると言

う。作成中の次のマスタープランでは地区単位計画を作成する際に参考にする図面と

資料の一式を市役所から提示する意見が出ていると言う。 
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図 5.3-11 ホンホル地区の地区単位計画（Batchimeg 氏提供） 
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5.3.2.3 詳細計画 

詳細計画はマスタープランと地区単位計画を参照して発行される計画要件書を基に

デベロッパーが作成する図面である。都市開発発展部は詳細計画作成標準仕様書を公

開しており、設計会社はこれに準じて作成する（図 5.3-12）。都市開発発展部は詳細

計画を審査し、適合している場合は計画許可証を発行する。これでデベロッパーは実

施設計作成とインフラ申請が可能になる。実施設計が完成すると都市開発発展部は建

設許可証を発行し、着工が許される（参考文献 35）。詳細は表 5.3-5 を参照。 

 

 
図 5.3-12 詳細計画（参考文献 36） 

 

詳細計画は基本的に 1:500 と 1:1000 の縮尺で作成されるが、事業規模が大きい場

合は例外が認められる。最大で地区単位計画の範囲とほぼ匹敵する計画もある。この

場合、地区単位計画は考慮されず、詳細計画そのものを審査し、開発許可を与える。

このためデベロッパーは最大密度での開発を希望し、それが通ってしまうこともあ

る。計画基準書で指定されている適切な密度を 3 倍近く上回り、1325 人/ヘクタール

に達しているエリアもあると言う（Amgalan 氏へのヒアリング）。 
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5.3.3. 開発規制 

すべての開発は計画要件書と計画許可証と建設許可証をベースに行われるのは他の

2 国の制度に似ている。計画要件書は地区単位計画に基づき、無い場合はマスタープ

ランに基づいて区の担当者が用途と建蔽率と階数を指定して発行する。このプロセス

に対し、プランナーは計画要件書を発行するだけで、設計者と協議する場面が設けら

れていないと言う意見がヒアリング中に得られた。特に密度の高い規制市街地での開

発の場合、現場で十分協議した上で設計者と協働で敷地図を決定する必要があると言

う（Tuya 氏へのヒアリング）。 

 

 計画要件書 計画許可証 建設許可証 

内容 土地面積、用途、建蔽率、階

数、上位計画名、緑地率、駐

車場、その他の諸条件と順守

する基準名、申請者情報 

確認作業済みの文章 確認作業済み

の文章 

目的 土地部と都市開発発展部から

発行される詳細計画作成に必

要 

計画が要件を満たしているこ

とを確認し、各種インフラ申

請と実施設計作成に必要 

着工に必要 

表 5.3-5 建設事業開始に必要な書類（筆者作成） 

 

計画許可証のプロセスは確認作業である。この証を得て、実施設計が始まる。実施

設計の審査は都市開発発展部ではなく、専門検査庁が任命した設計士が行う。検査庁

の許可を得たら都市開発発展部に建設許可証を申請する。これも確認作業である（表

5.3-5）。建物の竣工審査は本来都市開発発展部が行うはずであるが、政権交代の度に

審査機関が変更され、現在は市役所基準部と専門検査庁が主導して行っている。計画

と建設を許可した部署と違う部署が担当しているため、要件を違反した建築でも竣工

検査を通ってしまうことが常態化している。また、開発発展部の職員が少ないため

（13 名）申請なしで建設される違法建築を取り締まる能力に欠けている。年に二回違

法建築発見運動の週間があり、その二週間だけで数十か所で違法建築が見つかってい

ると言う（Darkhanchuluun 氏へのヒアリング）。 
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5.3.4. 小括 

ここまで見て来た主要な計画の内容を下記の表 5.3-6 で整理する。上位計画は都市

のビジョンと開発方針と都心・副都心と公共交通方針などを示す。都市計画用途と土

地利用用途が不一致し、後者で建蔽率と容積率を指定している。これは地区単位計画

でも上位計画と矛盾する問題を起こしている。 

 

 マスタープラン 地区単位計画 詳細計画 

人口 人口規模 街区人口、人口密度 戸数、面積 

内容 開発方針、環境評

価、用途地域、交通

計画、インフラ、中

心部詳細計画、初期

建設計画 

住宅需要、インフラ施

設、用途地域（平均階

数）、交通とその他のイ

ンフラ、街路断面図、土

地利用計画、再開発と区

画整理事業、投資計画 

配置図、敷地図面（植

栽、駐車場、出入口）、

日射図、パース、各階平

面図、断面図、立面図 

縮尺 1:5000, 1:25,000 1:1000, 1:2000 

実際は 1:10,000, 

1:15,000 

1:500, 1:1000 

期間 15-20 年 10 年 2 年 

上位

計画 

人口居住計画 マスタープラン マスタープランあるいは

地区単位計画と建設要件 

表 5.3-6 都市計画の詳細（筆者作成） 

 

下位計画は地区によってプランの精度が大きくばらつき、開発を市全体で同じ基準

で誘導できているとは言えない。また、マスタープランで決めている全域に地区単位

計画が作成されていないことが開発エリアと担当者によって全く異なる開発許可が下

りる状態を作っている。詳細計画はデベロッパーが作成する事業計画であり、中国の

場合と異なって開発を誘導する能力がない。 

すべてのレベルの計画に置いて政治による影響が大きく、計画体系の下位計画に重

点が置かれがちである。土地権利さえあれば開発が許可される利益重視して姿勢が原

則になり、長期計画の目標が達成されない状態になっている。この課題を解決するた
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めに都市開発計画を行政単位で作成し、その際に市民を参加させ、住環境課題を把握

した総合的な空間・土地利用・投資計画の仕組みを作る必要がある。 

 

5.4. 考察 

本章で事例調査対象国の首都の各マスタープランとその計画体系について整理し

た。マスタープランの展開と特徴をまとめ、前章と同様な方法で図を使って研究目的

2 の「中国・ベトナム・モンゴルの計画制度と計画内容の変遷を検討し、新しい体系

の仕組みを比較する」について考察する（データ一覧の 1 と 2）。 

 

●マスタープランの考察 

北京市の総体計画で長年維持されている方針は国の重要機能の拠点として発展する

ことと周辺の衛星都市の開発とグリーンベルト形成である。計画対象エリアは拡大し

続け、第 5 次と第 6 次総体計画は広域計画の要素も含んでいる。同時に分区計画で各

区の方針を示している。戸口登記制度の緩和から人口増加が加速し、その対応策を総

体計画に入れている。これは産業移転と特定機能の衛星都市への移転である。市内に

高度産業を集積させる政策も同時に取られている。また、第４次総体計画から規制型

詳細計画の作成を始め、第 5 次総体計画では全域を網羅している。第６次総体計画は

都市と農村のみならず他分野の特別計画まで取り入れた包括的な体系になっている。 

図 5.4-1 に示す通り、改革開放の時期から始まった人口増加は 2010 年からやや落

ち着きを見せている。最近の二つの総体計画の開発方針は世界貿易機関加入以降の急

速な経済成長に対応したものである。北京市総体計画の策定は第 3 次総体計画から国

家政策と法制度整備に続いているのが特徴的である。改革開放に続く第 3 次総体計

画、自己強化 1 に続く第 4 次総体計画、農地保全政策の強化と土地市場の透明化に続

く第 5 次総体計画、2008 年の都市と農村計画と 2014 年の各種計画統合化に続いて

第 6 次総体計画がそれぞれ策定され、政策と計画体系の変化を計画に反映させてい

る。分区計画と規制型詳細計画も総体計画策定の直後に作成・策定され、一貫性が見

られる。都市計画制度の復活から制度整備と計画策定が一体であり、計画体系発展が

早期に始まっている。 
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図 5.4-1 北京市の総体計画と法整備変遷（筆者作成、データは国連の OSD）
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ハノイ市の総体計画はその対象範囲の拡大縮小を繰り返しており、第 5 次から広域

方針を含む内容になり、第 6 次ではその対象エリアが大幅に拡大している。市中心部

の 4 区に重点置いた内容から周辺の産業用地整備を計画したのが連担都市と集団都市

の開発に変容し、現行のプランでは衛星都市とエコシティとして位置付けられてい

る。紅河の東部開発エリアが拡大し、旧市街地とその周辺にグリーンベルトを指定し

ている。基本方針は自然保護に重点を置くと同時に国際化を一層強化するとしてい

る。都心の歴史的市街地の保全策は第 3 次総体計画から維持されている。総体計画と

は別に社会経済 10 カ年戦略と五カ年計画と首都法によってハノイ市の発展方針が決

められている。これは他の政府諸機関計画との連携を強化する利点がある。 

図 5.4-2 でハノイ市の人口増加とベトナムの経済成長を第 4 章の内容と総体計画策

定の時期を示した。市場政策を受けて第 4 次総体計画が策定され、法制度整備直後に

第 5 次総体計画が策定されている。自己強化 2 と自己強化 3 の都市計画法制定に続い

て現行の総体計画が策定されている。ただし、新しく導入されたゾーニング計画の策

定は上位計画策定から 5 年以上遅れている。新世紀以降、Ho Khau 制度の緩和を受け

人口が短期間で急速に増加すると同時に国の経済成長も加速している。今後もこの傾

向は続くと予想され、都市計画法で導入された規制・誘導手法であるゾーニング計画

の役割がより重要になると思われる。市場経済に対応した計画体系の構築と計画策定

が中国より約 10 年遅れて制度化されている。
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図 5.4-2 ハノイ市の総体計画と法整備変遷（筆者作成、データは国連の OSD）
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ウランバートル市のマスタープランの対象範囲は当初から拡大を続けているが、他

の調査事例対象都市よりその範囲が小さい。民主化してから土地所有化政策を取った

点でも異なる。計画経済時代から 4 つの衛星都市を開発し、現在は新しく学園都市と

新空港都市開発の方針が盛り込まれている。当初から都心集中型の開発方針であった

のが現行のマスタープランで複数都心形成方針に変わっている。だが、副都心形成の

整備が依然として遅れている。市場移行以後に策定されたマスタープランは 2 つだけ

あり、現行マスタープランは新策定と言うより前のプランの改定版である。この点で

北京市とハノイ市に比べて計画体系の発展が遅れていると言える。なお、他の 2 都市

のようにグリーンベルトの指定が行われていない。 

図 5.4-3 で制度整備の変遷とマスタープラン策定時期を示した。対象国の中で最も

遅く市場移行政策を始めたが、短期間で 2 回の計画体系変化があった。一回目は受容

点 1 の計画体系の制度化である。2 回目は受容点 2 の用途地域制度と第 6 次マスター

プランの地区単位計画の導入である。用途地域制度を導入したが、その役割と使用方

法が明確ではない。この是正策がマスタープランの改定であった。しかし、その地区

単位計画は未だにすべてのエリアで策定されていないまま市役所が新しいマスタープ

ラン作成に入っている。社会主義時代からウランバートル市の人口増加率は一定であ

ったが、新世紀に入ってから加速している。経済成長率も同様だが、十数年で 8 倍に

急成長している点で他の 2 カ国と異なる。第 6 次マスタープランはこの成長による開

発圧力を誘導するために策定されたと思われるがその手段がまだ確立していない。
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図 5.4-3 ウランバートル市のマスタープランと法整備変遷（筆者作成、データは国連の OSD）
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●計画体系の考察 

北京市の計画体系は制度の変化をしっかり反映させたものになっている。開発方針

を示す総体計画は北京市全体と区の行政エリアと郷鎮域の 3 種類作成されている。詳

細計画も 3 種類あり、市街地の開発を規制する規制型詳細計画と農村地域の村計画と

事業が実施される際に用地開発の計画として作成される計画総合実施法案がある。各

省庁が作成する特別計画は北京市総体計画の元に位置付けられ、他のプランと横の整

合性が取られる。これは計画の 3 層化、都市と農村計画の統合、土地利用計画と他の

特別計画の統合も反映されており、明確な体系になっている。開発規制の流れもマス

タープランと詳細計画と用地開発と建築設計の流れが非常に明確である。北京市総体

計画は広域的な方針を示し、衛生都市も含めた図面から構成されている。副都心エリ

アについてはより詳細に示している。分区計画はその区全域の方針から土地用途と社

会施設の配置と重点整備地区まで示している。規制型詳細計画は街区の形まで示し、

そこにおける開発の規制指標を明確に表記している。計画資料のオンライン公開が進

んでおり、調査を進める上で問題が起こらなった点で他の 2 カ国より制度整備が進ん

でいるように思われた。 

ハノイ市の計画体系は広域計画である地域計画の傘下に市が作成する総体計画とゾ

ーニング計画から構成される。総体計画は土地利用計画と建設計画とインフラ計画と

各省庁の分野別計画から構成される。これは広域開発方針と衛星都市の用途枠組みな

どを記述している。ゾーニング計画は開発を規制する指標を提示する規制プランであ

る。街区レベルで用途地域を指定し、道路と各種インフラの図面も含まれている。だ

が、中国の規制型詳細計画のような詳細性はない。基本設計である詳細計画は基本的

には開発者が作成するものであり、政府事業の場合は行政機関が作成する。計画資料

は中国と比較して閉鎖的である。ハノイ市の計画体系は都市開発に関係する他の計画

を含めた包括的なものであり、方針と規制指標を示す 2 段階の体系になっている。 

ウランバートル市の場合は上位計画のマスタープランと規制指標を示す地区単位計

画から構成される。その他に市役所が事業単位で開発を実施する再開発事業と区画整

理事業などの仕組みがある。マスタープランに建築空間計画と土地利用計画がある一

方で国土利用分野の土地利用総体計画と年度土地利用計画がある。この 4 種類の計画

の相互関係が明確にされていない課題がある。さらに、地区単位計画は全域で策定さ

れず、開発圧力の高いエリアは未策定のままである。これは民間デベロッパーが作成
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する詳細計画を規制・誘導できない状況を作っている。大規模開発事業には対応でき

ないが、小規模開発を規制する差別的な体系になっている。インフォーマルに開発さ

れたエリアに関しては外国の援助でインフラを整備する事業が行われている。このエ

リアは地区単位計画の用途地域と建設要件書によって事業単位で開発を規制する体系

である。計画資料は一般公開されており、開発申請の結果も公示され、従来の閉鎖的

な状態が改善されつつある。しかし、計画同士の連携と整合性に課題があり、さらな

る制度整備を進める必要がある。 

 

●分析枠組みに基づいた 3 か国の計画体系変容のまとめ 

プランニング・ガバナンスにおける共通点は 3 か国とも都市と土地利用プランの作

成権限を地方政府に分権化し、土地権利譲渡権限も委ねている。当初は二つのプラン

を別々の体系にしていたが、一体であることの重要性が認識され、統合と連携強化が

進められている。中国は大都市独自に発展した計画体系を標準体系として全国に普及

させる一方で、農地保全目的で建設用地をトップダウン的にその総量をコントロール

している。また、財政権限の分権化でも先進的である。ベトナムとモンゴルは国際協

力によって規制プラン手法を導入し、大都市で作成している。中国とモンゴルの方針

プランと規制プランの公開性が高く、特に方針プランにおいては専門家の参加を積極

的に促進している。ただし、3 か国とも一般市民を含める多種多様なステークホルダ

ーの参加を確保していない（中国深圳市の事例を除く）。 

開発コントロール体制に関しては市場を重視した開発規制を実施している点で共通

するが、上述の通り地方政府の過剰な開発圧力を土地権利によって中央政府が制御し

ているのが中国の特徴である。ベトナムとモンゴルは規制プラン手法を導入している

が、審査の段階で行政の担当者が恣意的な判断を下すことが可能なため、効果的な開

発誘導ができているとは言えない。特にウランバートル市においては開発圧力の高い

エリアでプランが作成されていない。さらに、どの都市においても規制プランの単位

が行政単位になっていないことが依然として行政主導の計画体系のままであることを

意味する。ウランバートル市の規制プランの事例でみたように統計データは行政単位

であるため、プラン作成の際に使用できず、計画単位で再度調査する作業が発生し、

プランの実施効果を測ることも難しくなっている。開発主体に関しては、短期間で民

営化政策を実施したモンゴルの都市開発を民間セクターが担っている。中国とベトナ
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ムは歴史的な背景から都市によって国営と民間企業の市場に占める割合が異なり、前

者においては地方政府所属の企業が台頭している都市もある。 

このように各国は異なる形で市場促進を進めている。中国とベトナムは従来の五カ

年計画を基に市場に対応した都市と土地利用計画体系、あるいは都市と各分野計画体

系を整備し、試行錯誤と国際協力によってその体系を改善していくと言う市場志向の

自己強化型の経路を取っている。モンゴルは市場促進を重視し、計画体系を廃止した

結果出現した社会問題に応える形で制度整備を進め、その政策がもたらした現象にも

新たな対応策を講じて行くと言う後追い的な受容型の経路をたどっている。 
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第 6 章 ウランバートル市の開発変遷 

 

前部でモンゴルの計画体系に関わる法整備とその変化、ウランバートル市の各マス

タープランと計画体系の詳細を見た。ここではウランバートル市についてさらに詳し

く分析するために収集したデータをグラフと図を考察する。まずは、モンゴル国の各

地方と首都ウランバートル市の人口増加を統計局のデータで把握し、都市開発の傾向

を各マスタープランの時代ごとに見る。これは GIS データを使って行う。さらに第 6

次マスタープランの実施評価と現在作成中の 2040 年を目標にした第 7 次マスタープ

ランの内容について市役所都市計画研究院へヒアリングした結果を記述する。 

 

6.1. ウランバートル市の人口増加 

ここでは、モンゴル国統計局の人口データを整理する。まずは、ウランバートル市

と地方圏で分けた総人口、人口増加率、人口の社会増減を示し、県別では流出入人口

をグラフ化する。体制変化と自然災害のゾドが発生した年、各法律が制定された年ご

とにプロットする。下記の図 6.1-1 はモンゴル国の一級自治体である 21 県（アイマ

グ）である。4.3.1 の国家政策のビジョン 2050 では国土を横割りの 5 つの地方にし

ているが、ここでは古くから使われている縦割りの 4 つを使う。 

 

 

図 6.1-1 モンゴル国の各県と地域（筆者作成） 
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地方はそれぞれ西部（West Region）、山間部（Mountain Region）、中部

（Central Region）、東部（East Region）である。21 県のうち Orkhon と

Darkhan-Uul はエルデネット市（Erdenet）とダルハン市（Darkhan）の鉱山都市が

ある県で、県面積は小さいが、ウランバートル市に次ぐ約 100,000 人の人口規模を持

つ。地域の拠点機能を持ち、人口集積力が高い。 

 

地方名 No 記号 県名 

West Region 1 BU Bayan-Ulgii 

2 GA Govi-Altai 

3 Z Zavkhan 

4 U Uvs 

5 Kh Khovd 

Mountain Region 6 A Arkhangai 

7 Bkh Bayankhongor 

8 B Bulgan 

9 O Orkhon (Erdenet) 

10 Ukh Uvurkhangai 

11 Khu Khuvsgul 

Central Region 12 GS Govi Sumber 

13 DU Darkhan-Uul (Darkhan) 

14 DoG Dorno Govi 

15 DuG Dund Govi 

16 UG Umnu Govi 

17 S Selenge 

18 T Tuv 

East Region 19 D Dornod 

20 Su Sukhbaatar 

21 Khe Khentii 

Capital City 22 UB Ulaanbaatar 

表 6.1-1 地域と各県名と記号（筆者作成） 



第 6 章 ウランバートル市の開発変遷 

172 

 

西部と山脈地方は山間地帯にあり、冬季が最も厳しいエリアである。東部と中部は

草原と砂漠地帯で最低気温は比較的高い。国土全体は乾燥した気候で、年間降水量は

300mm 程度である。近年は年間平均気温が 2.14 度上昇しており、今後は地球温暖

化の影響で今世紀末に 5 度上昇する予測が出ている（ADB 2016）。 

西部地方は５つ、山脈地方は 6 つ、中部は７つ、東部は３つの県を有する。首都ウ

ランバートル市は中部地方の Tuv 県の中に位置する。南北鉄道はロシアのウランウデ

から国内の O、DU、T、UB、GS、DoG を通り、中国の仁連に到達する。鉄道沿いの

定住地域でモンゴル国全体の８割近くの都市人口が居住している（MTZ 2021）。 

 

 

図 6.1-2 各地方の総人口（筆者作成、モンゴル国統計局 OSD 使用） 

 

モンゴル国の総人口は 1930 年代に 700,000 人であったが、近代化と医療の発達に

よって安定的に増加し、1960 年代に 1,000,000 人、1988 年に 2,000,000 人、

2015 年に 3,000,000 人を突破している。今後も年間 2％程度の増加を続け、2030

年に 3,500,00 人を超えると予想されている（モンゴル国統計局 2021）。図 6.1-2 上

で示した通りポスト社会主義化する以前は、強い移住規制によって均衡ある国土発展

を目指していたことで各地方圏の総人口は県数が少ない東部を除いて同じ規模であ

る。これが民主化以降に首都の独走成長に転じている。一定期間の西部地方の人口減

少を除いて、各地方の人口は横ばいを維持、あるいは緩やかに増加している。 
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図 6.1-3 の円の中の数字は大きな政策の変化があった年を示している。①は公共住

宅政策の廃止年であり、９割以上のストックは居住人にほとんど無償で払い下げられ

ている。②は土地所有化法であり、土地の無償提供が始まっている。④の 2008 年に

各世帯への無償提供から成人国民全員への無償提供で政策が拡大している。③の

2004 年はウランバートル市への移住課税が撤廃された年である。これ以前はウラン

バートル市で新規に住民登録を行うのに平均月収ひと月分を徴収されていた（当時約

50,000MNT）。この課税制度は移住して来ても住所を移さずに住まう市民の増加につ

ながり、社会インフラサービスを受けられない弱者層を増やした差別的な政策であっ

たと批判されていた。⑤は当時の人民党政権時代のウランバートル市市長が出した移

住を禁止する条例の発行年であり、内閣からも政令が出され、強化されている。これ

に期限がついており、⑥の 2020 年に停止している。グラフの青い星印はゾドと言う

大寒波が発生した年を示している。ゾドとは乾燥した夏に続いて到来する異常に寒い

冬を指し、家畜業を営む遊牧民に大きな被害をもたらす。生活の糧を失い、収入を失

った遊牧民はしっかりした補償政策が無ければ都市部へ移住する以外の選択肢がなく

なってしまう。 

 

 

図 6.1-3 各地方の人口増減率（筆者作成、モンゴル国統計局 OSD 使用） 

 



第 6 章 ウランバートル市の開発変遷 

174 

 

民主化移行、移動の自由が確約された後ウランバートル市の人口増加率は国の平均

値より高い年がほとんどであり、1998 年から 2010 年に 4％台前後をキープしている

（図 6.1-3）。2017 年の移住規制条例によって国の平均値を下回ったが、昨年から再

度跳ね上がり、今後も 4％台を維持する見込みである。全国的にも都市化が急速に進

行し、都市居住民は 1990 年の 1,190,450 人から 2000 年に 1,375,711 人、2010

年と 2020 年にそれぞれ 1,910,745 人と 2,316,499 と市場化移行倍増している。こ

れに対し、田舎住民は 1990 年の 963,015 人から 2020 年の 1,041,043 人とほとん

ど増えていない。都市化率は 2020 年で 69%であり、今後も人口割合は増加し続け、

2030 年に 80.4％、2050 年に 85％に達すると予想されている。現在の傾向が続けば

定住地域の中でウランバートル市の増加が一番高く、2030 年までに 696,000 人増え

る予想である（モンゴル国統計局 2021）。 

 

 

図 6.1-4 ウランバートル市への移住者数（筆者作成、モンゴル国統計局 OSD 使用） 

 

ウランバートル市への移住者数を上記の図 6.1-4 で示した。社会主義時代は厳重な

移住規制によって 5000 人未満に抑えられていたが、民主化に伴って倍増し、21 世紀

初期のゾド被害によってさらに急増し、40,000 人を超えた年がいくつもある。その

後は年平均 20,000 人をキープした。2017 年の移住規制条例で急減するが、廃止さ

れた昨年の一年間だけで 40,000 人弱が移住している。これは規制措置の反動であ

り、昨年の数値ではなく、2017 年からすでに市内に住んでいて、住民登録ができる
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ようになった 2020 年に一斉に登録していることが予想される。いずれにしても年間

数万人の移住者に対する住宅政策が無ければインフラ未整備のゲル地区はますます広

がって行くことが明白である。 

次の図 6.1-5 で県別移住者数を表した。数字は①住宅無償払い下げ、②土地所有

化、③移住課税撤廃、④土地所有化拡大、⑤移住規制条例、⑥移住規制条例期限切れ

を意味する。移住先の都市で最も多いのはもちろんウランバートル市で、次に

Orkhon 県のエルデネット市である。移住元で最も多い 5 県の 3 つは西部地方の県で

あり、山脈地方と中部地方から各 1 県ずつある。中部地方の県は Tuv 県で、ウランバ

ートル市に近いため移住しやすいことが原因であると思われる。上位 10 県にすべて

の西部地方県がランクインしており、遠隔地方ほど移住者数が多い。大学などの高等

教育機関の 9 割と総合病院と専門病院のほとんど、企業の 68%がウランバートル市に

集中し、一極集中の原因になっている（都市計画研究院 2021）。 

 

 

図 6.1-5 県別移住者数（筆者作成、モンゴル国統計局 OSD 使用） 

 

上の図で言えることはゾド災害発生年に移住者数がほぼ倍増し、それ以外の年は平
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均的に 2 万人前後である。図 6.1-4 で 2020 年の移住者数は急増している。これは移

住を禁止しても首都への人口流入を止めることは難しいと言うことである。 

 

 

図 6.1-6 地方別総移住者数（筆者作成、モンゴル国統計局 OSD 使用） 

 

図 6.1-6 から西部地方の移住者数は他の地方より少なくとも 2 から 3 倍であり、ウ

ランバートル市に移住した総人口は約 46 万人以上である。このほとんどがゲル地区

に移り住み、土地権利を取得して生活していることが予想される。 

 

 

図 6.1-7 県別の流出人口割合（筆者作成、モンゴル国統計局 OSD 使用） 

 

ここまで見てきたグラフの内容をまとめ、上記の図 6.1-7 で各県の指標を二つ示し

ている。黒字はウランバートル市流入人口に占める各県の流出人口の割合である。も

っとも少ないのは DoG 県（1%）と UG 県（1%）と B 県（2%）である。これらは鉱
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山開発が進んだ地域である。だたし、B 県はエルデネットとダルハン市に近いためそ

ちらに移住する人が多いことが予想される。また、B 県は安定気候で、ゾドによる被

害が比較的少ないことがもう一つの原因であると考えられる。最も多いのは BU 県

（10%）と U 県（11%）と T 県（9%）である。BU 県と U 県は西端に位置する県

で、T 県はウランバートル市を囲っている。西部の２県は自然災害に脆弱で、遠隔地

であるため社会インフラと職場の少なさから流出する人口が多いと思われる。T 県に

関しては首都に近いため移住しやすいと思われる。 

赤字は 1986 年以降の総流出人口対 2017 年の県総人口の割合である。値が小さい

県はやはり鉱山開発が進んでいる県と国境に近い鉄道通関地点が存在する地方であ

る。最も多いのは黒字指標と同様で U 県（73.6%）であり、４人に 3 人が他地方に移

住していることを意味する。50 以上の数値の県は 6 つあり、T 県（50.2%）以外は

すべて首都より西に位置する。国土の均衡ある発展を遂げるためには西部地方に重点

を置き、地域の拠点になる機能を集積させ、インフラ投資を行うことが必要かも知れ

ない。 

 

6.2. 市街地拡大と開発傾向 

ここでは GIS データを使い、ウランバートル市の都市開発の変遷と土地所有化プロ

セスを分析する。筆者の 2018 年の研究材料をベースに最新のデータを更新して行っ

た。土地所有化は所有権・占有権を合わせてみているためその区別は付けていない。

これはデータの制約による。データを収集できた測量会社は 7 つあった。各会社のデ

ータの書式は違うものの全部で 172,808 区画のデータを入手した。市役所土地部のデ

ータに登録した日付は正確ではなかったので測量日付を分析に使用した。日付のある

区画数は 122,861 である。さらにゲル地区の拡大分析のために、この内の区画面積が

100m2 から 1000m2 の規模のものを対象にした。これは 97,627 区画あった。なお、

民主化以前に占拠されていた区画の測量日付は 1900 年、今後私有化する予備区画は

2080 年と記されていた。 
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No 種類 データ数 説明 

1 全データ 176,851 土地部と測量会社の全データ 

2 日付付きデータ 126,904 測量日付のあるデータ 

3 ゲル地区 97,627 面積が 100-1000m2 

4 商業用途建築 174 A+Int 社データ 

5 住宅用途建築 3,869 A+Int 社データ 

6 開発中の事業 625 都市開発発展部 

表 6.2-1 使用データリスト（筆者作成） 

 

まずは、ゲル地区の拡大を見る。土地権利を取得する際に区画を測量することが義

務付けられており、それは主に ASME 社、GEOCAD 社、GEOiD 社、Geomaster 社、

Geoset 社、Moncan 社、Monmet 社の７つの測量会社が行っている。他にも数社あ

るが、測量数が少なく、かつデータ収集にも応じていない。これらと土地部のデータ

を統合し、ゲル地区の拡大を 2002 年以前とそれ以降の図を作成した。これは土地所

有化法の制定以前と以降の二つの時点で分析するためである。 

 

●土地所有化 

社会主義時代のゲル地区は計画的に区画割が行われ、占拠前から一時居住地域とし

て指定されている。市街地に近いエリアから団地開発が行われると住民は別の地区に

移住された。図 6.2-1 では中心部のゲル地区はガンダン寺を除いてほとんど無い。ガ

ンダン寺はモンゴルの宗教の拠点であり、周辺に僧侶が居住していたため移住が行わ

れなかった。これを含む赤で示す地域は従来から存在していたゲル地区であり、特に

北部に市街地から離れたエリアで広がっている。これは社会主義時代のゲル地区は計

画的に指定されていたためである。その後の民主化運動から土地所有化までの期間に

赤で示した従来からのゲル地区と市街地の間を埋めるようにゲル地区が形成されてい

る（緑）。これは北西と東部が多い。その後は南西部にも広がっている。 
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図 6.2-1 2002 年以前のゲル地区、印は中央広場（区画測量データより筆者作成） 

 

土地所有化以前のゲル地区形成の傾向としては、中心地点から半径 5km 以内のもの

は少ない。ほとんどの地区は勾配が緩やかな平らな地域で幹線道路から派生する形で

形成されている。この時期のゲル地区は土地所有権がないまま形成された点で次の時

代と大きく異なる。これらの土地は土地所有化法によって居住人に所有権あるいは占

有権が与えられる。 

 

 

図 6.2-2 2002 年以降のゲル地区、印は中央広場（区画測量データより筆者作成） 

 

2000 年からウランバートル市への人口移住が急増したのを前節でみた。新世紀初

期の５年間で自然災害のゾドが４回発生している。土地所有化法は 2002 年に制定、
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翌 2003 年から施行された。その翌年に移住課税が廃止された。これらの要因でウラ

ンバートル市のゲル地区は爆発的に拡大した。図 6.2-2 の初年度は中心部に近い北部

でのゲル地区形成が目立ち、次年度は東部と西部に拡大している。その次に中心部に

近い斜面地と所有化以前から存在するゲル地区周辺の斜面地でも分散的に形成されて

いる。2006 年は中心から約 10km 離れた周縁部の傾斜地で多く形成され、2007 年

は主に西側に広がっている。所有化初期はまとまった地域での形成が目立つが、拡大

が進むに連れて拡散的に形成されている。ほとんどゲル地区は東西大通りである「平

和通り」の北側に広範囲に広がっている。所有化法以降どの時期の拡大も計画的とは

言えない。移住者が占拠した土地の権利が次々に譲渡された形である。 

法律改正以降所有化された区画情報は少なかったため省略する。現在は市役所土地

部がオンラインで抽選的に土地を提供しているが、その敷地はウランバートル市から

遠くに離れているためゲル地区がまだ形成されていない。今後はゲル地区の拡大より

すでにできたゲル地区の人口密度が上がって行くことが予想される。土地部職員のヒ

アリングから市に提供できる土地はもうないため、今後新たに占有権利を譲渡しない

方針であることがわかった。最近の土地部の主な業務は占有権を所有権に変更する申

請者の業務処理がほとんどであると言う（土地部職員へのヒアリング）。 

 

時期/年 区画数 平均面積 m2 合計面積 ha 

1986-1989 12,257 485 594.63 

1989-2000 12,967 517 670.85 

2001 334 556 18.57 

2002 4,420 481 212.74 

2003 20,252 485 984.12 

2004 23,975 518 1,243.81 

2005 15,444 569 880.07 

2006 2,390 621 148,43 

2007 3,844 658 253.27 

2008 240 386 9.27 

2009-2018 671 475 31.89 

表 6.2-2 年ごとのゲル地区区画の情報（区画測量データより筆者作成） 
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表 6.2-2 から見れば土地所有化まではゲル地区の区画数はおよそ 15 年間で 25,000

程度であるが、所有化法が施行されてからの 3 年間で約 60,000 区画が登記されてい

る。区画当たりの面積は 400m2 から 500m2 であり、全体の平均面積が 522.8m2 で

あり、非常に広いことが分かる。 

次に土地権利書が交付された区画の年代と規模を地図に表現して分析する。使用す

るデータは市役所土地部と各測量会社のデータである。表 6.2-3 で全体の情報を表し

ている。1000 区画以上の権利書が交付されたのは６年だけあり、最近で 2012 年の

みである。2002 年から 2007 年までは大量に譲渡され、ゲル地区住民だけではな

く、民間開発用地の権利譲渡が多い。後者の全体平均面積は大きく、最大値も極めて

大きい。2003 年と 2004 年の権利譲渡した合計面積は各段に大きい。これは法制定

以前から占拠されていたゲル地区の土地、国営企業と行政機関が使用していた土地が

一斉に権利譲渡されたことが原因である。それ以外の年は区画数も最大値も小さい。

その平均面積もゲル地区全体の平均区画面積の 522.8m2 に近い値になっている。 
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年 区画数 平均面積 m2 最小値 m2 最大値 m2 合計 ha 

2000 289 5801.43 35 149,930 167.66 

2001 268 602.91 23 6,009 16.16 

2002 9952 1153.54 4 742,481 1148.01 

2003 58869 908.16 1 8,322,621 5345.26 

2004 33462 1030.64 3 348,933 3448.71 

2005 8035 1897.17 2 1,270,964 1524.38 

2006 26 875.01 20 12,805 2.28 

2007 10086 1073.82 83 148,821 1083.06 

2008 9 503.11 389 760 0.45 

2009 16 546.54 153 2,902 0.87 

2010 1 225.57 - - - 

2011 180 417.30 66 730 7.51 

2012 1050 415.85 99 1,398 43.66 

2013 4 742.99 483 1,090 0.30 

2015 99 836.07 107 4,384 8.28 

2016 31 1209.05 337 8,988 3.75 

2017 4 528.11 265 726 0.21 

2018 481 819.66 28 16,799 39.43 

表 6.2-3 各年の権利譲渡した土地データ（区画測量データより筆者作成） 

 

土地権利書の譲渡は空港周辺を除いて、中心エリアに近い南部と南西部で大規模な

ものが多い。2003 年と 2005 年の最大値が特に大きい。これは工場跡地と緑地がほ

とんどであり、市長の権限で譲渡されている。このような土地は民間デベロッパーに

よって中高所得者向けの大規模団地として再開発される。その他の地域はゲル地区向

けの小さい区画割になっている（図 6.2-3）。傾向としては市の北側は面積は小さく、

区画数は多い。一方で南側は面積が大きく、区画数は少ない。半径 5km 以内は上水源

エリアを除いてほとんどの土地の権利が譲渡されている。それ以外の範囲は図で示し

ていないが、東部と北側から西にかけて区画数が多く、平均面積は小さい。 
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図 6.2-3 譲渡された土地、印は中央広場（区画測量データより筆者作成） 

 

図 6.2-3 から広場の西側エリアの権利譲渡が最も早いことが分かる。次に大半のゲ

ル地区の譲渡があり、大規模な土地と北側の斜面地のゲル地区の土地が譲渡されてい

る。最近では中心部ゲル地区の区画分割が目立っている。市街地内で比較的大規模で

譲渡された土地は社会主義時代に開発された団地のオープンスペースであることが多

い。南部と東部の大規模な土地はすべて同時期に譲渡されている。広場周りの小環状

道路内部は異なった時期に譲渡されており、段階的に高密化されていると言える。南

東部はウランバートル市の上水供給源の地下水の井戸が多数あるため保護区域に指定

されている。だが、その端から土地権利の譲渡が行われ、団地が開発されていること

が次の分析からわかる。 

 

●都市開発 

市街地については 1938 年から建てられた建造物の位置と建物の規模を各マスター

プラン期間別に色別して表記する。商業用途は全部で 174 棟、住宅用途は 3,869

棟、開発中の事業データは 625 個入手できた。2002 年以前と以降に開発された住宅
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と商業用途建築の位置図、住宅と商業用途混合の建築規模と位置を表した３種類の図

を作成して分析する。各図の円はそれぞれスフバートル広場から 5km、10km、

15km の距離を表している。 

 

 

図 6.2-4 2002 以前の住宅開発、印は中央広場（A+Int 社データより筆者作成） 

 

市場移行から土地所有化法が施行されるまで民間企業によって開発されたアパート

は少ない。そのため法施行以前に施工されたアパートをプロットしたのが図 6.2-4 で

ある。これは第 5 次マスタープラン策定以前の期間でもあり、上記の 5 つの色の分類

はそれぞれマスタープラン策定以前と社会主義時代の 4 回のマスタープラン期間に建

設されたアパートを示している。ここではっきりわかるのが都市はマスタープランの

計画通りにまとまったスーパーブロック単位で開発されていることであり、都市は非

常にコンパクトである。第１次マスタープランが策定されるまではスフバートル広場

周辺に数か所でアパートが建てられ（白）、初期マスタープラン（黄）時代ではその西

側と東の少し外れた地域が開発されている。第 2 次マスタープラン（緑）では広場の

西と南西と東エリアで開発が多く、第 3 次マスタープラン（紺）では東西に拡大して

いるが主に西側に多い。民主化前の最後のマスタープランである第 4 次（赤）の期間

中の数年間で前マスタープランと同等の開発が行われ、北と南東に市街地が広がって

いる。 

住宅は工場地帯で建設されず、用途地域がはっきり分かれている。小環状道路内側

の中心部は Socialist Showcase と言われる行政機関の事務建築が建てられているエリ
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アであるが、データの制約によりここで示せなかった。行政機関の建物は広場の東と

南東に建てられ、その地域は地図に空白で残っている。この時期の主な開発は広場周

辺の半径５km に行われ、西側に若干広がっている。 

 

No 年代 総棟数 総世帯数(戸) 総面積(m2) 主要階数(F) 

1 1934~1953 37 1,010 24,937 2~4 

2 1954~1960 192 5,212 143,120 2~5 

3 1961~1975 323 16,391 253,292 5~9 

4 1976~1986 326 24,352 280,058 9~12 

5 1987~2001 295 21,452 248,079 9~12 

表 6.2-4 2002 年まで開発されたアパート情報（A+Int 社データより筆者作成） 

 

表 6.2-4 は図 6.2-4 の詳細情報である。他の社会主義都市と同様で大戦前後は低層

開発が多く（Stalinka 形式）、1960 年代は中層化し（Khrushcheyovka 形式）、その

後は高層化している（Brezhnev 形式）。第１部で見たように中心部の居住密度が低

く、外部へ行くにつれて密度が上昇している社会主義都市の特徴が表れている。特筆

すべき点は No5 の開発量は 4 年間と言う短期間でありながら No4 に迫っている。こ

れは市場移行直前までの建設能力が高かったことを表している。しかし、市場移行か

ら建設ブームが起こるまでは毎年 20 棟程度の竣工数に落ち込んでいる。供給面積で

も第４次マスタープラン時期に開発された総面積は民主化以前の数年間で完成してい

る。当時のアパートは階数が多く、面積も広かったが、市場移行の後は階数が少なく

なり、面積も小さくなった。 

土地権限の譲渡はモンゴルの建設業界に大きな変化をもたらした。市内のインフラ

接続が可能な土地はデベロッパーに人気が高く、中心部の土地の権利は次々に譲渡さ

れた。そのエリアに商業施設と共同住宅が多数建てられた。次の図 6.2-5 ではっきり

わかるのが住宅開発は第 5 次マスタープラン（青）期間中に既存の団地の内側のオー

プンスペースの再開発が多いことである。第 6 次マスタープラン策定後（紺）は主に

南と南東の開発が多い。また、西側の一部と南西を除いては開発の多くが半径５km

範囲内に集中している。特に開発が目立つのは鉄道の南側と広場の南東エリアであ

る。第５次マスタープランの時期は単体アパートの開発が多かったが第６次マスター
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プランから社会主義時代と同様な団地開発が多くなっている。市内を流れる最大の河

川であるトール川の南北エリアも多く開発されている。もともとは河川保護区域とし

て開発が禁止されているが、土地権利譲渡が開発を可能にしている。土地権利を取得

した者に対して開発を禁止することはほとんどないと言うことであった

（Darkhanchuluun 氏へのヒアリング）。 

 

 

図 6.2-5 2002 年以降の住宅開発、印は中央広場（A+Int 社データより筆者作成） 

 

アパートと対照的に商業施設の多くは中心部に集中している。第５次マスタープラ

ン（黄色）では中心部周辺エリアの開発が目立つが、第６次（赤）では広場に近い南

エリアでの開発が進んでいる。ここで言えるのは、商業用途は集積化し、住宅用途は

遠隔化していることである。ウランバートル市の深刻な交通渋滞は自家用車の増加に

起因しているが、このように都市の開発傾向が分離していることも影響を与えている

と予想される。特に中心部の商業施設の面積は極めて高く、その多くが業務用途であ

る。行政機関の庁舎とこれらのオフィスへの通勤人口は多いことは間違いない。 
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No 年代 総棟数 総世帯数(戸) 総面積(m2) 主な階数(F) 

1 住宅 2002~2012 1,365 70,244 765,948 5, 6, 9~12 

2 住宅 2013~2018 1,214 95,329 725,264 9~12, 15, 16 

3 商業 2002~2012 91 384 1F 面積 227,963 5~6 

4 商業 2013~2018 83 463 1F 面積 433,261 5~18, 26 

表 6.2-5 2018 年までの開発データ（A+Int 社データより筆者作成） 

 

データを収集できず図で表現できなかったが、近年南西の数か所で大規模な商業施

設が建設されている。これは他のポスト社会主義都市でも多く見られる郊外型ショッ

ピングモールである。土地権利譲渡以降に市内で建てられたアパートの数は爆発的に

上がっている。表 6.2-5 から第５次マスタープラン時代（青）のアパートは社会主義

後期のより１棟当たりの世帯数と面積は減少し、第６次（紺）のでは世帯数が上回っ

たものの総面積はさらに減少している。これは１戸当たりの面積が狭くなっているこ

とを意味する。住宅の平米単価が住宅低金利ローン制度導入によって急上昇したのが

要因になったと思われる。階数に関しては高層化が進んでいる。特に団地開発は 12

階以上になっており、人口密度は高い。 

業務と商業用途の建物も多く建てられている。特に第６次マスタープラン（赤）が

策定されてから５年しかたっていないにも関わらず、完成棟数が多く、高層化が進

み、総面積もほぼ倍増している。サービス業を含む第３次産業が発展したことに起因

しているであろう。この種の建築の地上階の平均面積も上がっており、建築規模が拡

大していることを意味する。建設技術の進歩と民間デベロッパーの成長の現れである

と思われる。 
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図 6.2-6 開発の規模、印は中央広場（A+Int 社データより筆者作成） 

 

開発規模を示す図 6.2-6 で商業用途は中心部から半径５km 以内に集積している。

中心部に近いほど住宅用途の規模は小さく、離れるほど大きくなっている。特に目立

って大きい団地は社会主義時代に建設された西のはずれと東エリアにある。市場移行

してから開発された南部と南東部も大規模なものばかりである。また、都市は南西部

に拡大傾向にあることがわかる。これは火力発電所が位置する方面であり、インフラ

接続が比較的容易であるからだと思われる。特筆すべき点は中心部の北に位置するエ

リアで団地開発が複数個所で行われていることである。これは 2013 年以降ゲル地区

再開発事業が徐々に進んでいるからだと思われる。東部でも同じことが確認されてい

る。2013 年にゲル地区再開発事業の促進を目的に暖房インフラの整備を東部で行

い、新しい暖房所を建設している。これは団地開発を可能にする大きな要因であるた

め、今後より活発に開発されることが予想される。 

開発はインフラが完備された地域とインフラ接続が可能な地域に限定され、中心部

は商業用途が占めている。さらに、南部でも開発が盛んである。用途分離によって都
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心の商業化と南部の高層住宅化が進んでいる。一部の地域を除いて第６次マスタープ

ランに沿った形で開発されているが、開発規模は制御できていない可能性が高い。 

ここまでの分析で土地譲渡がデベロッパーの開発を可能にし、ゲル地区においては

占拠された土地の権利書を申請の都度交付した形であることがわかった。また、南部

の大規模な土地での団地開発が大多数を占めていることがわかった。前部でみたよう

に、モンゴルにおいては土地権利の譲渡を年度土地利用計画で決めており、権利書の

交付が都市開発の基本になっている。これは国有地と市有地、あるいは緑地とオープ

ンスペースを民間企業に譲渡する際にその規模と位置をコントロールすることで都市

開発の誘導が可能ということでもある。 

デベロッパーはゲル地区から発生する大気汚染を避けて南部に開発する傾向が強い

（Khurd Group LLC 職員へのヒアリング）。市役所もそれに順応している形である。

土地譲渡は政治に左右されるが、表 6.2-3 で見た通り、2002 年から 2007 年の間の

市長による土地権利譲渡が多く、大規模なものはほとんど南部に集中している。都市

開発発展部の職員は土地の権利を有する者に開発許可を与えるしかなく、開発規模を

規制する根拠書類がないと言う（Darkhanchuluun 氏へのヒアリング）。そのためほ

とんどデベロッパーの志向で開発が進む。また、大規模な事業は数年から長いものは

10 年以上のスパンで開発される。先の 3 つの図は 2018 年時点で竣工したものを示し

た。ここで図 6.2-7 に最新のデータを使い、現在開発中の事業を地図に示す。 

 

 

図 6.2-7 開発中の事業、印は中央広場（都市開発発展部データより筆者作成） 
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大規模な敷地開発はほとんど鉄道より南側にあり、特に社会主義時代に緑地であっ

た南と南東エリアに集中している。トール川の南側の土地権利譲渡の権限は市役所で

はなく環境省にあり、本来は宿泊施設等以外の用途開発は許されていない。しかし、

第 5 次と第 6 次マスタープラン時代から集合住宅開発が進み、現在も数か所で大規模

開発が進行中である。市役所は開発申請を却下するはずであるが、土地権利を取得し

たデベロッパーの申請を拒否できないと言う（Darkhanchuluun 氏へのヒアリン

グ）。デベロッパーからすればすでに開発されているエリアだから申請が却下された場

合は裁判で訴えると言う姿勢である（Khurd Group LLC 職員へのヒアリング）。これ

は他のポスト社会主義都市でも言われている Laissez faire 開発傾向である。 

北側の開発は小規模で市街地に近いところが多い。これは既存インフラに近いこと

が要因であると思われる。大環状線道路の北と以前の政権で市役所が移転すると言わ

れていた西側のバヤンホシュー地区の周辺のゲル地区の再開発が目立っている。それ

以外は市街地のオープンスペースの開発が多く、点在している（図 6.2-7）。 

ここまで開発の位置と規模、現在進行中の事業を見て来た。これがウランバートル

市の人口密度にどんな影響を及びしたかを都市計画研究院から入手した資料でみた

い。次のページの図 6.2-8 と図 6.2-9 は、第 6 次マスタープランで決定された 47 の

地区単位とより詳細な 1750 地区単位に分割した場合の 2020 年の人口数示したもの

である。前者では人口が最も多いのはゲル地区であるのに対し、詳細を見ると市街地

の中の団地エリアの人口が局地的に多い。詳細地区単位ではほとんどの団地の人口が

1 万人を超えており、ゲル地区でもところどころ千人を超えている地区がある。 
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図 6.2-8 47 地区単位で見た人口数、印は中央広場（都市計画研究院 2021） 

 

 

 

図 6.2-9 1750 地区単位で見た人口数、印は中央広場（都市計画研究院 2021） 
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図 6.2-10 47 地区単位で見た人口密度、印は中央広場（都市計画研究院 2021） 

 

 

 

図 6.2-11 1750 地区単位で見た人口密度、印は中央広場（都市計画研究院 2021） 
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図 6.2-10 と図 6.2-10 はヘクタール当たりの人口密度を表している。後者はウラン

バートル市の都市構造の特徴を鮮明に表している。既存市街地の人口密度は非常に高

く、400 人を超えているエリアが大半であるのに対し、ゲル地区の場合は高くても

81-120 人程度である。これは今まで策定して来たゲル地区と市街地エリアの土地利

用計画の違いがそのまま表れている結果である。2018 年の市長条例によって都市開

発発展部は都市計画建設基準の 450 人/ヘクタールの数値を基準に、111 か所の

1,044 ヘクタールを開発禁止エリアに指定している（図 6.2-12）。ここでの開発申請

はすべて却下される方針であるが、上でみたように禁止されたエリア内でも開発進行

中の事業があることから必ずしも守られているとは言えない（Amgalan 氏へのヒアリ

ング）。 

 

 
■再開発エリア：1693.2ha ■区画整理エリア：11.6ha ■開発禁止エリア：1044ha 

図 6.2-12 再開発と区画整理と開発禁止エリア、印は中央広場（都市計画研究院

2021 
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●低金利住宅ローン 

この節で触れるべきなのは政府の住宅政策である。市場移行によって国営建築生産

工場が民営化し、国が運営する建設会社はなくなった。そのため民間デベロッパーに

よる住宅市場の活性化が必要になった。国際機関の助言と援助を受けながら 2004 年

に制定されたのは住宅担保長期ローン制度である。最高 25,000,000MNT を年間

11％の金利で 10 年間借入できる制度である。これによって住宅の需要が高まった。

国内の建設材料生産が限られ、ほとんど輸入に依存しているため住宅単価が記録的に

上昇した。例えば、2008 年の一年間で 113.8％に上昇している（参考文献 16）。価

格の急上昇を抑制するために建材の輸入税を一定期間撤廃したのがゲル地区住民の自

力建設をも促進させた。低金利ローンと輸入税の一時撤廃は 40,000 戸住宅事業と呼

ばれている。 

その後の 2008 年のリーマンショックはモンゴル経済をも打撃し、建設業界は低迷

した。だが、地下資源開発が進んだことで外国投資が急増加し、市場を支えた。国家

予算も潤沢になり、次に実施されたのが 100,000 戸住宅事業である。2012 年に始ま

ったこのプロジェクトは 8％の低金利ローン提供と建設企業と建材生産工場への融資

と国営住宅公社の設立の４つの手法で行われた。住宅ローンは、前払い金である３割

を支払えば 80m2 以下のアパートを最長 20 年間のローンで購入できる（Засгийн 

газрын тогтоол 341, 2011）。この制度も建設市場を活性化させ、各地で団地開発が

次々に行われた。事業実施期間でも前回同様に大幅な価格上昇が起き、低中所得者層

が大多数を占めるゲル地区住民の自力でのアパート購入はますます困難になった。そ

の対策として市役所が実行したのがゲル地区再開発事業である。これについては筆者

の以前の研究で調べているため省略する（L.Ganzorig 2018）。 

低金利住宅ローンは市場の金利より約 2 倍安く、購入者にとっては大きなメリット

がある。しかし、すべての物件に対してローンが提供される訳ではない。民間銀行は

融資した事業リストを内閣に提出し、内閣は低金利ローン対象物件リストを公表して

いる。銀行はゲル地区再開発より南部の新規開発を好むため、デベロッパーがゲル地

区再開発事業を進めようにも融資が得られない。リストを見るとすべての物件は都心

部に近い、あるいは市南部の緑地で新規に土地権利を取得して開発された事業である

（参考文献 17）。 
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最近では 2019 年に 150,000 戸住宅国家事業が内閣で採択され、アフォーダブルな

住宅を供給する方針を示しているが、具体的な動きはまだ見えていない（参考文献

18）。 

この節で言えることは市役所と区役所と環境省の 3 つの主体がそれぞれの権限で土

地を譲渡する際に都市マスタープランを考慮していないと言うことである。都市開発

発展部は土地権利を有する者に対し根拠を持った開発規制が行えていない。これは特

に地区単位計画が策定されていないエリアでは顕著である。内閣の住宅政策は銀行が

融資した物件だけを対象にし、マスタープランで重点的に開発方針であるゲル地区再

開発事業と区画整理事業に投資がつかない状況にある。これは各行政機関と地方政府

の連携が取れていなく、その役割を果たすマスタープランが無視され、効力を持って

いないと言うである。 

 

6.3. 第 6 次マスタープランの実施評価 

第 6 次マスタープランの期限は 2020 年であるため新しいマスタープラン策定が必

要になっている。それに向けて現行計画の実施評価を都市計画研究院が行っている。

上で参照した人口数と人口密度の図もその一環で作成されている。評価は 7 つの分野

別に行われ、その平均は 29.6%であり、目標達成率は非常に低い（表 6.3-1）。 

 

No 分野 達成率 

1 人口 30% 

2 経済 45.3% 

3 都市計画 18% 

4 社会インフラ 24.5% 

5 道路交通 34.7% 

6 インフラ整備 36.5% 

7 環境と災害対策 18% 

表 6.3-1 第 6 次マスタープランの分野別達成率（都市計画研究院 2021） 

 

経済目標の達成率だけが 5 割に近く、その他の分野は低い。特に都市計画と環境・

災害対策は極めて低い。この原因は 5 つあると指摘している。 
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1. マスタープランを実施する体系が整っていない 

2. 分野別計画が十分に作成されていない 

3. マスタープラン実施をモニタリングする手法がない 

4. 市財政不足による過少投資 

5. マスタープランの実施計画の策定が大幅に遅れた 

この問題を改善する対策と新しい仕組と制度整備を次のマスタープランの内容に組み

込むとしている（都市計画研究院へのヒアリング）。 

 

6.4. 作成中の 2040 年マスタープラン 

作成中のマスタープランは上位計画であるビジョン 2050、人口居住計画、地域開

発政策を基にする。2017 年から現行マスタープランの実施評価を始め、2018 年に基

本コンセプト案を募集するコンペを開催している。すべての応募案で展覧会を実施

し、市民投票によって基本コンセプトを選定している。コンセプトは内閣・市議会な

どの承認を得て、都市計画研究院が詳細プラン作成を担当している。 

作成は 4 段階で行われる。上記のコンセプト応募と承認過程は第 1 と第 2 段階で、

第 3 段階は今年から始まっている。2 月から 3 月にかけて一般市民参加のオンライン

ワークショップを 1 週間開催している。7 つの分野別に行われたこのワークショップ

に約 800 名が参加し、479 の質問があがり、206 の意見が議論された。これに筆者も

参加した。ワークショップ後に各分野を担当する専門家からすべての質問に対しメー

ルで回答している。本来は会場で行われ、専門家と専門機関のみが参加するはずであ

ったが、コロナ流行の影響でオンライン開催したことが多くの人の参加を可能にした

ようである。今回の結果を整理し、計画に反映させた上で同じワークショップを再度

開催する方針である。その後建設省と市役所の専門委員会で基本案を審査する。 

第 4 段階は今年の 7 月から始まり、各省庁と内容を精査し、8 月に一般市民向けに

質疑応答会が開催される予定である。各区議会と市議会の意見も募集し、修正を加

え、政府審査機関のチェックを受けて、今年の暮れに国会で最終案が審議される。策

定されればマスタープランの実施計画の作成が始まると言う（都市計画研究院へのヒ

アリング）。このように計画作成作業への参加が認められ、資料も一般公開されるよう

になったことは大きな改善点である。 
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次にこのワークショップとヒアリングで得られた情報をまとめる。2040 年のウラ

ンバートル市の総人口は 2,252,100 人に達し、今より 700,000 人近く増加する予想

である。集中インフラの拡大と地域インフラ整備によってすべてのゲル地区を無く

し、集合住宅と改良型ゲル地区のみの都市にすると言う野心的な目標を挙げている。

国連の SDGs と The New Urban Agenda の内容を取り入れ、6 つの基本コンセプト

と 31 の準コンセプトを決めている。社会主義時代のマスタープランのコンセプトか

ら引き継いでいる部分もあるが、持続可能な発展と環境配慮型の開発目標は新規性が

ある。次のページの表 6.4-1 でその内容を示す。 
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No 基本コンセプト 準コンセプト 

1 持続可能な発展 1 環境汚染減少、削減 

2 自然保護、生態保護 

3 快適かつ安全で行政サービスが行き届いた都市 

4 人間開発を支援、健康でモラルのある創造的な市民育成 

5 良いガバナンスの向けた制度整備 

2 活性化 1 観光業の活性化 

2 消費都市から生産都市に 

3 知的経済発展 

4 投資活性化による雇用創出 

5 国際・地域協力を活性化 

3 環境適応 1 気候変動に対応、適応 

2 自然災害対策 

3 災害マネジメント向上 

4 都市計画体系の向上 

5 社会経済変動に適応 

4 コンパクトシティ 1 市街化エリア指定・開発促進 

2 衛星都市発展を支援 

3 都市間交通網整備 

4 特徴を維持し、複数都心のコンパクトシティ 

5 公平な都市 1 社会公平性確保 

2 行政サービス拡充 

3 社会インフラ拡充 

4 基準を順守した住宅の増加 

5 交通インフラ拡充 

6 インフラ整備、能力拡大 

7 緑地増加 

6 節制都市 1 自然資源の節約、効率的利用 

2 再生可能エネルギー使用 

3 スマート技術推進 

4 無排気ガス交通推進 

5 高度技術と革新的な生産業推進 

表 6.4-1 第 7 次マスタープランコンセプト（都市計画研究院 2021 より筆者作成） 
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空間構造コンセプトで前回のマスタープランより明確になっている部分がいくつか

ある。全エリアを 3 つに分け、市街化区域（21％）、市街化抑制区域（24%）、市街化

禁止区域（55%）を設定している。ゲル地区の大半は市街化抑制区域に指定され、環

境省管轄のエリアは市街化禁止区域に指定されている（図 6.4-1）。市最南部に富裕層

向けにマスタープランを違反して開発されたザイサン地区のような市街地の発生を厳

正に禁止する意図である。 

 

 
■市街化区域 ■市街化抑制区域 ■市街化禁止区域 

図 6.4-1 区域区分図、印は中央広場（都市計画研究院 2021） 

 

また、市全体を 7 つの領域（中部・東部・西部など）に分け、以前のマスタープラ

ンで 47 に分割した地区単位を詳細化し、67 住宅・34 改良ゲル地区・16 工業、合計

117 地区単位に分割する方針である。都市計画研究院の専門家は地区単位を詳細にし

た方が市街地の現状をより明確に把握でき、人口数より人口密度で開発をコントロー

ルした方が開発規制の際の根拠として提示できると言うことであった。 

さらに筆者の用途地域と交通計画に関する質問に以下のように答えている。 

1. 地区単位計画で用途地域の内容を詳細かつ明確に指定する。だが、計画は行政境界

で作成できない可能性が高い。これは行政区割が都市計画図を作成するのに適して

いないからである。 
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2. 交通に関しては近いうちに大容量交通を導入する予定である。地下鉄・BRT・LRT

のどちらになるかは未定であるが、都市開発を TOD 方式にする方針を決定してい

るので需要のある都市軸でどれかを建設する。 

空間コンセプトで確定しているのが 2 つの都心と 5 つの副都心と 8 つの特化拠点と

多数の公共拠点の形成である。現在中央広場周辺に集中している業務機能を行政機関

から順次南西の新都心に移転させる。副都心はゲル地区に集中インフラを提供し、業

務と商業拠点機能を集積させる。各拠点は公共施設、大型体育施設、保険医療施設、

観光施設、商業施設の機能を持ち、ゲル地区に点在させる方針である（図 6.4-2）。 

 

 
●都心 ●副都心 ●特化拠点 ●公共拠点 

図 6.4-2 空間コンセプト図、真ん中が中央広場（都市計画研究院 2021） 
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第 7 章 開発事例 

 

ここまでウランバートル市の全体像を見て来たが、ここからヒアリングを行った市

役所主導のトップダウン型と市民発案によるボトムアップ型の開発事例を 2 つずつ見

たい。前者はブラウンフィールドの再開発とアジア開発銀行が融資する副都心開発で

あり、後者は住民発案による住環境改善運動と外国基金をベースにした NPO の活動で

ある。 

 

7.1. 市役所主導の事例 

事例① 

 

図 7.1-1 Hunnu 2222 事業（Khurd Group LLC 職員提供） 

 

企業名：Khurd Group LLC 

活動： 大手デベロッパー 

創立： 2001 年（不動産業） 

市場移行による景気低迷が収束するころに不動産業に参入し、現在はモンゴルの大

手不動産開発企業に成長したデベロッパーである。当初は中央広場周辺のオープンス

ペースの土地権利を獲得し、年に数棟を開発する程度であった。現在は大規模な団地
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を複数個所で同時に開発している。そのすべてが中高所得者層をターゲットにし、鉄

道より南側に位置する従来はブラウンフィールド、あるいは緑地であった敷地であ

る。これは北側のゲル地区に近い物件は大気汚染源に近いと言う理由で売りにくいか

らだと言う。実際、ゲル地区に近い最初の２つのプロジェクトの完売が販売計画より

伸びている。 

図 7.1-1 は近年完成した団地の詳細計画のパース図である。建物単体開発の場合は

市役所都市開発発展部から計画要件書を取得し、基本設計を作成し、要件書に沿って

いることを確認し、着工が許可される。だが、このデベロッパーの場合は基本的に大

規模な団地開発を行うので計画要件書は交付されず、企業が作成した詳細計画を都市

開発発展部に提出し、審査を受けている。もちろんマスタープランの決定事項は参考

にされるが、ほとんどの場合計画がそのまま許可される。 

 

プロジェクト名 規模 開発期間 

Urlan 658 世帯 2001-2006 

Urt Tsagaan 124 世帯 2008-2010 

Rapid Kharsh 2778 世帯 2008-2012 

Apartment KH 632 世帯 2011-2013 

Narnii Khoroolol 3710 世帯 2011-2019 

Hunnu 2222 1420 世帯 2013-2018 

Enkhtaivan 160 世帯 2014-2015 

Tsengeldeh Academia 1170 世帯 2017-2020 

合計 10,652 世帯  

表 7.1-1 各事業の規模と実施年（ヒアリングより筆者作成） 

 

表 7.1-1 のほとんどが都市計画建設基準の 450 人/ヘクタールの人口密度を超えて

いる（8 中 6）。したがって、そのエリアは図 6.2-12 の開発禁止エリアに指定されて

いる。計画作成と審査の時点で人口密度基準を超過しており、計画修正が指導されて

いないと言うことである。ヒアリングでは、計画を修正したことはあるが、階数や戸

数を減らす指導を受けたことがないと言う。高密度開発については否定的な印象を持

っていなく、好立地と十分な駐車場を確保していることが当社の売りであり、購入者
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も特に気にしないと言う。緑地とオープンスペースについては今後のプロジェクトで

増やして行く方針である。この企業の物件はすべて低金利ローン対象になっている。

開発の際に大手銀行から事業融資を受け、販売活動の際にも同じ銀行を紹介してい

る。低金利ローン制度が導入されてから売れ行きは好調になったおり、今後もこの政

策が継続することを希望している（Khurd Group LLC 職員へのヒアリング）。 

 

事例② 

 

図 7.1-2 Bayankhoshuu 副都心の幼稚園（ゲル地区発展投資支援事業 2021） 

 

名称：  新副都心事業（6 カ所） 

事業者： ウランバートル市役所 

資金：  アジア開発銀行、欧州投資銀行、政府予算 

活動開始年： 2013 年 

現行マスタープランで一点集中型の都市構造を副都心構造にする方針である。その

一環で外国のドナーから低金利融資を受けて実施されているのが新副都心事業であ

る。市役所が主導するこの事業はゲル地区で合計 6 つの副都心エリアを形成し、イン

フラ整備を行い、開発を誘導する計画である。これによって対象エリアの人口密度を

2.5 倍あげる目標がある。6 つの副都心は Selbe, Bayankhoshuu, Dambadarjaa, 
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Denjiin Myanga, Tolgoit, Sharkhad で、旧くから存在する人口密度が最も高いゲル

地区である（表 7.1-2）。9 年かけて 3 段階で実施され、現在は第２段階が進行中であ

る。第 1 段階の Selbe と Bayankhoshuu はほぼ完成しており、民間投資の誘導が開

始され、アフォーダブル住宅 10,000 戸を建設する予定である（図 7.1-2）。 

 

名 規模 インフラ整備 建設される施設 

Bayankhoshuu 162ha 道路 7.42km、電気 7km、

集中暖房 15km、上下水道

23.83km、堤防 9.97km、

街区整備 4.65ha 

幼稚園 2 か所、公園

2ha、情報技術センタ

ー、運動施設、公共開発

センター、職業訓練・新

事業支援センター 

Selbe 156ha 道路 6.7km、電気 5.3km、

集中暖房 9.97km、上下水道

19.78km、堤防 2.4km、街

区整備 3.01ha 

幼稚園 2 か所、発暖所、

橋、情報技術センター、

職業訓練・新事業支援セ

ンター 

Dambadarjaa 70ha 道路 2.8km、電気 12km、

集中暖房 3.2km、上下水道

9.6km、配線 6.3km 

幼稚園、発暖所、情報技

術センター、運動施設、

公共開発センター 

Denjiin Myanga 131.5ha 道路 3.4km、電気 29km、

集中暖房 4.2km、上下水道

13.8km 

幼稚園、情報技術センタ

ー、公共開発センター、

公園 1.57ha、発暖所 

Tolgoit 153.4ha 道路 7.69km、電気 14km、

集中暖房 5.78km、上下水道

24.06km 

幼稚園、研修所、保健

所、公共開発センター、

公園 2.74ha 

Sharkhad 124ha 道路 8.65km、電気 23km、

集中暖房 2.58km、上下水道

14km、配線 5.5km 

幼稚園、運動施設、研修

所、公共開発センター、

公園 2.69ha、情報技術

センター 

表 7.1-2 各副都心の事業内容（ゲル地区発展投資支援事業 2021 より筆者作成） 

 

このプロジェクトで今まで 700 世帯の土地を収用し、仮住宅あるいは補償金を提供

している。定期的に市民会議を開催し、事業の進捗状況を報告している。完成した職
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業訓練・新事業支援センターで無料の講座を開き、住民の経済支援を行っている。完

成後はウランバートル市の大気汚染と土壌汚染が削減され、都心に集中している活動

が分散し、ゲル地区の住環境が大幅に改善されると予想している。 

上記の表から事業の対象面積が大きく、ゲル地区を対象に市役所が主導する事業の

中では最大規模であることが分かる。これは第６次マスタープランが土台になってお

り、この範囲以外にも都市全体の課題解決に向けて上下水道設備の向上とゲル地区の

水汲み所であるキオスク拠点の増加も実施している。事業が完成すればウランバート

ル市の大気汚染と土壌汚染が削減され、都心に集中している活動が分散し、ゲル地区

の住環境が大幅に改善される（Ariunjargal 氏へのヒアリング）。 

 

7.2. ボトムアップ事例 

事例③ 

 

図 7.2-1 ゲル地区住環境改善事例の写真（Tumenbayar 氏提供） 

 

名称：  Khashaandaa Saihan Amidarya NGO 

発案者： Ts.Tumenbayar 

職業：  Urgamaliin Dalai LLC ランドスケープと植栽手入れ 

活動開始年： 2016 年 

ランドスケープと植栽手入れの仕事に従事する Tumenbayar 氏によって 2016 年に

始まった「我が土地で快適に暮らそう」運動を紹介する。事業名称の Khashaa（ハシ

ャー）とはゲル地区の区画とフェンスの意味の単語である。 

ハシャーはウランバートル市に約 240,000 区画、21 県の 330 の村に約 200,000

区画があり、そこに 1,000,000 人近くが暮らしている。これはモンゴル国民の三人に

一人と言う割合である。ボタニストである彼は当初会社を設立し、ハシャーを整備す

る顧客に樹木を販売し、アドバイスをする仕事をしていた。しかし、会社の活動だけ

ではすべての家庭にアドバイスができないと実感したことが活動を始めるきっかけに
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なったと言う。 

ゲル地区住民は市や政府からのトップダウン型の事業を期待し、自ら住環境を改善

する姿勢が弱いことを変えられないか。ゲル地区に住むことを趣味にし、一人ひとり

がハシャーの利用率を上げて整備すれば市全体の大気・土壌汚染と粉塵の削減につな

がり、緑豊かな都市になると考えた。実際、八尾の研究でゲル地区のハシャーの平均

面積は 482m2 と広いにもかかわらず、敷地利用が 23%と非常に低いことが判明して

いる（八尾 2018）。さらに、10 年以上続いている市役所発案の事業効果は薄く、こ

のままでは住環境問題を改善できないと考えている。当初はウランバートル市のゲル

地区と別荘エリアに暮らす住民に、自ら住環境をアフォーダブルに改善する方法と農

業・植栽によって家庭経済を向上させるノウハウの研修を提供していた。 

活動の 4 つの目的： 

1. ハシャーの住民に自ら計画を作成し、整備する技術を伝える 

2. すべての三級自治体（ホロー）にモデル事業を住民によって完成させる 

3. ゲル地区住民の農業による収入増加 

4. 活動の情報発信 である（図 7.2-1）。 

ゲル地区再開発事業と区画整理事業の対象外のハシャーを持っていれば誰でも参加

が可能である。参加した人は自ら計画を立て、段階的に少しずつ改良していく手法を

学べる。整備され、植栽を植え、改良したハシャーは普通のハシャーより約 3 倍の高

値で取引されると言う。3 年前から活動方法を対面研修から主流 SNS サイトに変えた

結果、情報が一層拡散し、今では会員数が 340,000 人に達している。さらに地方から

要望があり、Khentii、Khuvsgul、Umnu Govi、Uvs、Sukhbaatar の 5 つの県に支

部を設立している。現在の活動内容は調査、情報提供、研修、事例のライブ配信であ

る。研修テーマは： 

1. ハシャーでできる事と家庭経済 

2. ハシャーの衛生と快適な住環境 

3. ハシャーの計画と整備 の 3 種類ある。 

この研修は農業と植栽、歩道と遊具の施工方法、トイレと浄化槽の設置、電気暖房

の工事方法など多様な内容から構成されている。また、有志のメンバーの実際の整備

状況をライブ配信している。これは視聴率が高く、動画が記録として残って行くので

誰でも好きな時に視聴し、住環境を改善することが可能になっている。さらに、ハシ
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ャーを改善した人が逆に発信者になり、運動の輪がどんどん広がり、住民の交流が活

発化していると言う。 

最近はモンゴル国営テレビと共同で行った 10 世帯のモデル事業の番組を制作・放

送している。モデル事業の対象にゲル地区の平均的な世帯を選び、その住民の予算で

実施している。参加者は余暇時間と安い投資でハシャーを改善できたとして高く評価

したようである。番組の影響で建設材料や浄化装置や電気暖房器具を販売する企業も

協力するようになり、製品情報と施工方法の情報を提供している。コロナ流行による

緊急事態宣言で逆にグループの活動が活発化し、自宅にいる時間を有効的に使い、住

環境を改善する人が増えたそうである。 

ヒアリングで Tumenbayar 氏の市役所に求めることを聞いた。彼は、各政権の政策

は長期的なマスタープランと整合性が取れていることが重要であると指摘している

（土地譲渡と収用も含め）。2013 年から始まった再開発事業と区画整理事業につい

て、広大な範囲で計画が策定されているが実際に事業が実施されているエリアは小さ

い。また、事業が遅れているエリアの投資がいつになるか不明確で、住民を混乱させ

ていると言う。地方で住民組合が自らインフラを整備する事業が成功している。ウラ

ンバートル市でも成功できると思う。大規模の集中インフラの整備を市役所が行って

くれればあとは住民組合がなんとかできる。そのための小口融資の制度も作って欲し

いと言う。最後に、中央政府による冬季の電気料金割引政策はゲル地区の住居の電気

暖房化を促進し、大気汚染が削減されていると評価した（Tumenbayar 氏へのヒアリ

ング）。 

 

事例④ 

 

図 7.2-2 活動事例（Gerhub サイトより） 

 

名称：  Gerhub NPO 

共同創設者： G.Badruun 
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専門：  心理学とコミュニケーション学 

活動開始年： 2016 年 

モンゴルで最も長く活動している民間基金に働いた経験を持つ Badruun 氏がゲル地

区の住環境改善を目的に立ち上げたのが Gerhub である。当初は、前職と留学の経験

を活かし、外国の基金と名門大学と研究機関に課題を提供し、国内の企業と機関と共

同でプロジェクトを進めることを目標にした。建築家、デザイナー、プランナー、職

人、学生と共にゲル地区を調査し、課題を解決する斬新なアイデアと、商品とサービ

スを発案し、提供する非営利団体である。初期のプロジェクトは香港大学と大気汚染

削減に向けたゲルの電気暖房化と床暖房の可能性を探ったデザインである。図 7.2-2

の左は解決策を提案したプラグインのプロトタイプである。従来のゲルに調理部屋と

水回りと暖房設備のついた風除室の機能を持つ空間をプラグインすることで快適かつ

アフォーダブルな住宅の可能性を探っている。これは長期に渡る調査と、度重なる住

民と施工業者との相談を実施した上で設計されている。 

次のプロジェクトは、ほとんどのゲル地区に存在しない、コミュニティセンターの

建設である（図 7.2-2 の中）。インフラのないエリアで冬でも室内活動ができる市民の

ための公共空間の需要が高いことを調査で把握し、外国の資金と大学との協力によっ

て実現している。費用を抑えるために木造の骨組みにビニールシートを数層重ねるこ

とで太陽光の熱エネルギーと光を十分に取り入れ、かつビニール間の空気層で断熱を

取っている。現在このコミュニティセンターは NPO の活動拠点にもなっており、大学

生以下の若年層を対象にしたデザインワークショップを定期的に開催し、課題発見と

解決策提案のスキルを発達させている（図 7.2-2 の右）。当初はゲルとその断熱性能、

暖房方法、新しい部品開発による現代化を主なにテーマにしていたが、今はゴミの分

別と再利用、ゲル地区のモビリティなども含め、活動範囲が広がっている。バス路線

とバス停の課題を若者が探し、グループで改善策を考え、それを市役所や関係する機

関に提案し、改良事業を催促している。事例③と異なるのは活動資金の大半は外国の

基金から獲得し、調査レポートと活動情報を世界的に発信している点である。また、

若年層をターゲットにしているのも特徴的である。 
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図 7.2-3 奨学金プロジェクト（Gerhub サイトより） 

 

さらに、事例③のハシャー団体と共同で奨学金プロジェクトを実施し、計画書を提

出した応募者から 3 世帯を選び、実際に改善する様子を配信し、費用の一部を負担し

ている。完成後の様子を施工費用と材料リストを乗せたシンプルなイラストにして情

報発信し、模範事例として多くのゲル地区住民に伝えている（図 7.2-3）。 

Badruun 氏は都市計画についてはできるだけ多くのステークホルダーが協力すべき

と言う姿勢を示した。もちろん草の根事業、市民活動、市民の声、市民参加を支援

し、活性化させる必要がある。だが、市役所などの行政機関は長期的な目線で広い視

野を持った政策を実施して欲しい。外国の専門家、研究者と交流し、同じ課題に直面

している他都市から学び、成功事例を現地に適する形で取り入れることが重要であ

る。Gerhub はどんな事業でもハブとして役割を果たし、ステークホルダーを結ぶ機

会を提供し、解決策の提案とプロトタイプ事業を推進していく。特に低価格帯の事業

実践に力を入れている。今の都市計画政策は事業単位が大きすぎて、時間と労力とコ

ストをかけては失敗している状態である。もちろんインフラ整備は重要であるが、事

業や対策を短期・中期・長期的に分類し、少しずつではあるが着実に改善できるマネ

ジメントと体制を作る必要があると言う（Badruun 氏へのヒアリング）。 

 

7.3. モンゴルの都市計画制度運用の実態 

民主化以降のウランバートル市の人口増加率は移住の影響で他の地方より格段に高

くなっている。これは首都の雇用機会と地方の社会インフラの不足と自然災害などに

起因している。移住規制条例を発令しても登記上減少するだけで、撤廃するとまた増

加に転じている。各地方の中で西部地方からの移住者数が最も多くなっている。 
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土地権利の譲渡は市の北部と南部でその方針が極めて異なっている。ゲル地区に移

り住んだ移住者へ小規模な土地権利譲渡が北部で多いのに対し、南部はデベロッパー

向けの譲渡が多い。これには旧国営企業が売り払うブラウンフィールドもあるが、環

境省がマスタープランを考慮せずに土地権利を譲渡した緑地も非常に多い。 

市場移行によって開発は増加したが、住宅用途に関しては世帯当たりの平均面積が

減少している。都心には商業業務機能が集積し、機能分離が進行している。当初は小

規模開発が主流であったが、第 6 次マスタープラン策定以降は大規模な団地開発が増

加している。商業と業務用途の建築も高層化し、規模が大きくなっている。 

都市計画制度に方針プランと規制プランがあることが第 2 部でわかった。しかし、

規制プランの地区単位計画の作成は開発圧力が高いエリアでまだ策定されず、規制す

る手段がないままである。その結果インフラが整備された既存市街地のインフィル開

発と南部の新規開発で局地的に人口数と人口密度が高いエリアが多くなっている。 

この部で明らかになった点は地区単位計画の策定規模の課題である。47 の地区単位

計画の場合はそのエリアの開発密度を測定しにくく、開発を抑制すべきエリアを特定

できない制度になっている。しかし、1750 地区に分割して分析すると市街地の過剰

開発エリアが明らかになっている。これを受けて市役所は開発禁止エリアを策定して

いる。だが、依然として現行マスタープランの達成率は不十分な状態にある。作成中

のマスタープランでは地区単位の数を 117 に増やす方針であり、より詳細な計画によ

って開発をコントロールする仕組みを作る方針である。開発禁止エリアの他にゲル地

区の再開発エリアと区画整理エリアも指定されている。また、3 種類の区域を設定し

た区域区分図の使用も計画されている（図 6.4-1）。 

都市計画制度の運用に関しては上述した通り地区単位計画が策定されていないエリ

アにおいては規制手段がない。このためデベロッパーが作成した詳細計画は基準値を

超えていても許可が下りている。これらの開発は完成した時点で開発禁止エリアに指

定されることが明白である。中小規模の開発は規制を受けて密度を下げるが、大規模

開発を行うデベロッパーに対する規制手段が皆無であり、場合によっては市役所が高

密度開発を助長しているようにも見える。地区単位計画が策定されているエリアでも

人口密度を街区の平均値で見ているため、異常に高い規模の開発が可能であることも

課題である。開発規制は早い者勝ち制度になっており、他の土地所有者より先に開発

してしまえば、周辺環境に適さない超高層建築の建設も可能と言うことである。 
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ゲル地区における新副都心事業に関してはその一帯の開発方針が地区単位計画で明

らかにされている。しかし、上で挙げた課題が克服されていない。低金利ローンの住

宅政策もゲル地区に向けられていないままである。一方でゲル地区におけるボトムア

ップ事業は活発になっている。住民資金と外国の援助を受けた多種類の活動が展開さ

れ、住環境改善に確実につながっている。団体が異なっていても相互協力し、活動範

囲を広げ、新しい取り組みが行われている。しかし、エリアによってはマスタープラ

ンと市役所の事業が不明確であることがこのようなボトムアップ事業を妨げている。 

モンゴル国の都市計画制度のウランバートル市における運用は公平性に欠け、差別

的な仕組みになっている。大手デベロッパーの事業は基準値を超えていても開発が許

され、逆に中小規模開発は地区によっては完全に禁止されている。ゲル地区に関して

も方針が不明確あるいは、投資が滞っているエリアがあり、住民の改善活動に弊害を

もたらしている。都市計画体系はまだ発展の途上にあり、今後上で挙げた課題を克服

し、マスタープランの達成率を上げる必要がある。プランの公開と上位計画作成過程

への参加に関しては改善している様子がうかがえる。ただし、下位計画の住民への周

知と作成過程への参加が促進されるべきである。 

 

ここで研究目的 3 の「モンゴルを対象としてプロマーケット型経済における都市計

画の課題と役割を検討する」について考察する。 

社会主義時代のモンゴルの中央集権的な計画体系はマスタープランで長期方針を立

て、五カ年計画によって事業単位で開発を実施して来た。開発主体は各省庁と複数の

国営企業であり、詳細計画は都市の主任建築家が作成し、開発主体は非常に限定され

ていた。市場移行したモンゴルの都市計画の課題として次の点を挙げられる。自由選

挙と市場移行によって長期方針よりも各政権の任期期間中の政策が重視され、都市開

発の土台であるインフラ整備が滞った。また、政権交代があると長期プロジェクトは

ほとんど中止し、政権間の引き継ぎが行われていない。そのため大規模なプロジェク

トはドナー投資によるものだけが進むようになっている。これと関連するが、各政権

は短期間で成果を上げられる政策に集中し、深刻な社会問題である大気汚染、土壌汚

染、交通渋滞、住宅不足と言った課題を根本的に解決する計画が立てられない状態に

ある。一方で地方政府の土地に対する権限が増大し、空間計画よりも登記目的の土地

利用計画によって市街地がインフラ未整備のまま無計画的かつ急速に拡大した。 
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開発主体は国家のみから民間企業開発、外国投資による開発、非営利団体の開発、

住民による開発など多種多様な主体に広がり、その圧力を効果的に規制・誘導する手

法が未だに確立していない。用途地域と地区単位計画と言った新しい規制手法を取り

入れているが、経済活動を重視するあまりその役割を果たしていない（あるいは実施

されていない）。都市計画と土地利用計画の役割分担が不明確で、内容も矛盾し、時に

は行政機関でもその区別がつかない状態にある。旧体系から引き継いだ不明確で長い

開発許可プロセスは改善しつつあるが、依然として小規模開発に負担をかけている。 

プロマーケット型経済における都市計画の役割として次の点が考えられる。マスタ

ープランは空間、土地、交通、インフラ、環境、経済、住宅などあらゆる分野を総合

的に捉えて作成し、長期・中期・短期的な対策を明確にすることですべての開発主体

間の連携・協働を図る機能を持つべきである。地区単位計画は明確な指標で規制・誘

導策を実施し、事前確定性を高めて、開発許可プロセスを短縮化する必要がある。ま

た、土地利用計画と統合し、計画作成に地権者を参加させることで計画実施を強化で

きる可能性がある。大規模な団地の詳細計画は上位計画の方針を反映させ、過剰な開

発は抑制されるべきである。今後、都市計画のどのレベルにおいても市民参加を促進

し、トップダウンのみならずボトムアップ型のアプローチの可能性を認め、インフォ

ーマル開発が起こらざるを得ない状況を是正し、多様な主体間の合意形成を図る道具

としての役割が求められる。 

 

モンゴルの都市計画制度運用の実態を要約すれば、自然災害による移住者数増加対

策と市場促進のための土地所有化によって低密で広範囲なゲル地区と超高密なエリア

が形成され、極端な都市構造になっている。特に、開発圧力の高いエリアで地区単位

計画が策定されていなく、デベロッパーの過剰な計画は修正されずに実施され、開発

コントロールができていない。また、策定済みのエリアでもその規制指標は街区平均

値になっているため、担当者の恣意的な判断が可能な早者勝ちの体系になっている。

さらに、財政分権化の遅れで開発利益が還元されず、市の予算が不足し、マスタープ

ランの実施が困難。特にゲル地区のインフラ整備はドナー投資に依存している。最後

に、ゲル地区の再開発指定範囲が広く、投資が無いことがボトムアップ活動の妨げに

なっている。また、一帯への銀行融資と政府低金利ローンがつかないなど市場移行の

歪みが生じている。 
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第8章 考察と結論 

 

本研究で数十年続いた社会主義制度から市場主義制度に移行した国々を対象に調査

した。第１部でポスト社会主義国の計画体系の特徴と都市構造の変化を把握し、事例

調査対象国の選定を行った。 

第 2 部では都市化率の上昇と大都市への移住が著しいアジアの３か国の国家、土

地、都市政策について整理し、その計画体系と首都のマスタープランの内容を見た。

制度整備の変遷から各時代の計画体系図を作成し、経路依存理論に基づいた法整備変

遷の分岐点とその特徴をまとめた。都市においては各首都のマスタープランの内容を

整理し、新しい体系の仕組みを検討した。 

第 3 部でモンゴル国の人口動向と首都ウランバートル市の開発変遷、土地権利譲渡

の状況を調べた。さらに、現行マスタープランの評価と作成中の新しいマスタープラ

ンについてその作成過程とコンセプトを把握した。最後に４つの事例について調べ、

関係者の計画体系に対する意見を聞いた。 

 

8.1. 考察 

●第1部 

ポスト社会主義国の計画体系は程度の差はあるが、地方分権化し、プラン作成時の

参加幅が広がっている。プロマーケット型の開発方針を取り、非公共セクターの開発

を促進している。ほとんどの国は計画経済時代になかった広域計画を導入している。

東欧各国の場合は欧州連合の指針で都市マスタープランに Strategic Planning 手法を

取り入れ、市場経済の多種多様な開発主体間の連携と多分野の計画同士の整合性を図

っている。ウズベキスタン以外のアジア国は方針プランと開発プランの間に規制機能

を持つ規制プランを導入している。開発規制は審査する担当者の恣意的な判断による

ところが多く、計画の実効性が低い点で類似性が見られた。 

 

●第2部 

中国の計画体系は五カ年計画を中心に発展し、計画体系は事業型アプローチからイ

ンフラ供給型アプローチに変化し、統合計画型アプローチに収束している。政策変更

の初期に土地利用計画と都市計画の二つの計画体系をつくり、作成策定権限を地方政
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府に譲渡している。一方で食料安全保障と環境保護の目的で用地割当制度と主体機能

区計画などのトップダウン型の手法も取り入れている。別々に計画されていた都市計

画と農村計画、さらに各分野の特別計画は空間計画として一本化され、土地法の改正

で土地市場統制が緩和されている。都市計画体系においては大都市の区レベルで方針

を提示する分区計画と開発を規制する規制型詳細計画を広範囲で作成している。 

北京市の総体計画の範囲は拡大し続け、広域要素も含まれるようになっている。プ

ランの内容として衛星都市開発とグリーンベルト地帯の保全が長年維持されている。

最近では社会経済の変化に合わせ、都市の機能移転と高度産業の集積化、急速に増加

する人口の抑制策を実施している。法制度整備がある度に新しい計画が作成・策定さ

れ、一貫性がある。 

ベトナムの場合も市場移行したが、五カ年計画の作成を続け、10 カ年政策計画を導

入することで経済計画体系を強化している。大都市においては都市計画とその傘下の

土地利用計画の作成策定権限を地方政府に譲渡し、その集権性は中国に比べて強い。

また、都市計画に関しては規制プランとしてゾーニング計画を取り入れているが、国

営企業の改革は促進されていない。土地市場を地方政府が独占し、近年の計画統合化

で中国と類似する。 

ハノイ市は周辺の省と合併し、総体計画が広範囲で策定されるようになっている。

そのため中心部から衛星都市まで広い範囲に重点を置いた内容になっている。市場経

済に対応した計画体系の構築と計画策定が中国より約 10 年遅れて始まっている。 

モンゴルにおける経済計画体系は一度廃止されたが、土地利用と都市開発を含め、

新計画体系を整備しつつある。初期の制度整備で位置づけた土地利用と都市の広域計

画の策定が遅れている。都市計画に関しては規制・誘導機能を持つ地区単位計画を導

入しているが、政治に左右される短期的なプロマーケット型志向であり、規制に否定

的なため、まだ完全な制度になっていない。土地利用も都市開発も地方政府の権限で

あるが、行政機関内の連携が弱く、プラン同士が矛盾し、土地権利譲渡の跡を追った

都市計画制度になっており、都市問題に対して事業単位で対応する計画体系になって

いる。 

ウランバートル市のマスタープランの計画範囲は拡大しているが、他の事例調査対

象都市より小さい。市場移行によって出現した都市問題を解決するために衛星都市開

発と副都心を形成する方針を取っているが、その実行性は低い。法制度整備の遅れ、
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その相互矛盾、法制定から計画策定に長い時間がかかっており、一貫性が取れていな

いことが計画体系の深刻な課題である。一方で、都市レベルでは市長と主任建築家の

権限分散化、土地と都市計画の連携強化などの改善策も見られる。 

 

●第3部 

モンゴルは市場移行によって国による住宅供給制度を廃止し、民間開発を促進して

きた。都市開発を規制するために制度整備ではなく、マスタープランの実現手法とし

て地区単位計画を都市計画体系に取り入れている。しかし、作成策定過程が遅れ、特

に開発圧力の高いエリアは依然として無計画のままである。策定されたエリアでも、

規制指標は街区の平均値になっているためその実効性が弱い。都市マスタープランの

上位計画として人口居住計画がある。これは国家レベルで一極集中を是正し、均衡あ

る発展を方針づけるべきであるが、一度も策定されていない。また、都市計画に法的

位置付けを与える都市開発法は土地法、建設法、その他の関連する法律と矛盾する課

題がある。 

本研究で得られた知見を基にモンゴルの計画経済と市場経済それぞれの時代におけ

る計画体系と市街地形成プロセスを図 8.1-1 で表現した。ここで各プランの性質の違

いを強調するために都市マスタープランを方針プラン、地区単位計画を規制プラン、

詳細計画を開発プランと表現する。 

計画体系は五カ年計画に基づいた地方政府と国営企業主体のものから地方政府の役

割が重要な多主体が関連するものに変容している。中央政府の法制度整備と基準改定

が遅れ、その矛盾が課題になっている。上述の通り、広域計画は長年未策定のままに

なっている。また、規制プランの作成は故意に遅れ、大手デベロッパーと外国資本に

緩い体系になっている。さらに、首都の財政権限が弱いため公共投資が不足し、ゲル

地区のインフラ整備はドナー投資に依存している。（ウランバートル市以外は地下資源

税の財源がある）。最後に、土地権利譲渡が先行し、住民によるインフォーマル投資で

急拡大した市街地の課題に事業単位で対処しているのが特徴的。 

具体的には、プランに公共投資が付随していないため市街地形成にインフラ整備が

追い付いていない。開発プランを基に行われる非公共投資があれば、プランも建設許

可もないまま行われるインフォーマル投資もある。これによって形成される市街地は

ゲル地区と呼ばれ、これがウランバートル市の大半を占め、インフラが整っていない
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ため、都市は様々な課題を抱えている。その対策として外国の政府開発援助を受けて

行われているのが再開発事業である。また、以前はプラン作成主体と開発主体間で取

られていた連携が弱体化、あるいはなくなっている。今後は、このような課題を克服

し、改善される必要がある。 

 

 
A)計画経済時代、B)市場経済時代、FDI:外国資本投資、ODA:外国政府開発援助 

図 8.1-1 モンゴルにおける計画体系と市街地形成プロセスの変化（筆者作成） 
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8.2. 結論 

●政策変化によって計画体系はどう変わったか？ 

市場移行前の各国の計画体系は、公共セクターのみが計画を作成し、投資開発を行

う形であり、開発主体の幅が狭い点で類似していた。政策変化によって開発主体の幅

が広がり、都市課題も多様化する中で計画体系を多層化・詳細化・指標を明確化がさ

せることで対応している。ここで各国の計画体系の変化を記述し、その類似点と相違

点を述べる（表 8.2-1）。 

中国は経済計画体系を維持しながら、地方政府に都市開発と土地利用の計画作成策

定権限を委譲し、その財政力を強化し、分権化を進めた。改革から十数年で都市開発

体系はある程度完成している。広域レベルの都市システム計画、都市レベルの発展方

針を示す総体計画と分区計画、すべての開発行為をコントロールする規制型詳細計画

を導入し、土地利用計画でその規制を強化している。さらに土地利用計画で管理して

いた農村計画を都市開発体系に移し、最近は経済計画の要素も取り入れることで計画

体系を統合化している。国と農業組合が独占する土地権利を商品化し、その際に土地

利用計画体系を作り、地方政府が土地市場を独占するようになっているが、昨年から

緩和されている。中央政府は分権化を進める一方で地方政府の過大な開発を抑制する

ために用地割当制度と主体機能区計画を導入している。これらも計画体系統合化政策

に含まれ、体系は統合計画型アプローチに変化している。 

中国より遅れて始まったベトナムの政策変更は経済計画体系を維持している点で類

似しているが 10 カ年政策計画を策定し、長期方針を示すようになっている。都市開

発体系は広域レベルの地域計画を導入し、大都市の場合は発展方針を示す総体計画を

地方政府の権限に移している。その傘下に土地利用計画を位置づけ、価格設定制度に

よって土地市場を独占している。都市開発体系に開発をコントロールするゾーニング

計画が導入されたのは最近である。これは依然として都市開発の大半が公共セクター

によって行われており、民間開発を規制・誘導する必要性が低かったことが原因だと

思われる。最新の五カ年計画で「都市発展政策 2030 とビジョン 2050」の制定を建

設省に指示し、新しいプランニング法によって各省庁の事業プランと都市開発プラン

の統合化を目指している点で中国と類似する。 

選定国の中で最も遅れて市場移行したモンゴルは民主化することで経済計画の作成

をやめ、国営企業も民有化・解体され、従来の計画体系を一度廃止している。経済回
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復と共に法制度整備を進め、新しい計画体系を創出している。土地所有化に備え、国

土利用計画体系を作り、都市マスタープランの作成策定権限と共に地方政府に移譲し

ている。都市開発体系の最上位計画として人口居住計画の策定を法律で決めるも未だ

に作成されていない。４年ごとの政権交代で年度土地利用計画と経済計画の中期計画

の内容が変更され、土地権利の譲渡が先走る状況になり、長期方針を示すマスタープ

ランの実施が困難になっている。民間開発を促進するも、それをコントロールする規

制手法の地区単位計画が導入されたのも最近である。しかし、その策定はまだ終わっ

ていなく、法的な位置づけもされていないことから効果的な規制手段になっていな

い。ウランバートル市は未完成の計画体系によって出現した都市問題に事業単位で対

処する方針を取っている。最近は経済計画で長期ビジョンを策定し、他の計画との連

携と整合性を強化する取り組みが行われている。 

 

●類似点と相違点 

中国とベトナムは一党制を維持し、経済計画策定を続けた点で同じであるが、モン

ゴルは民主化し、多党制民主選挙制度を導入し、経済計画体系を廃止している。中国

とベトナムは歴史的に他国からの影響が強く、国の一体性を重視し、一つの党の元で

団結する必要があったと思われる。だが、モンゴルの場合は早期に満州から独立し、

社会主義時代でもソ連の影響は強いものの、他の傘下国と違って独立国であった背景

が政策変化の違いを生んだと思われる。 

都市計画作成策定権限の地方分権化はどの国も同じで、大都市においては特に計画

作成機関が市役所の都市計画研究院であることで共通している。この専門機関の創設

は、計画経済時代に 3 か国ともソ連の都市計画体系を導入し、計画作成の際にその専

門家に頼っていたことが原因であり、市場移行に向けて独自の計画体系を作る必要が

あったからである。また、都市計画体系に開発を誘導する規制プランを導入した点で

類似している。中国の場合は早期に制度整備を進め、北京市においては広範囲で規制

型詳細計画が策定されている。ベトナムとモンゴルの場合は比較的最近であるが、ハ

ノイ市においては旧市街地の全エリアでゾーニング計画が策定されている。しかし、

ウランバートル市に関してはマスタープラン策定から 8 年が過ぎているのに地区単位

計画はまだ全エリアをカバーしていない。これは各国の都市化のスピードの違いに由

来すると考えられる。中国は早期に市場移行し、大都市の人口増加が早い時期に始ま
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り、開発をコントロールする必要性が生じた。ベトナムの場合は市場移行したが都市

化率は 4 割に達していなく、Ho Khau 制度の緩和も政策変化から 20 年遅れている。

ハノイ市においては依然として公共セクターの開発割合が高く、規制手法が早急に必

要になった訳ではない。モンゴルに関しては市場移行の時点で高い都市化率を持って

おり、開発圧力が高まったのは地区単位計画導入の数年前である。 

 

 

 

 

3カ国類似点 

⚫ 都市計画と土地利用計画の作成策定の地方分権化 

⚫ 自治体が都市計画研究院を創設 

⚫ 計画作成への一般市民の参加が限られている 

⚫ 都市計画体系に規制プランを導入 

⚫ 移住の自由化、あるいは規制緩和 

⚫ 土地使用権制度による土地市場の創出 

⚫ 地方政府が土地市場を独占 

 

 

 

 

2カ国類似点 

⚫ 中国とベトナム 

➢ 経済計画体系を継続（または強化） 

➢ 都市マスタープランである総体計画の広域化 

➢ 土地利用と都市開発計画、さらに各種計画の統合化 

⚫ 中国とモンゴル 

➢ 財政収入の地方分権化（モンゴルは 2022 年から） 

➢ 国営企業の改革（民営化と株式化） 

⚫ ベトナムとモンゴル 

➢ 開発規制プランの導入が比較的遅い 

 

 

相違点 

⚫ 中国の制度整備は早期に開始し、土地利用計画で開発規制強

化、大都市独自に発展した体系を標準体系として普及 

⚫ ベトナムの国営企業の都市開発における存在が大きい 

⚫ モンゴル 

➢ 五カ年計画の廃止、土地所有化政策を実施 

➢ 制度整備とプラン作成の遅れ 

➢ 広大な土地を有し、土地使用権の無償提供に積極的 

表 8.2-1 計画体系の変容と政策変化の類似点と相違点（筆者作成） 
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土地利用においては土地市場の創出と計画作成策定ですべての国が共通している。

土地の権利は基本的に国あるいは組合が所有したまま土地使用権制度を作り、価格設

定と権利譲渡の権限を地方政府に任せている。しかし、その度合は国によって異な

る。莫大な人口を持つ中国は食料安全保障から農地保全政策を実施し、以地生財に走

る地方政府のコントロールを強化している。アジアの他の国に比べてより強い権限を

持つベトナムの地方政府は Land Price Framework と Land For Infrastructure 制度

によって土地市場を独占し、弱い財政基盤を補う試みをしている。モンゴルの場合は

広大な国土と少ない人口を持つ背景から土地権利譲渡に積極的であり、地方政府はマ

スタープランと無関係に、短期間で膨大な土地権利を無償で配布している。また、遊

牧民族であることから都市への移住が容易で、土地権利とゲルさえあれば住居の心配

がないと言う文化的な特徴もある。 

従来から分野間の縦割りが強かった 3 か国の計画体系は、その効率性を上げる試み

を行っている点で類似している。中国とベトナムは初期の制度整備で分かれていた各

種計画の統合化を図り、前者では北京市の計画体系で見たように新体系が確立してい

る。後者では政府が都市発展長期方針の作成を決め、各省庁の事業プランと都市開発

プランの統合化を進める予定である。モンゴルにおいては経済計画の長期方針が策定

され、土地利用と都市開発計画と他の法律間の連携を強化するための制度整備が今後

進む予定である。 

研究課題①の回答を要約すれば、市場政策の影響が大きく、プロマーケット型の計

画体系になっている。市場志向の経路依存がみられ、中国とベトナムは自己強化型、

モンゴルは受容型の経路をたどっている。また、計画体系は分野別の縦割体系から自

治体ベースの横割体系に変容している。さらに、計画作成と財政権限の地方分権化を

行っている。最後に、土地使用権制度で土地市場を作り、新しく土地利用計画体系を

確立している。 

 

●計画体系は自由市場にどう対応したか？ 

第 1 部で構築した分析枠組みに基づいて選定国の計画体系が自由市場にどう対応し

たかをここで記述する。 

上述した通り計画作成策定権限はどの国においても分権化している。中国は早期か

ら分権化を開始しており、経済成長を促進する地方政府によって都市間・地域間競争
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が激化し、市場活性化に繋がっている。ベトナムの場合は財政収入をまだ分離してい

なく、資金不足でインフラ整備が遅れている課題を克服するために地方政府は土地使

用権を民間企業に提供している。モンゴルの場合は来年から法人税の一部と放牧税を

自治体に残し、地方の財政能力を強化するため、計画体系がさらに変化することが予

想される。 

計画作成の際の関係主体の参加度合については 3 か国とも類似している。事業レベ

ルでは地権者などの参加は認められるが、規制プラン作成への参加は促進されていな

い。計画作成する都市計画研究院は関係する省庁と専門家の意見を聞き、議論する会

を開くが、一般市民の参加はほとんどない。法律では市民参加を義務付けているが、

その方法と頻度については触れられていない。この点で自由市場における多種多様な

開発主体と地権者の意見をプランに取り入れている東欧の先進事例より遅れている。

ただし、新型コロナウイルスの流行によってウランバートル市の次期マスタープラン

の専門家会議がオンラインで開かれ、その情報が拡散し、多くの一般人が参加してい

る。これは一般市民が計画作成への参加に意欲的であると言うことである。だが、そ

の意見はプランに確実に反映されるかどうかはまだ不明である。 

3 か国の都市開発は公共セクターのみから民間セクターも加わり、外国資本投資も

行われている。特に住宅分野では実物分配を廃止し、民間開発による住宅供給を進め

ている。中国とモンゴルの場合は国営企業の改革が進み、その多くが近代的な企業制

度を導入し、株式化と民営化が行われた。ベトナムの場合は都市によって異なるが、

国営企業の都市開発に貢献する割合はまだ大きい。ハノイ市では開発のほとんどを国

営企業が行っているのに対し、ホーチミン市では民間企業開発が主流になっている。

もう一つ、重要な開発主体は土地権利を有する住民である。土地市場の創出と住宅政

策の民営化、経済成長によって不動産価格が高騰し、都市化の加速からアフォーダブ

ル住宅の受容が高まった。この受容に応えているのが中国の城中村（孫 2011, 

2012）、ベトナムのインフォーマル市街地（Hoang Linh Nguyen 2018）、モンゴル

のゲル地区である。このようなエリアに居住する人口の割合が高く、インフラ整備を

進め、住環境を改善させることが急務になっている。 

開発コントロールに関しては中国と他の 2 か国で分類できる。中国は早期から制度

整備を進め、計画体系を完成させている。上位計画の内容である永久農地と主体機能

区によってトップダウン型の規制を地方政府が作成するプランにかけている。土地権
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利と密接な関係にある土地利用計画の強化によって都市開発計画で制御できなかった

開発行為を規制し、最近は両計画が統合されることによって土地と上物の計画が一体

化している。都市レベルでは広域方針を総体計画で示しつつ、区レベルでは分区計画

によって空間方針と人口数から区域区分と用地種類と重点整備地区まで指定してい

る。規制型詳細計画では街区割を決め、用途地域、容積率、高さなどが指定されてい

る。また、居住と就業人口密度も指定され、北京市においては 6 調整と 6 向上方針で

都市開発を誘導している。 

ベトナムとモンゴルの場合は開発を規制する手法が導入されたのは最近であり、後

者では法的な位置づけも遅れ、両方において担当者が事業ごとに審査するプロマーケ

ット型の制度になっている。ハノイ市の旧市街地全域にゾーニング計画が策定されて

いるが、ウランバートル市の地区単位計画の策定は遅れている。この二つの国におい

ては開発コントロールが効果的に機能しているとは言えず、過大な開発を許し、イン

フォーマル市街地の形成を抑制できていないのが現状である。 

研究課題②の回答を要約すると、計画体系は多層化・多種類化・詳細化し、規制プ

ランを導入し、その指標が明確になりつつある。また、どの国も非公共セクターの開

発を規制・誘導する手法の確立を模索している。さらに、計画の実効性をあげるため

に計画統合化政策が取られている。最後に、計画資料の公開が進み、専門家の計画作

成への参加が認められるようになっている。 

 

●ポスト社会主義国の都市計画体系のまとめ 

東欧を含むポスト社会主義国の都市計画体系は社会と経済の変化に対応し、類似し

ていた体系は国によって異なる形で変容し、多様化しているが、プロマーケット型で

ある点では一様である。 

東ヨーロッパ諸国は EU 加入に向けて Strategic Planning 手法を導入し、類似した

制度整備を進めていれば、中国は地方分権化によって大都市独自の計画体系の発展を

促進し、新体系を試し、その成果物を標準計画体系として法律で位置付け、全国に普

及させている。その標準的な 2 層体系はドイツの計画体系に似ているが、大都市の場

合は開発方針と用地指定の分区計画もあり、3 層体系になっている。ベトナムの場合

はアメリカのゾーニングと日本の用途地域制度に似た規制手法を定着させているが、

その指標に人口数を指定する点など従来の計画体系の要素がまだ残っている。モンゴ
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ルの場合も日本の用途地域制度のみならず、線引き制度とすでに形成された市街地の

特定エリアの整備を行う手法まで取り入れている。また、土地市場の創出とそれが都

市開発に与えている影響が大きい点でも類似する。土地の計画と上物の計画が別々に

行われ、開発を効果的にコントロールできない問題があったが、統合することで収束

する可能性がある。さらに、規制プランは行政単位ではないため、計画の実効性を測

りにくく、計画作成時の市民参加の促進が困難になっている。最後に、市場主義各国

の計画体系が多様であるように、ポスト社会主義国の計画体系もそれぞれの都市・環

境・社会に対応し、先進手法に学びながら独自の体系を構築し、さらに多様化してい

くことが予想される。 

 

8.3. 提言 

●プロマーケット型経済における都市計画の役割は何か？ 

ここまでポスト社会主義国の計画体系の変化と市場への対応とその課題について論

じた。ここでモンゴルを対象としてプロマーケット型経済における都市計画の役割に

ついて筆者の考えを述べる。 

まずは、モンゴルの都市計画体系は民主化と市場移行によって大変化した社会経済

状況に適応することが急務である。以前は開発主体が政府自身であったため規制の必

要性は低かった。しかし、現在は住宅分野の民営化などから多様な開発主体が生ま

れ、その圧力が年々増大している。都市において快適な住環境を確保するためにこの

ような多種多様な主体の活動を誘導する必要がある。そのために互いに矛盾する法制

度と基準の整合性を図り、開発規制手法を法律で位置付ける必要がある。また、計画

体系自体がインフォーマルな開発を促進し、無計画的な市街地形成を助長している状

態を是正するために土地利用と都市開発計画を統合し、インフラ投資計画も含まれた

体系に変え、実施可能な明確な発展方針を提示することが求められる。 

次に、都市レベルの上位計画であるマスタープランはあらゆる分野のステークホル

ダーの意見を取り入れた上で計画案を立案し、事業と対策を長期・中期・短期に分類

し、関係者間の連携と協働を促進する機能を持つべきである。計画の実施を保障する

ために各政党間でも合意形成を図り、デベロッパーと地権者の要望を考える必要があ

る。また、自由市場における民間企業の競争によって生じる外部不経済を緩和し、利

益者負担制度を構築し、不利益を被る階層への政策を提示する役割も求められる。特
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に、政府による住宅政策である低金利ローン制度をアフォーダブル住宅供給制度とゲ

ル地区再開発事業と一体で進める必要がある。 

三つ目に、本来規制手法の役割を果たすべき地区単位計画の作成策定業務を急ぐ必

要がある。規制プラン策定を意図的に遅らせているような状態を是正し、すべてのエ

リアに対して公平性を持って策定すべきである。計画作成の際に地権者の参加を促進

し、明確な指標で事前確定性を高め、開発審査プロセスを短縮化し、建設行為にかか

る手間をスムーズにする必要がある。 

最後に、芽生えつつある市民活動による住環境改善運動を活性化するためにボトム

アップアプローチの可能性を認め、下位計画の作成と事業実施において活動団体に役

割を与えることが考えられる。この場合、都市計画を合意形成のための道具として使

い、政権交代によってプラン実施が中止されるモンゴル特有の課題を改善できると思

われる。 

研究課題③の要約は、矛盾する法制度を見直し、各種計画体系の内と横の連携を確

保する必要がある。特に政府と自治体の政策・計画・事業を連動させ、首都の財政権

限を強化し、市場移行の歪みを直す必要もある。また、自治体レベルで土地利用・都

市開発・投資計画を連携させることでプランの実施向上を図り、体系自体がインフォ

ーマルな開発を促進している課題を是正すべきである。さらに、規制プランを行政単

位で作成し、住民に参加と協働の場を提供し、同時にその詳細性と事前確定性を上

げ、開発行為を効果的に誘導する機能が求められる。最後に、芽生えつつある市民の

住環境改善活動の可能性を認め、下位計画実施において役割を与え、その際の合意形

成のための道具としての役割が考えられる。 

 

8.4. 今後の研究課題 

本研究でアジアの 3 つのポスト社会主義国の政策と都市計画体系とマスタープラン

の内容についてその詳細を調べた。今後は、選定した三カ国の地方都市の状況を把握

する必要がある。特にモンゴルの場合は直面する課題が首都のそれと大きく異なって

いる可能性が高い。また、計画を作成する研究院と計画を実施する市役所、また自治

体とデベロッパーの関係性についてその詳細を調べる必要がある。さらに、対象三都

市の最新の方針プランに持続可能な発展目標が取り入れられている。その点を深掘り

し、具体的な手法・対策を調べ、実効性を検討することも考えられる。最後に、ヨー
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ロッパとアジアのポスト社会主義国、また市場先進国とポスト社会主義国の計画体系

を比較し、Physical Planning と Social Planning の変容を把握し、さらに土地権利が

異なっている視点から分析する。 

 

8.5. あとがき 

本研究でポスト社会主義国の都市計画体系の発展変遷を検討するために 10 か国の

現在の計画体系とアジアの 3 か国の国家、土地、都市開発政策について調べた。この

ような国の都市計画はソビエト連邦の専門機関とプランナーに大きく依存していたた

め、ソ連崩壊と共に都市計画分野もほぼなくなった。特に事例調査対象国のモンゴル

においては民主化と市場移行によって計画と規制に否定的になり、経済成長のために

あらゆる開発行為は妨げられるべきではないと言う見方が社会全体に広まった。 

体制が変わってもプランナーは従来通りの単体事業の計画に集中するだけで、都市

全体を考慮しなかった。事業の実現性についても検討することなく、政府と政治家の

判断任せにしたためほとんどの計画は紙のままである。また、大衆主義の政治家は票

を獲得するためにあらゆる資本を私有化した。都市周辺部の土地権利を無償提供する

傍ら既存インフラに近い中心部の価値の高いエリアをデベロッパーと組んで乱開発し

ている。高級な高層アパートとオフィス建築はブラウンフィールドから自然保護区、

児童公園、学校のグラウンドまで駆逐した。 

一方でインフラ整備が一向に進まない都市周辺のゲル地区では真冬のマイナス 30

度の中、小学生が飲み水を汲みにキオスクまで 40 リッターのウォータータンクを乗

せた猫車を押しながら氷道を行き来している。そこに暮らす 20 万世帯が暖房燃料と

して使う石炭の煤煙で冬季の大気汚染は世界最悪レベルに達している。このような深

刻な都市問題の解決の糸口を探ることが筆者の希望であった。 

本研究で特定されたポスト社会主義各国の都市計画体系の発展変遷とその特徴、新

しい体系の仕組みはモンゴルの都市計画分野の今後の方針と制度整備に向けた手助け

になることを願う。旧体制の強いトップダウン型の開発アプローチが過去のものとな

り、市民は個人資産の価値を自ら高め、住環境を改善するボトムアップ型の開発アプ

ローチに目覚め始めているこの時期に都市計画の果たすべき役割は大きい。政府はま

ず、専門家の育成に力を入れ、モンゴルの特徴に適した計画体系の制度整備を進め、

計画が実現される制度的枠組みの構築に努めるべきである。同時に計画資料の公開と
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計画作成への市民参加を拡大させ、住環境改善運動を行う団体の活動を促進すれば計

画のアカウンタビリティが向上し、合意形成の習慣が根付くはずである。地方政府は

従来の閉鎖的な行政運営をやめ、開発許可の意思決定過程の透明性を確保すれば深刻

な腐敗問題を改善することができる。市民も定期的に開催される三級自治体の例会に

積極的に参加し、身近な住環境課題について話し合い、まだ根付いていないコミュニ

ティの形成に努めれば都市問題の解決への大きな力になる。筆者は今後、上述した各

種の活動に可能な限り参加・貢献して行く所存である。 
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図 A-1 自由市場各国の計画体系
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図 A-2 中国の開発申請許可プロセス 

 

中国の開発許可プロセスは規制プランである規制型詳細計画に基づく一書二証制度

によって行われる。土地を収用して開発が行われる場合に立地通知書が必要になり、

それ以外の場合は二証で着工できる。建設事業を計画する際に建設用地計画許可証を

取得し、設計図を作成し、土地費用を納めれば建設事業計画許可証が発行され、工事

を始められる。 
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図 A-3 ベトナムの開発申請許可プロセス 

 

ベトナムの開発許可プロセスは投資承認を得る点で他の二国と異なる。開発者はそ

の地域の主任建築部に開発申請を行い、計画ライセンスを取得し、基本設計と投資計

画書の作成を始める。これらを計画投資部に提出し、投資承認を得てから土地権利を

取得し、実施設計の審査が通れば建設許可が下りる。投資承認は事業規模によって許

可する国の機関が異なり、大規模の場合は中央政府、それ以下は地方政府の担当部署

が行う。近年は建設法改正によって住宅事業の場合に一連のプロセスを簡略化してい

る。 
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図 A-4 モンゴルの開発申請許可プロセス 

 

上記のダイアグラムの第一段階は土地権利を有する者が開発申請を行い、市役所か

ら建設要件書を取得することである。この書に基づいて基本設計を作成し、開発発展

部の審査を受けることで計画許可証が発行される。この証があればインフラ使用の申

請と地質調査と実施設計図の作成が可能になる。最後の段階は実施設計の承認と建設

許可証の発行と現場での境界線確認であり、建設工事が始められる。
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